
香川大学経済学部

吉田ゼミナール調査報告書 NO.7

キャリア・仕事・生活

ゆらぎの中のホワイトカラー

2011 年 2 月

吉田ゼミナール 3 年生（第 7 期生）



 i 

はじめに 

 

本書は香川大学経済学部吉田ゼミナール３年生による共同調査報告書である。この共同調査

は、インタビュー調査を通して、現代の働き方や生活の態様を明らかにすることを目的に毎年実

施しており、前任校時代を含めると今回で 10 年目を迎えることになった。 

本調査を開始した 2001 年は就職氷河期と言われた時代であった。3 年生となり、これから就職

活動を迎えるというゼミ生たちが、どのようにすれば大学で学んだことを就業力につなげられるか。

このことに頭を悩ませて始めた試みであった。調査を経験する中で、専門的な知識を修得し、また

その中で調査力を付けてもらうことであった。 

調査力とは、当時私が作った造語だが、この言葉によって、コミュニケーション能力、表現力、

執筆力、読書力など、様々な知的能力を総合した能力をイメージしている。インタビュー調査を実

施するにあたっては、単に専門的な知識があればよいというだけではない。インフォーマントとの

アポイントメント、適切なインタビューにおける受け答え、インタビュー記録の執筆、インタビュー記

録に基づく最終報告書の作成、調査結果のプレゼンテーション等、様々な作業によって調査のプ

ロセスが構成されている。したがって、ゼミ生がインタビューを経験するなかで、知的能力を高め、

就業力へと結びつけてもらうことを狙っていたのである。 

10 年を経た現在、この時の狙いは間違っていないと確信している。ゼミに入ってきた当初は、あ

やふやであった専門的関心も、インタビュー調査を通して具体的な形となり、そして専門的な論文

や本を読むことへの動機付けとなり、それが翌年の卒業論文という果実を産みだしてきた。また、

卒業生の活躍を見るかぎり、就職活動や卒業後の職業生活のなかでも活かされているのではな

いかと自負している。 

このように 10 年経つなかで、ゼミ生たちは調査の経験を踏まえて立派に育っていってくれてい

るのであるが、それに対して私の教育技術は向上しているのかと自問してみると、なかなか忸怩た

る思いがある。今後のために、いくつかの反省点を書きとめておきたい。 

4 月にゼミ生となった学生たちが、実質３ヶ月の中で基礎的な知識を習得し、問題意識の共有

化し、そして調査項目の策定にあたるのはなかなか難しい。文献研究をしっかりするために早期

の合宿やゼミ時間の延長など、様々な試みを行っているが、まだうまくいっているとは言えない。

やはり一定の時間が担保されなければならないように感じている。言い訳がましいが、知識が自

分の物となっていくためには発酵する時間というのも必要としているのではないだろうか。 

また、調査結果の扱い方についてもそうである。徹底してインタビュー記録を読み、その中から

何かを読み取らせることをきちんとさせられているのかといえば、なかなか首肯しがたい。表面的

なところを撫で回しで、許してしまっているだけの感もある。もっとインタビュー結果を読み込めとも

叱責しているが、なかなか難しい。何か教育的な工夫が求められているのだが、まだそれを掴み

得ていない。反省することばかりである。 

さて、10 年ひと昔という言葉があるが、賃金、労働時間、家庭生活等を対象としてほぼ同じテー

マで 10 年間調査をし続けてきた。スピード感をもって大きく変化している 21 世紀最初の 10 年を

定点観測してきたわけである。毎年 10 数人の方にインタビューしているので、インフォーマントの

数もゆうに 100 人を超えた。ゼミ生たちが書き起したインタビュー記録を読んでいると本当に興味
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深い。学生たちとは世代の異なるインフォーマントの方々が、ともすれば青臭い質問にも自らの経

験をもって真剣に答えてくれている。こうした貴重な記録を、年度の枠を超えてどの活用していく

かを考えていくことが今後の課題ともなろう。 

最後になりましたが、お忙しいなか調査に御協力いただいたインフォーマントの方々に御礼を

申しあげます。見ず知らずの学生たちに貴重な機会を作っていただいたことに感謝いたしますと

ともに、今後とも様々な形での御指導・御鞭撻いただければと思っております。何卒よろしくお願

いします。 

 

2011 年１月 28 日 

香川大学経済学部教授 

吉田 誠 
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第１章 個人の能力開発とキャリア形成 
 

河原雪子 
 
はじめに 
長引く不況や景気の低迷でリストラや派遣切り、早期退職者の募集など先の見えない雇

用不安が社会問題となっている。結婚や出産などのライフイベントで職場を離れる女性だ

けでなく、終身雇用制度・年功序列賃金などの日本的雇用制度の崩壊により男性も長期安

定雇用の保障が不確かなものとなってきている。雇用調整の対象となったり、企業再編の

影響を受けたりするリスクが高まっていることから転職や再就職の可能性が高まっている

といえる（桜井, 2009）。そのような中で労働者個人の能力開発の重要性が企業・労働者双
方においても認識されてきている。 
仕事の効率や生産性を高めるために企業はより良い人材を求めており、不況のため近年

では中途採用など即戦力となる人材を求める傾向にある。しかし、最近は再び内部労働市

場を重視し、従業員の育成に努める企業も出てきた。教育制度としても従業員の知識やス

キルアップ、キャリア意識の醸成のために自己啓発制度を導入する企業もある。資格や通

信教育の費用補助やビジネス関係の図書の斡旋などを行い従業員の能力開発を支援してい

る。 
最近では企業と労働者が協同で社員の能力開発を行うところもある。例えば、百貨店の

大丸では「キャリア自律宣言」が打ち出され、労使で社員の「自分磨き」を支援し（日本

経済新聞, 2008）、富士重工業では社員自身が講師役となり、それぞれの得意技を教えあっ
ている（日本経済新聞, 2009）。景気の先行きが不透明な中、能力開発や自身のレベルアッ
プを企業に任せきりするのではなく、従業員が積極的に自分たちのキャリアアップを行お

うとしているのが分かる。特に正社員では現在勤務している仕事に直結するものだけでな

く転職や退職後も視野に入れ、キャリアプランを作成して自己啓発を行っている人も多い。 
本稿では男性と女性の違いにも着目しながら正社員として働く人々がどのようなキャリ

アプランをもち、そのためにどのような自己啓発、OFF-JTの活用を行っているのか。イン
タビュー調査や先行研究から明らかにし、今後の課題や取り組みについて考えていきたい。 
 
第 1節 能力開発の現状  
ここではまず企業による人材育成の現状を述べ、次いで労働者による能力開発について

の現状を述べていく。 
図表 1は 2007年に労働政策研究・研修機構で行われた調査で 3年前と比べて重視するよ

うになった経営課題を企業に尋ねているものである。そこでは「収益性の向上」、「顧客満

足度の向上」、「コスト削減」など企業の直接利益に反映されるものを押しのけて「人材育

成の強化」と答えた企業が約 7 割にものぼる。厚生労働省の所管でも「企業が長期的・持
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続的に成長していくためには、人材育成は重要な課題であり、経営課題としても広く認識

されている」と述べられており、このことからも企業において従業員の能力開発が重要視

されていることが分かる。 

 
出所：労働政策研究・研修機構（2007） 

 
しかし、現実は図表 2 からいえるように 2009 年度の企業が支出した社内教育費は 2008

年度から大幅に減少し、自己啓発支援費用も2009年度は2008年度に比べて半減しており、
業績低迷を理由に従業員教育への投資を削減する企業も増えている（日本経済新聞, 2010）。 
厚生労働省の調査に対し、人材を育成するにあたって問題があると答えた企業は 7 割に

のぼり、問題点としては「指導する人材が不足している」、「人材育成を行う時間がない」

という点が挙げられている。これは人材の減少や少数精鋭化による業務の増大で個人の負

担が増え、人材育成まで力を割くことができないことを表している。従業員の育成に OJT
だけでなく Off-JTを重視する企業や「はじめに」で述べたように自己啓発を後押しする企
業も増えてきている。OJTを補完するため Off-JTや自己啓発を行うことが必要だが、今後
はいかに効果的に行うのかが課題になってくるのではないだろうか。 
加えて、「人材育成をしても辞めてしまう」ことも挙げられている。労働力の流動化が進

む現代では優秀な人材がよりよい仕事を求めて転職してしまうケースもある。だからとい

って人材育成を行わなければ企業の成長は望めない。育てた人材が他所に流れていかない

ためにも、個人の成長性を高めたり、働きやすい職場を作ったりして、働く人材がやりが

いや生きがいを感じる職場を作っていくことが必要となってくると思われる。 

1.2  
4.7  

21.5  
23.5  

27.3  
28.1  

31.6  
33.6  

39.6  
49.3  

55.0  
55.3  

58.9  
67.9  

その他

株主価値の向上

事業再建

市場におけるシェアの拡大

新製品の開発

財務の健全化

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの強化

現場の強化

企業の社会的責任

品質の管理・向上

コストの削減

顧客満足度の向上

収益性の向上

人材育成の強化

単位：％

図表1　3年前と比べて重視されるようになった経営課題
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出所：厚生労働省（各年度版より）  注：企業調査 

 
一方、個人が自身のキャリアアップのためにかける費用は増加している。2009年度の能

力開発基本調査では Off-JT、自己啓発を受講した労働者は男女ともに 2008年度より 10ポ
イント強下がっているが、労働者のOff-JT、自己啓発の延べ受講平均時間は男女ともに2008
年度よりも増加している（図表 3，4）。Off-JT、自己啓発は受講状況が下がっているが、自
身の能力開発を行っている人は以前より積極的に行っていることが伺える。特に女性の自

己啓発の受講時間の増加が顕著である。近年、労働力不足から女性の積極的活用が謳われ、

結婚や出産後も働くなど女性の活躍する場が広がってきている。そのため自身のキャリア

プランや能力開発を考える女性が増えてきていると考えられる。 

 
出所：厚生労働省（各年度版より）  注：個人調査 

 
出所：厚生労働省（各年度版より）  注：個人調査 

2.2 
2.5 

1.3 

0.7 0.8 
0.4 

2007年 2008年 2009年
単位：万円

図表2　Off-JT、自己啓発支援に支出した費用の 
労働者一人当たりの平均額

Off-JT 
自己啓発

34.9 

45.9 

29.1 

43.5 

49.0 

62.3 

44.0 

59.0 

女

男

女

男

自
己
啓
発

O
f
f
-
J
T

単位：％

図表3　Off-JT、自己啓発の受講状況 2008年 2009年
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単位：%

図表4　Off-JT、自己啓発の延べ受講時間平均
2008年 2009年
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次に自己啓発を行った理由を見てみると 2007年から 2009年までのいずれも「現在の仕
事に必要な知識・能力を身につけるため」が最も高く、続いて「将来の仕事やキャリアア

ップに備えて」、「資格取得のため」となっている。年度別にみると「現在の仕事に必要な

知識・能力を身につけるため」は 2007年、2008年に比べ 2009年は 10ポイント弱高くな
っており、以前と比べてかなり増加しているのが分かる。「キャリアアップに備えて」や「資

格取得のため」という項目でもそれぞれ 10ポイント前後増加している。また「不明」の項
目は 2009年になってそれまでより大きく減少しており、自己啓発を行う人はなんとなくで
はなく、明確な目標や目的をもって自己啓発を行っていることが分かる。 

 
出所：厚生労働省（各年度版より）  注：個人調査 

 
第 2節 個人のキャリア観 
ここでは現代の労働者が自身のキャリア形成についてどのように考えているのかを考察

していきたい。 
従来、正社員採用された労働者には定年を迎えるまでの長期雇用が暗黙の了解とされて

きた（桜井, 2001）。また企業内でキャリア形成を行うにしても配置転換や移動など組織の
中で必ずしも個人の思うままにはならない。そのため、労働者の能力開発やキャリア形成

は長い間企業に一任されてきたと言える。しかし、1990年代以降続く不況により多くの企
業が人員削減や雇用調整を行った。また転職がキャリアアップにつながる時代になり、今

まではマイナスイメージが強かった転職だが、自身のキャリアをより豊かにするために転

職を行う人も増えている。 

1.5  

8.3  

6.6  

2.8  

6.9  

35.4  

4.9  

14.0  

59.1  

86.3  

5.7  

8.0  

5.0  

1.9  

6.9  

29.0  

4.1  

10.9  

48.0  

78.6  

5.8 

8.7  

5.6  

1.8  

7.3  

27.6  

4.6  

12.8  

49.6  

77.3  

不 明

その他

退職後に備えるため

海外勤務に備えて

転職や独立のため

資格取得のため

配置転換・出向に備えて

昇進・昇格に備えて

キャリアアップに備えて

現在の仕事に活かすため

単位：％

図表5　自己啓発を行った理由(複数回答)
2007年 2008年 2009年
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現在、正社員として採用されたばかりの新入社員は今後のキャリアについてどう考えて

いるのか。図表 6は新入社員の就労意識について表わしている。2010年 4月に日本生産性
本部に発表された新入社員の意識調査では「今の会社に一生勤めようと思っている」との

回答が 57.4%、「社内で出世するより、自分で起業したい」との回答が 12.8%とそれぞれ過
去最高と過去最低を示している。企業と労働者の雇用のミスマッチ、キャリアアップのた

めの転職などで大卒の 3割が 3年以内に辞めてしまうといわれているが、雇用が不安定に
なる中で少なくとも新入社員は安定的な雇用を望んでいることが分かる。 

 

出所：日本生産性本部（2010） 
 
また企業の継続的な雇用は望みつつも、職業生活設計の考え方では「自分で職業生活設

計を考えていきたい」（「どちらかといえば、自分で職業生活設計を考えていきたい」を含

む）と答えた人が男女とも過半数を超えており、多くの労働者がキャリアについて企業に

任せきりにするのではなく、自ら考えていこうとしているのが伺える（図表 7）。しかし女
性では 58.1%だったのに対し、男性では 71.6%と男性の方が 13.5ポイントも高くなってい
る。男性のほうが職業生活設計について自分で考えていきたいと思っている人が多いこと

が分かる。また、女性では職業生活設計の考え方について「わからない」と答えた人が 20.5%
と全体の 2割を占めた。女性の場合、男性よりも結婚や子育て、介護など生活面の影響を
受けやすく、将来の見通しが立ちにくいことも関係していると思われる。しかし全体的に

みると男女ともに自分で職業生活設計を考えていきたいと答えている人が 5割以上いるこ
とが分かる。 

27.3  
23.7  22.2  20.5  23.1  

27.3  
30.8  29.8  

38.3  39.8  
45.9  47.1  

55.2  57.4  

31.5  
27.0  

23.4  
20.1  18.3  15.8  14.1  12.8  

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

単位:%

年

図表6　新入社員の就労意識
今の会社に一生勤めようと思ってる
社内で出世するより自分で起業して独立したい
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出所：厚生労働省（2009）  注：個人調査 

 
では労働者は希望する職業や働き方を目指して何を行っているのだろうか。厚生労働省

が行った2009年度の能力開発基本調査で希望する職業人生の実現に向けてしていることを
尋ねてみると「今のままでよいので、さらに職業能力を身につける必要はない」と答えた

人は 5%未満と低く、「通常の業務をこなしていくことで必要な能力が身につく」や「会社
が提供する教育訓練プログラムに沿って能力向上をはかる」、つまり会社が行う OJTや
Off-JTを利用することで能力の向上を図るという人が約 3割、「自発的な能力向上のための
取り組みを行うことが必要」と答えた人が約 5割であった。このことから会社の制度や自
己啓発で能力向上を図っている人は 8割近くにものぼり、多くの人が何らかの形で自身の
能力を高めようとしていることが伺える。 

 
出所：厚生労働省（2009）  注：個人調査 

 
離職者が増加してきている中で、企業や社会に任せるだけではなく労働者個人が自身の

キャリアについて考えていかなくてはならない時代になったといえる。 
近年、エンプロイアビリティという言葉が盛んに使われている。1999年に日本経団連が

発表した報告書によると、エンプロイアビリティとは「労働移動可能にする能力」という

だけではなく、「当該企業の中で発揮され、継続的に雇用されることを可能にする能力」と

も捉えられている。今まで述べてきたことからも、この「継続的に雇用される能力」が今
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図表7　職業生活設計の考えかた
自分で職業生活設計を考えていきたい
どちらかといえば、自分で職業生活設計を考えていきたい
どちらかといえば、会社で職業生活設計を提示してほしい
会社で職業生活設計を提示してほしい
わからない

4.7 19.7 10.1 47.2 11.6 6 

単位：％

図表8　希望する職業人生の実現に向けてしていること

今のままでよいので、さらに職業能力を身につける必要はない
通常の業務をこなしていくことで必要な能力が身につく
会社が提供する教育訓練プログラムに沿って能力向上を図る
自発的な能力向上のための取組みを行うことが必要
今後、どのような職業人生にするか決めかねている
わからない
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後より重要になってくるといえる。自身の満足する職業生活を歩むために、エンプロイア

ビリティを高めるために積極的に自己啓発を行い自身の能力を高めることが必要になって

くると考えられる。 
 
第 3節 インタビュー調査より 
これまで自己啓発の現状や個人のキャリア形成について述べてきたが、実際に働いてい

る人は自身のキャリアについてどのように考え、どんな自己啓発を行っているのか、2010
年の夏に行ったインタビュー調査より考察していきたい。この調査では現在正社員として

働いている男女 6名ずつ、計 12名の方にインタビューを行った。 
まず今後のキャリアについて尋ねた問いでは、12名中 10名が明確に現在の企業での雇用

の長期的な継続を望んでおり、第 2 節で述べたように今の会社でずっと働いていきたいと
いう安定した雇用を望んでいることが伺える。 
男女別に見てみると、男性はほとんどの方が現在の企業での継続雇用を望んでおり、「現

在の会社で別の部署や支店に行けたら」（XP氏：男性、30代後半）と幅広い業務を経験し
たいという方もいれば、「今の仕事でスキルと伸ばしていきたい」（BO 氏：男性、30 代後
半）と色々な業務を経験するのではなく、現在就いている職務の能力を伸ばしていきたい

という方もいた。商社に勤める ZL氏は「自分のキャリアの中では一番自分自身に欠けてる
なっていうのは、海外駐在してない」と自分のキャリア形成について、具体的に必要な能

力・経験についても考えているようだ。 
また、「2 年目ってそんなに考える暇がないと思うんだよね。どんなことが起きているか

見ないといけないし、全体が見えてからどうしようかだからキャリアアップっていうのは 5
年目くらいから。実際そういう気持ちを持つのは大切だと思うけどね」（LP 氏：男性、20
代後半）と働き始めたばかりなので現在の仕事で手一杯であり、まだ将来のことを考える

余裕はないと述べた方もいた。 
他には「今後は、下とかも結構今できてきてるので。一人でやるには限界があるので、

いかに人間を使っていくかっていう部分かなと」（UB氏：男性、30代前半）、「今はこうい
う組織のリーダーとして、人をまとめるっていうのが重要だしね。そういう立場でやって

いくキャリアをもっと積んでいきたいですよね」（LN氏：男性、40代後半）とこれからは
人の上に立って、責任のあるポジションでやっていきたいと述べた方もいた。企業内のキ

ャリア形成と一言で言っても個人個人に望む働き方があり、キャリア形成もそれに合わせ

てさまざまだということが分かる。 
女性の場合、既婚者と未婚者では今後のキャリアについての意見が違う。今回インタビ

ューを行った中で既婚者である SO 氏、LL 氏、XH 氏はそれぞれ流通・販売業や団体職員
として働いているが全員が育児休暇を取得しており、育児中の女性にとって働きやすい会

社だと答えている。「小学校に入るまでの子供を持っていれば、短時間勤務制度を申請でき

まして、今利用してまして」（SO氏：女性、30代後半）、「学校の行事なりちょっと子供が
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熱出しましたとか、そういうときに急に休まないといけない。そういうところに結構休ん

でも対応してくれるっていう」（ZU氏：女性、30代後半）と述べており、企業の制度だけ
でなく、同僚の意識面での協力や周囲の環境により、うまく仕事と家庭の両立を図ってい

ることが伺えた。既婚者の方については結婚前から現在まで退職することなく勤め続けて

おり、今後も同じ組織に雇用されることを望んでいることが分かる。 
未婚者の方の回答では三者三様の意見が得られた。FL氏の職場は 1人当たりの仕事量が

多く、結婚をして家庭を持つと上司が気を遣って仕事を減らしてくれる傾向にあるそうだ

が、同僚が忙しくしている中自分だけ早く終わって帰るという状況がいたたまれなく感じ

るそうだ。FL氏は「女性の方は結婚を機に働きにくくなると思う」と述べたうえで「今の
仕事はそんなに長い間は無理だとは思いますけど、仕事はずっとしていきたい」、「アルバ

イトでもパートでも、社会と接しておきたいなと思います」と答えている。実際 FL氏の生
活サイクルを見てみると、繁忙期は深夜 0 時まで仕事をしているときもある。職種柄生活
サイクルが不規則になることもあり、時間だけでなく体力の面からも結婚後、仕事と家庭

を両立させるのは厳しいと考えられる。 
女性が働きやすい職場であると回答した ZH氏と NP氏も意見が異なっており、ZH氏は

「普通に結婚してもずっと働きたいとは思っています」と既婚者の方々と同様に結婚して

も現在の職場での継続雇用を望んでいる。NP氏は「ずっとここにいるとは限らないと思う
し、だからと言って今辞めようとかそういう気もないですね。例えば、今私は独身で子供

もいないからこういう考えなのかもしれないし、また状況によって変わると思いますね」

と今現在転職は考えていないが結婚・出産などのライフイベントによってキャリアプラン

を変える可能性はあると述べた。 
このうちFL氏とNP氏は今ではないけれど将来的には専門性を身につけたいとも述べて

いた。NP氏は以前転職を経験したことがあり、その時の経験から「転職の時に考えたのは
割と専門的なことを身につけたいという気はありましたね」、「前の転職時とかに学んだの

は、自分の力で生きていくということですかね。どこに行ってもやっていける能力みたい

な」と自分が外部労働市場に出たとき雇用される能力を高めるために専門的なことを身に

つけたいという意見も得られた。結婚や出産、介護など予測不可能な生活面の影響もあり、

自分の身を守るためにも専門的な能力を身につけるというのは有効だと考えられる。 
制度を整える企業も増加してきて、女性が働きやすい社会になってきているが、人手不

足や業務量の多さにより制度が追い付かない企業もあり、さらに改善が望まれる。 
次に自己啓発について述べていく。今回、インフォーマントの中で現在自己啓発をして

いると答えた方は 5名だった。どのような自己啓発をしているかとの項目に対し、「最低限、
法律とかは知っていないといけないので、やりますね」（NP氏：女性、20代後半）、「ネッ
トを見たりとかもそうですし、色々アンテナを張ってないと本当にいろんな人がお客さん

になるんで、情報っていうのが一番大事な部分ではありますんで」（UB氏：男性、30代前
半）と述べる方や、他にも語学や簿記、法律をやっていたという LN氏は「やっぱ業務に即
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していたし、やらざるを得ない状況だったので」と述べており、キャリアアップや昇進の

ためにというよりは通常の業務に必要となり、役立つことをしているのが伺える。商社で

働く ZL 氏は 2008 年に研修でアメリカに行ったとき世界各国の部長クラスの人たちと
MBAを勉強し、「MBAが無駄っていう話じゃなくて、それを勉強しないと食われると思っ
た。海外勢に」と危機感を感じ、グローバル化で世界の企業と競合していくために自らも

勉強をしていると述べていた。 
自己啓発をしていない理由としては主に以下の 2つの理由が挙げられていた。 
1 つ目は「時間がない」というものである。「やればいいですけど、なんせ時間がないも

のでね」（ZU氏：女性、30代後半）と通常の仕事が忙しくて時間が取れないという意見が
あり、中には「時間がないのと完全に子育てと。そっちの方がメインになっちゃってるん

で」（XP氏：男性、30代後半）、「家庭を持つと時間制限があるから自己啓発は難しくなっ
てくる」（BO氏：男性、30代後半）と育児や家庭が優先で自己啓発の時間まで十分に取る
ことができないという意見もあった。 

30 代女性 FL 氏は「専門学校みたいなところに事前の説明会みたいなのに行くけど毎週
何曜日何時から何時みたいなので絶対無理かなっていう」と仕事が忙しく業務時間が不規

則のため毎回決まった時間に受講しなければならない授業は受けることができないと述べ

たうえで「余裕は作るもんだと思うんだけど、本当にこれがやりたいと思うんだったらす

ぱっと会社を辞めてそっちに行くぐらいの気持ちがないとなとは思ってます」と仕事が忙

しくても時間は自分でつくるものとも述べている。同様に 40代男性の LN氏も「やはりね、
自己啓発を行う上では常に問題があるよね。やっぱり時間が取れない。別にやらなくても

他人から何か言われることもないんだけどね。 …中略… 要するに勉強にしても何にして
も時間を作ることが大切ですよね、仕事してるわけだし」と述べ、「だから勉強するときに

は必ず業務と絡めて、これがなかったら駄目なんだっていうようになると、やりますよ」

と自己啓発の内容を業務内容と絡めるなどして時間を作り、工夫して自己啓発を行ってい

るようだ。 
2 つ目の理由は「資金がない」というものであった。20 代女性の NP 氏は興味がある資

格はあるが「そういった資格を取ろうとしたらお金がかかったり、この仕事をずっとして

いくともわからないので企業が支援してくれるなら取ってもいいかなとは思いますね」と

資格取得をしてみたいと思うものの予算の都合で実行するまでには及んでおらず、企業の

支援があるなら行ってもよいと述べている。40代男性の ZL氏は「会社はね、（留学してい
る間）休業扱いにしてくれるし、その間取って帰ってきたらそのまま採用してくれる、そ

ういう制度もある。でもそんなお金ないし、給料でなかったら家族が困るし」とアメリカ

の大学で MBA を取得したいが家族や自分の生活のことを考えると会社を休業してまでは
行うことができないと述べている。 
自己啓発をしているという人のほかにも潜在的に自己啓発をしたいと思っていながら時

間や資金不足により行動に移せない人もいる。個人の能力開発は企業にとっても重要な課
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題であり、企業が持続的に成長するためには必要不可欠なものとなってくる。今後、労働

者個人がより積極的に自己啓発を行い、キャリア形成について考えていくとともに企業の

積極的・継続的な支援が必要となってくる。 
 
おわりに 
本稿では自己啓発の現状と個人のキャリア形成に関する考え方について考察してきた。

インタビュー調査を行って男性や転職経験のある方は自身の将来を見据えて、積極的に自

己啓発を行っている方が多いように感じた。 
自己啓発を行うに当たっての問題点としては時間の不足と資金の不足の 2 つの点が挙げ

られていた。労働時間や業務量の多さ、自己啓発支援の充実では企業側にさらに改善が望

まれる。しかし、インタビュー調査では「余裕は作るもんだと思う」との回答も得られた。

忙しいということに甘んじるのではなく、労働者自身も自分を磨いていくにあたって自ら

時間を作るなどの工夫をしていくことが重要だと考えられる。 
従来の日本企業では終身雇用制度が前提となっており、一旦企業に就職するとその後の

キャリアは企業に任せきりになっていた。しかし最近、社会的な環境の変化により、キャ

リアアップというだけではなく、雇用の流動化に対応するためという自己防衛の意味でも

自律的キャリア形成へのニーズが高まっている。企業においても少子化により労働力の不

足や経費削減による人員の減少で企業は従業員個人の能力を高めることで生産性をあげる

必要がある。また経済がグローバル化し、多くの日本企業が多国籍企業として海外に進出

している。世界各国の企業と競合していくためにも人材の育成は急務であると思われる。 
景気や社会情勢が日々変化する中で、労働者がいくら雇用の継続を望んでも思うままに

ならないこともある。転職をするためだけでなく個人の職業生活を豊かにするために、企

業に雇用され続けるための手段としても自己啓発は今後より一層重要になってくると考え

られる。 
グローバル化や IT化によって経済社会が目まぐるしく変化していく中、企業や社会に翻

弄されることなく、地に足をつけて自分らしい生き方・働き方をするためにも、今後労働

者個々人が自身のキャリアを真剣に考え、行動していく必要があるのではないだろうか。 
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第 2章 労働者のキャリア観と自律的キャリア形成 
 

鶴岡美里 
 
はじめに 

2008年のリーマン･ショックの影響で、多くの企業で倒産、人員削減が行われた。不況の
影響から、労働者は自分の身を守るために能力を身につけなくてはならなくなった。それ

だけでなく、「技術革新のスピードが増し、国内外の競争環境がますます激しくなっている

現在、企業が持続的に成長していくために, 従業員の“自律的に学習する”姿勢が重要にな
っている」といえる（労政時報, 2010）。これまで、労働者のキャリア形成や能力開発を支
えてきたのは主に勤め先の企業であった。 
櫻井（2009）によれば、仕事選択や職務能力の形成に関して、自己選択や自助努力を強

調する傾向が高まっており、これまでの企業任せの能力開発やキャリア形成から、より多

くの人がなんらかのキャリア形成の自律化を迫られている。また、企業・労働者とも、能

力開発を行い人材育成を図ることに対し、その必要性を強く認識している（戎野, 2006）。 
企業での具体的な取り組みとしては、大丸での労使間でキャリア自律宣言を交わし“自

分のキャリアは自分で創る”という意識のもとに、従業員個人個人が自分のキャリアをど

う構築するか、そのためにどのような能力を身につける必要があるかを考えて従業員が自

律的に能力開発を行うものや（日経新聞, 2008）、年齢や役職にかかわらず、部署内のだれ
もが自主的に講座を立ち上げ、教え・学びあうことができる勉強会を行う日産自動車での

係内教育（労政時報, 2010）があげられる。 
その他にも、自分の能力を高めて不況を乗り切ろうと考え、朝の通勤前の時間を活用し

て勉強したり交流会に参加したりする朝活に取り組むビジネスマンが増加している（朝日

新聞, 2010）。自分の身を守るため、企業の競争力の高めるために能力を向上させたいとい
う意識が労働者の間で高まっていると言えるのかもしれない。 
本稿では、これらのことをふまえて労働者のキャリア観や能力開発に関して述べていく。

インタビュー調査をもとに今後のキャリアについてどう考えているか、そのためにどのよ

うな自己啓発をしているのかということからキャリアと能力開発の関係性を考えたい。 
 
第 1節 能力開発の現状 
まず、能力開発の現状について確認したい。企業は能力開発の責任主体についてどのよ

うに考えているのだろうか。図表 1 は、厚生労働省が調査した能力開発の責任主体が企業
と労働者個人のどちらにあるかを表したものである。「従業員個人の責任」（「従業員個人の

責任」及び「従業員個人の責任に近い」）と回答した企業は 35.9％（2007 年度）で、2000
年度の 21.1％から 14.8 ポイント増加している。「企業の責任」（「企業の責任」及び「企業
の責任に近い」）の回答に比べると、「従業員個人の責任」の割合は低いが年々増加してい
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る。過去と比較していくと、企業が考える能力開発の主体責任は従業員個人の責任のほう

へとシフトしつつあると言えるだろう。 
 

出所：厚生労働省（各年度版より）  注：企業調査 
 
次に、労働者の職業生活設計に対する考え方について見ていく。厚生労働省による定義

では、職業生活設計とは「労働者がその適性や職業経験等に応じて、職業の選択、職業能

力の開発及び向上のための取組について計画すること」である。職業生活設計の考え方に

ついて、「自分で職業生活を考えたい」（「自分で職業生活設計を考えていきたい」及び「ど

ちらかといえば職業生活設計の考え方について自分で職業生活設計を考えていきたい」）の

割合は各年とも約 7割である。「会社で職業生活設計を提示してほしい」（「会社で職業生活
設計を提示してほしい」及び「どちらかといえば会社で職業生活設計を提示してほしい」）

の 1 割強を大きく上回っている（図表 2）。このことから、自分自身でキャリアを考えたい
とする労働者が多くいることが分かる。 
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図表2　職業生活設計の考え方（正社員）
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出所：厚生労働省（各年度版より）  注：個人調査 
 

 
図表 3 は希望している職業人生の実現に向けて必要な職業能力を獲得するための方法を

述べたグラフである。職業人生の実現に向けて必要な職業能力を獲得するための方法とし

て、「自発的な能力向上のための取り組みを行うことが必要」と回答した労働者は約半数の

47.2％で、労働者は自発的な能力向上のための取り組み、つまり自己啓発に取り組む必要が
あると考えていることが読みとれる。このことに関して、図表 1 で見た企業が考える能力
開発の責任主体が労働者の方にシフトする傾向にあることと一致しているといえるのでは

ないだろうか。 
 

出所：厚生労働省（2008）  注：個人調査 
 
以上のことから、自律的にキャリアを形成していきたいと考える労働者が多く、そのた

めには自己啓発を行うことが必要だという意識を持っていることが分かる。このことをふ

まえ、次節では自律的なキャリア形成に必要となる自己啓発について詳しく見ていく。 
 
第 2節 自己啓発について 
では、実際の行動はどうだろうか。まず自己啓発の実施状況について見ていきたい。厚

生労働省の調査によると、自己啓発の実施状況は 2001年度から 2007年度まで毎年上昇し
ている。直近の 2008年度の調査での自己啓発の実施率は 42.1％と前年比 16ポイント減と
なっている（図表 4）。自己啓発を行った人の一人当たりの平均延べ受講時間は 2008 年度
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わからない

今の仕事の内容のままでよいと考えているので、さ
らに職業能力を身につける必要はない
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向上を図る

今後、どのような職業人生にするか決めかねている

通常の業務をこなしていくことで必要な能力が身に
つく
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要

（％）

図表3　希望している職業人生の実現に向けて必要な職業能力
を獲得するための方法
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で 74.3時間で、2007年度の 66.5時間と比較すると 7.8時間伸びている。 
これらのことから、第 1 節で見たように労働者が自己啓発に対しての意識が高まってい

ることが分かる。 
 

出所：厚生労働省（各年度版より）  注：個人調査 
 
次に労働者が何を目的として自己啓発を行っているかを見ていきたい。図表 5 は厚生労

働省が 2006年度、2007年度、2008年度に調査を行った労働者が自己啓発を行った理由に
ついてをあらわしたものである。これによると、「現在の仕事に必要な知識・能力を身につ

けるため」という理由が 86.3％（2008年度）で、どの年度でも高い割合になっている。さ
らに、2008年度には「将来の仕事やキャリアアップに備えて」が大きく増加して 59.1％に
高まっている（2007 年度は 48.0％）。つまり、仕事をする上で必要となる知識・能力を身
につけ、自分のキャリアを築いていくことを主な目的として自己啓発を行っていることが

わかる。 
第 1 節で見たように、労働者は自己啓発を行うことの必要性を認識して積極的な意向を

示しているだけでなく、実行に移しているといえるだろう。 
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図表4　自己啓発の実施状況



16 
 

出所：厚生労働省（各年版）  注：個人調査 

出所：厚生労働省（2008）  注：個人調査 
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図表5　自己啓発を行った理由（複数回答）
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自分の目指すべきキャリアがわからない

適当な教育訓練機関が見つからない

自己啓発の結果が社内で評価されない

どのようなコースが自分の目指すキャリアに適切なの
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（％）

図表6　自己啓発に問題があるとした労働者の問題点
（複数回答）
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自己啓発を積極的に行っている労働者が多いとはいえ、問題点は多いようだ。厚生労働

省（2008）によると、80.8％もの労働者が自己啓発を行う上で問題があると感じている。
主な問題点は図表 6にあるようなことで、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」という
項目が 55.8％と最も高く、これは過去の調査でも同じように高い割合を示している。 
自己啓発を行う上で、時間的制約は大きな問題であるといえるだろう。戎野（2006）に

よると、「エンプロイヤビリティーの開発をはじめとした自己啓発や社会的活動は、社会的

にも要求されているが、これらを実現可能にするためには、生活にある程度の余裕を持て

る労働時間であることが必要」としている。 
自己啓発を行う上での問題点は、次節でインタビュー調査の結果を用いて考察していく。 

 
第 3節 インタビュー調査から 
第 1 節と第 2 節では、労働者の職業生活設計についての考え方や自己啓発の実施状況、

実施する上での問題点を見てきた。ここではインタビュー調査から実際に働く人々が自分

自身のキャリアについてどう考えているのか、そのためにどういった行動をしているのか

について考察したい。 
インタビュー調査の結果から、今後のキャリア観について 4 つの傾向に分類することが

できた。今後のキャリアについて、昇格する縦の移動を考えている人、職務の幅を広げる

横の移動を考えている人、専門性の向上を考えている人、今後のキャリアを考えることが

できていない人の 4つである。 
今後のキャリアについてどう考えているかという質問に対して、管理職として働いてい

る ZL 氏や LN 氏は、「自分が勉強したことを生かせるような仕事。それは多分子会社の管
理とかそういうことかな」（ZL 氏：男性、40 代後半）、「今はこういう組織のリーダーとし
て、やっぱり人をまとめるっていうのが重要だしね。そういう立場でやっていくキャリア

をもっと積んでいきたいですよね」（LN氏：男性、40代）と述べており、管理職であるた
め他の労働者をまとめていくことを意識した縦のキャリアを考える回答だった。 
また、「やっぱり 1人でやるには限界があるので、いかに人間を使っていくかっていう部

分かなと」（UB氏：男性、30代前半）というように UB氏は責任のある立場になったこと
をきっかけに、人をマネジメントすることを意識するようになったそうだ。 
横のキャリアを意識した回答として、「そんなにいろんな種類の仕事をしたわけではない

ので、いろんな仕事をしてみたいとは思う」（LL氏：女性、30代後半）、「上司とかいう役
職で上がっていきたいとかいうのではなく、ちょっと幅を広げる …中略… いろんな仕事
をしてみたいなとは思います」（SO氏：女性、30代後半）といったように昇進していくよ
りも複数の職務を経験したいと考える回答があった。 
複数の職務経験を望む横のキャリアを意識した人とは反対に、複数の職務を経験するよ

りも現在の仕事の経験を積み重ねて専門性を伸ばしたいという回答もあった。具体的には
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「例えば営業の仕事をしていて、経理などのゼロからのスタートになる仕事は大変だから

今の仕事でスキルを伸ばしたい」（BO氏：男性、30代後半）というものである。 
また、転職経験のある NP 氏は転職の際に「わりと専門的なことを身につけたい」（NP

氏：女性、20 代後半）と考えたそうだ。NP 氏は転職前の勤め先で所属している部署の統
廃合があったことで短期間で多くの職務を経験したが、「同期が違う部署で知識とかを蓄え

ていて、話とかをしてみると自分はいろんなことはできるようになったけど、案外一つの

ことでできるようになったと感じられることがない」と同期と比べて専門的な知識が身に

ついたと感じられなかったことから転職をしたそうだ。 
縦と横のキャリア、専門性の向上について見てきたが、最後に今後のキャリアについて

は分からないという人々の考えをみていきたい。この考えには 2 種類の理由があると考え
られる。一つは現在の仕事が持つ性質や勤め先での制約というものだ。「この業界ってやっ

ぱり男性がメインのところがあって、体力勝負のところがあるので …中略… 今と同じ仕
事の内容でこのままの状態でキャリアアップができるかどうかと言われるとちょっと疑問

かな」、「今までやってきた仕事も本当に色々な事をやってきてその中で興味のあることを

キャリアアップでやっていけたらなって思うけど、そんな余裕は今の会社にいる限りない

のでなかなか難しいかなとは思ってます」（FL氏：女性、30代前半）というように、年齢
を重ねても現在と同じように仕事を続けることができるのかということや現在の勤め先で

は自分の望むキャリアを築くことは難しいということがあるようだ。 
また、2つ目の理由として、勤めてからの年数が短いために自分の目の前の仕事に取り組

むことが中心になっているということだ。勤続 2年の LP氏は「2年目ってそんなに考える
暇がないと思うんだよね。どんなことが起きているか見ないといけないし、全体が見えて

からどうしようだから。 …中略… キャリアアップっていうのは 5 年目くらいから。実際
そういう気持ちを持つのは大事だと思うけどね」（LP氏：男性、20代後半）と述べている。 
キャリアというと昇進といった縦方向のキャリアを想像することが多い。しかしそれだ

けに限らず、今後のキャリアについてインフォーマントがそれぞれに違った考えを持って

いることが分かった。仕事を行う上で専門的なスキルを持つということは大切なことだと

思う。専門性が身につくことは成長感や達成感に繋がると考えられるからだ。 
また、複数の職務を経験するということはその度に必要な知識や技術を身につけなおす

というでもある。BO氏が「今の仕事でスキルを伸ばしていきたい」と述べていたことから
考えると、そのために自己啓発を行っていくことは難しいことなのかもしれない。 
次に自己啓発の現状をみていきたい。12 名のインフォーマントのうち自己啓発を行って

いると答えたのは 5名だった。 
「改善するためにしてもたまに（営業などの）本を読むとかしかできていない」（BO氏：

男性、30代後半）、「最低限、法律とかは知っていないといけないのでやりますね」（NP氏：
女性、20 代後半）、「簿記の勉強をしてみたり。つながりがあるので知らないよりはマシっ
て言ったほうがいいかな」（SO 氏：女性、30 代後半）、「ネット見たりとかもそうですし、
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いろいろアンテナを張ってないと本当にいろんな人がお客さんになるんで。情報っていう

のが一番大事な部分ではありますので」（UB氏：男性、30代前半）というような回答をす
る方々がいた。図表 5 でみたように自己啓発を行う理由のうち最も多い理由である「現在
の仕事に必要な知識・能力を身につけるため」と一致していることが分かった。 
インフォーマントの中に、インターネットを利用してMBAの取得を目指している方がい

た。ZL氏はアメリカで行われた研修に参加したことをきっかけに、それまではあまり必要
性を感じていなかったMBAを「勉強しないと喰われると思った。海外の人たちにやられて
しまう」世界の企業と「同レベルの実力を持ってないと協力も戦うこともできない」と危

機感を持ったそうだ。 
自己啓発を行っていると回答した方々がいる一方で、現在は行っていないという方々も

いた。自己啓発を行う上でどういったことが問題になっているかを見ていきたい。 
自己啓発を行う上での問題は特に時間の制約にあるようだ。「自己啓発を行う上では常に

問題があるよね。やっぱり時間が取れない」（LN氏：男性、40代）、「やればいいですけど、
なんせ時間がないものでね」（ZU氏：女性、30代後半）、「資格をとるにしても、時間や金
銭的にも難しいしね」（BO氏：男性、30代後半）といったように自己啓発を行うための時
間の余裕がないと回答するインフォーマントが多かった。 
また、「（子どもが）3 人もいればちょっと難しい。もう帰ってずっとね、座る間もなく。

だから新聞読む間もなくずっと動いているので家でも」、「やっぱり時間がないっていうの

が私の中で一番大きいですかね」（SO氏：30代後半、女性）、「時間が無いのと完全に子育
てと。そっちの方がメインになっちゃってるんで」（XP氏：30代後半、男性）と自己啓発
を行う余裕が無い理由のなかでも育児に忙しいためという回答もあった。 

BO 氏は、「家庭を持つと時間制限があるから自己啓発は難しくなってくる」と述べてい
る。「9時から仕事であれば 8時には会社には行きたい。通勤のために 7時には起きる。会
社から 10時くらいに帰って、12時くらいに寝るとなったら自分の時間は見つけにくいしね」
と詳しく生活サイクルを語ってくれた。他のインフォーマントが回答していたように、日々

の業務が忙しいために自己啓発を行う余裕がないということが分かる。 
こういった意見が多い一方で、違う見方をする方もいた。「余裕は作るもんだと思うんだ

けど、本当にもうこれがやりたいと思うんだったらすぱっと会社を辞めてそっちに行くぐ

らいの気持ちがないとなとは思ってます」（FL氏：女性、30代前半）と自己啓発を行う余
裕は自分が作るものだという考えだ。 
また、「仕事の中でどうしても必要なもの …中略… 知らないとまずいなってものがあっ

たら勉強するでしょ」、「勉強するときには必ず業務と絡めてこれがなかったらだめなんだ

っていうようになるとやりますよ」（LN氏：男性、40代）といった余裕の有無に関わらず、
業務に必要な知識を身につけるためには自己啓発を行うべきだという考えである。LN氏は
続けて、「決めた時間にするっていう自己を律する心がないとできないよ」とも述べている。

自己啓発を行うにあたっては必ず行うのだという意志の強さも必要になるのだと言うこと
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を感じた。インタビュー調査から、長期的なキャリアを意識して自己啓発を行うというよ

りも日々の業務に必要となる知識や能力を身につけるために自己啓発を行っている労働者

が多いことが分かった。 
能力開発とキャリアの関係性について、ZL氏は「自分のキャリアも能力開発に影響して

る。英語とかも本当に必要に迫られて」と述べている。最初から長期的なキャリアを考え

て自己啓発を行うのではなく、目の前の仕事で必要になる知識・能力を身につけるために

自己啓発を行うということだが、ZL氏が言うようにキャリアと能力開発の間には相互作用
があると言えるのではないだろうか。また、LN氏は「色々下積みとか研修とか、そういう
一つ一つの積み重ねが今に繋がっていると思います」と述べている。将来のキャリアを意

識していなくても、日々の仕事に必要な知識や能力を身につけていくうちに結果的にそれ

が長期的なキャリアに影響を及ぼすということはあり得ることだと考えられる。 
第 1 節で仕事選択や職務能力の形成に関して、自己選択や自助努力を強調する傾向が高

まっていると述べたが、「今は自己啓発をベースにしたものが多いですね。やるかどうかは

自分次第みたいな」（LN氏：男性、40代）、「自分で考えて利用するかしないか、自分の問
題みたいなそんな感じです」（ZH氏：女性、20代後半）とインフォーマントの中に、まさ
に自己選択を迫られている方々がいることがわかった。 
しかし実際には自己啓発を行う上では時間の制約が大きいこともあり、インフォーマン

トの中では行っていない方が多くまだまだ自律的なキャリア形成や能力開発に対しての意

識は低いということを感じた。自律的なキャリア形成を意識して自己啓発を行うというよ

り、どちらかといえば目の前の仕事に必要な知識・技能を身につけるために自己啓発を行

う人が多い。図表 6 やインタビュー調査から分かるように自己啓発を行うにも、時間的に
も金銭的に難しいということがあげられる。 

 
おわりに 
今回、インタビュー調査と政府統計などをもとに労働者のキャリア観や能力開発の現状

をみてきた。これまで述べたように労働者は自分自身の能力開発に対して自己選択や自助

努力が必要とされ、自律的なキャリア形成を求められてる。 
インタビュー調査で欲しい能力開発制度についてを尋ねたところ、「制度があると強制的

になりそうで嫌ですからね」（BO氏：男性、30代後半）、「やりたいなって思ったときに“や
りたい”って言ったら『おお、やれ』って言ってくれる会社のなので …中略… この姿勢
を崩さないで頂けたらと思います」（FL氏：女性、30代前半）と回答するインフォーマン
トがいた。このことから、企業から自己選択を求められているだけでなく労働者の中に自

分で選択して能力を開発していきたいという意識があると言えるのではないだろうか。 
しかし、実際に自己啓発を行う上での問題点も明らかとなった。今回インタビュー調査

をしたインフォーマントの多くが忙しく働いているため自己啓発を行う余裕がなく、その

ため消極的にならざるをえないのだと感じた。 
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問題点を解決するために企業による支援が必要となる。しかし、自己啓発はあくまで労

働者本人が行うもので、企業としてできることには限りがあるだろう。そのため労働者自

身の努力に加えて、企業としては自己啓発支援と共に、労働者自身の目標やあるべき姿と

今現在とのギャップを明らかにするなど、労働者が自己啓発に取り組む意識を強く持たせ

るような取り組みが必要となるのではないだろうか。 
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第 3章 エンプロイアビリティを高める重要性 
森澤和輝 

 
はじめに 

1990年代、バブル崩壊により大幅な人員削減、人材育成費の削減が行われた。その中で、
1人当たりの仕事量が増加したり、人材育成の少数精鋭化を重視するようになり、「ITによ
るプロセス改革や、非正規社員大量雇用などで、10日かけていた仕事を 1日でやり遂げる
責任が増大し目の前の業務に追われ、育成どころではない」（守島, 2009）といった状況に
なった。育成が全員に行われない中、企業は即戦力の人材を必要とした。不安定雇用になる

中で「個人が」キャリア形成を重視するべきであった。しかし、1990年代は、「個人が」キ
ャリア形成を重視するといった考えはまだ浸透していなかった。 
そして、2008年のリーマン・ショックにより再び企業の大幅な人員削減や倒産といった

ことが起きた。また、倒産に至らなくとも人材育成費の減少が行われた。不安定雇用などに

よる労働市場の変化に対応するために、働く人一人ひとり＝「個人が」自らの能力を高める

（キャリア形成）を重視していく現代になりつつある。個人の能力を高める方法として、自

己啓発がある。自己啓発とは本人の意思で、自分自身の能力向上や精神的な成長を目指すこ

と、そのための訓練である。 
会社経営も不安定となり倒産数が年々増え続ける今（図表 1）、企業に安心感は持てない。

そんな中、会社任せの能力開発（OJT、Off-JT）だけリスクが高いと考える。このように
考えるからこそ、自己啓発を重視し、自らのキャリアを形成していくことが必要となってく

るのではないか。 

 
出所：帝国バンク「倒産集計」（各年版） 

 
キャリア形成をしていく中で注目されているのが、エンプロイアビリティ（employability）

という概念である。employ（雇用する）と ability（能力）を組み合わせた言葉で「個人の
雇用されうる能力」を意味している。 
エンプロイアビリティの考え方の原点は米国である。1980年代米国は、市場競争の激化
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図表1　倒産件数（件）
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により、多くの企業が競争に勝ち残るために、長期雇用という「社会的契約」を破棄せざる

を得なくなり、従業員の生産性の低下などマイナスの効果も見られた。 
その後、1990年代に入り、多くの経営者は、従業員と良好な労使関係の構築を模索した。

その過程でエンプロイアビリティが注目された。企業は「変化に適応し､労働市場において

価値のある能力を保持し、転職ができる能力」という概念を提示し、従業員のエンプロイア

ビリティ形成への支援をするようになりエンプロイアビリティは広まった。 
日本でも、1990年代後半にリストラが進むなど、終身雇用制度の崩壊による雇用環境の

変化を背景にエンプロイアビリティの概念は脚光を浴びるようになり、広まっていった。 
しかし、労働市場や人事管理のあり方が米国と異なることなどから米国の概念をそのまま利

用するのではなく、1999年に日経連（当時、現日本経団連）が『エンプロイアビリティの
確立をめざして～従業員自律・企業支援型の人材育成を～』の中でエンプロイアビリティを

「転職しうる能力」とする米国型の概念に「現在勤務している企業内において継続的に雇用

されうる能力」を加えた広い概念でとらえている。 
つまり、日本の労働者にとってみると今まで通り企業に継続的に働き続けるためにキャ

リア形成を行うといった考えだけでなく転職のためにキャリアを形成といったようなエン

プロイアビリティの考えも必要となり、個人のキャリア展開をどうしていくか考えながら

能力を高めることが必要である。 
日本では、あまり考えられていなかった「転職しうる能力」に対する能力開発を労働者

はどう考えているのだろか。転職希望者数を見る限り、転職を希望する人は 10年間で大き
くは増えてはいない（図表 2）。しかし、2009年 3月 24日の日本経済新聞の記事の中では
「2008年のリーマン・ショック以降、勤め先の企業を辞め、安定した公務員への転職を考
えて自己啓発に励む人が多くいる」と述べられていることからエンプロイアビリティを考

える人は増加している。しかし、「簡単に自己啓発へは踏み切れるわけでなく、費用面など

で次の自分への投資は限られているため慎重になっている」といったように自己啓発を行

いたくても資金面などの問題があり行えていない人が多いと考えられる。 

 
出所：総務省 労働力調査（基本集計） 
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図表2　転職希望者総数（万人）
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本稿では前記のことを踏まえて、第 1 節で個人の能力を高める方法を自己啓発の観点を
主として考え、自己啓発の意識や行う理由をみていく。第 2 節では、キャリアを築いてい
く方法をエンプロイアビリティの観点を主として考え、転職意識やエンプロイアビリティ 
の重要性を見ていく。また、第 3 節で自己啓発・今後のキャリア・転職への捉え方につい
てインタビュー調査を踏まえ考察し自己啓発の課題や重要性、エンプロイアビリティを高

める重要性を考えていきたい。 
 
第 1節 自己啓発の現状 
まず、自己啓発の実施率から見ていく。厚生労働省の調査を見ると（図表 3）、自己啓発

の実施率は 2002年から 2008年まで徐々に高まり 6年間で約 2倍にまで高まっていた。し
かし、2009年には 40％台へと 16ポイント減少している。これは、自己啓発に対する意識
が薄れてきていると考えた。では、本当に自己啓発に対する意識が薄れてきているのかを

見ていこう。 
まず下がった原因として考えられるのは、2008年秋のリーマン・ショックである。前述

したように、この影響で企業側からの個人への支援が減少したため、労働者側が自己啓発

に慎重になり、実施率が下がってきていると考えられる。次に企業からの支援を見ていく。 

 
出所：厚生労働省（各年版・個人調査） 

 
出所：厚生労働省（各年版・企業調査） 

 
自己啓発に対して支援を行っている事業所は 2009 年 66.5%であり、2008 年 79.6%から

13.1 ポイントの減少がみられる。支援内容は、複数回答であるが「受講料などの金銭的援
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図表3　自己啓発実施率（％）
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助」が 80％を超えている。しかし、企業が自己啓発支援に支出した費用は、2008 年から
2009年にかけて半額になっていることがわかる（図表 4）。これらから、支援を行う企業は
減り、金銭的援助が支援内容として多いが、金額は半減していることが分かる。 
次に、労働者の自己啓発に対する問題点を見ていく。問題点して近年高い割合を占めて

いるのが「仕事が忙しくて自己啓発に余裕がない」であった。次に、「費用がかかりすぎる」

という理由が多く、年々増加傾向にある。図表 5）。また、「自己啓発の結果が社内で評価さ
れない」や「コース受講や資格取得の効果が定かでない」といった理由も 2009年に増加し
ている。企業の支援と労働者の考える問題点からわかるように、自己啓発を行いたくても

余裕がなく、支援が少ない。また、仕事が忙しい中、資格を取ったがそれが正しく評価さ

れ自分に影響するのかわからない状況になってきているため慎重になり、実施率低下に影

響していると考えられた。 

 
出所：厚生労働省（各年版・個人調査） 

 
ここまでは、労働者は「余裕がない」や「企業からの支援内容が少ない」、「評価が定か

でない」といった理由で自己啓発を行うことに慎重になっているだけであり自己啓発への

意識は薄れてはいないと考えられた。 
次に労働者の自己啓発に対する意識を見ていく。図表 6 では、労働者が月にどの程度の

自己啓発を行っているのかを表している。2009年は 2008年と比べて、「5時間未満」、「30
～50時間未満」、「100～150時間未満」を除いては、少しずつであるが伸びている。自己啓
発の平均受講時間は、2007年度 55.4時間、2008年度 70.3時間と大幅に伸びている。また、
実施率が下がった 2009年度も 74.3時間と少しながらに増加している。 
よって、労働者は、自己啓発に対する意識が薄れてきているわけではないと考えた。実

施率は下がっているが、自己啓発に対して真剣に取り組む意識が年々高まってきている。

よって実施率の低下は、自己啓発を行うにあたっての時間や費用、評価などの問題により、
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労働者が自己啓発を行うことを慎重になっている人が増加していると考えた。 

 
出所：厚生労働省（2009・個人調査） 

 
次に、労働がなぜ自己啓発を行うのかという理由を見ていく。2007 から 2009 年の 3 年

間のデータを見ると（図表 7）「現在の仕事に必要な知識・能力を高めるため」といった理
由が高い割合である。また、2009年になり、「将来の仕事やキャリアアップにため」、「資格
取得のため」といった回答の割合も高くなってきている。しかし、これらの回答は、「転職

や独立のため」といったような回答につながっているわけでなく、あくまでも長期勤続を

考えた上でのものであると読み取れる。 
企業に安心感を持っていくことが難しい現代で、費用や時間といった問題も多くあるが、

自己啓発により、自分の能力を高めて身を守ることも考えなければならない。そのために、

現在自己啓発を行っている人もただ単に今の仕事のためといった考えだけでなく、「転職や

独立のため」といったことも考えながら、自己啓発に励むべきではないかと考える。この

ような転職意識やエンプロイアビリティの重要性については第 2節でみていく。 

 
出所：厚生労働省（各年版・個人調査） 
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第 2節 エンプロイアビリティについて 
次に、転職意識とエンプロイアビリティについて見ていく。倒産数は年々増加傾向にあ

り、2005 年からの 4 年間で、5000 件近く増加している（図表 1）。これに伴う倒産企業の
従業員数を見ると、2005 年の約 6 万 5000 人から年々増え続け、2008 年には 4 年ぶりに
10万人を超え、2009年も 2年連続で 10万人を超えている。2008年のリーマン・ショック
の影響で、2009年は 2007年の 2倍の人数になっている。 
このように近年の経済状態の中で、会社はいつ倒産するかはわからない。実際近年は、

10 万人が倒産による影響を受けている。自分の企業は大丈夫といったような安心感は持た
ずに、自分は今後どうしていきたいのかといったような人生・職業設計を考える必要があ

る。そこで重要なのがエンプロイアビリティであり、転職を考えたキャリア形成である。 
転職者の転職理由は近年の経済状態で変化してきている。転職サイト DODAの約 2万件

の調査より、2010年の転職理由の 1位は 2年連続で「会社の将来に不安」であった。また、
前年 5位であった「倒産・リストラ」が 3位に上がった。また、「給与に不満がある」とい
う順位は下がっている。ここから、不況や雇用情勢の悪化といった一連の動きにより、「待

遇が気に食わないから」といった不満的な考えから「今勤めている会社は本当に大丈夫か？」 
といったような不安的考えへと変化してきている。 
会社への不安に伴い「専門知識・技術力を習得したい」、「幅広い経験・知識を得たい」

といった理由も常に上位に位置し、苦しい現状の中でもキャリアアップを望み転職する人

が毎年多くいると考える。転職への考えを見直し、転職によるキャリアを考えていくのも

現代の特徴であることを理解すべきではないだろうか。 
景気回復＝雇用回復とはならず、まだ不安定雇用が続いている。だからこそ、社会の変

化に対応するためエンプロイアビリティを高めるべきである。エンプロイアビリティの意

味合いである「継続雇用可能性」や「転職可能力」を高めることは自分の身を守ること、

キャリアアップ両面に繋がる。しかし、エンプロイアビリティを高めようとすることは、

労働者と企業間の中で考えの違いがあり労働者は行いたいが、企業側は支援しにくいとい

った問題もある。 
労働者側は、「不安定な現代であり、終身雇用が保障されていないから、エンプロイアビ

リティを高められる仕事に就きたい」、「エンプロイアビリティを高められる支援のある企

業で働きたい」といったプラス面での考えがあるはずだ。しかし、企業側の考えは、「働く

ならば、長期勤続を考え、会社の利益を一番に考えてくれる人を育てたい」、「エンプロイ

アビリティを意識する人がいる時代であるから、エンプロイアビリティを高める教育を考

えるが、転職意識が高ま時代でもあり、優秀な人材が、自ら能力を高めて、転職してしま

うのではないか」といった支援の制限を考えるといったものやマイナス面の考えが大きい

であろう。 
企業側からすればエンプロイアビリティを高めることは、費用や人材流出などマイナス

面が大きく考えられ、リスクがあるため支援する人を制限してしまう可能性がある。しか



28 
 

し、企業はすべての労働者に対して、能力を高めるために支援を行うべきである。支援対

象の幅を制限してしまうと、労働者の意識低下など、生産性低下や企業の成長力の伸び悩

みなど、マイナスな効果が出る可能性もあると考える。すべての人に支援することはリス

クを伴うが、能力開発を支援することで労働者の意識も高まり、仕事の幅が大きくなり、

企業自体が成長できる可能性も秘めていると考えられる。また、不安を持つ労働者も、企

業内で能力を高めることができるなら、企業に対しての安心感にもつながる可能性もある

はずだ。 
経済状況が安定せず、雇用などの環境面が目まぐるしく変化する時代であるからこそ、

労働者だけがエンプロイアビリティを考え実行しようとする現代ではない。企業側もエン

プロイアビリティの意味合いを把握し育てていくことが個人・企業の成長につながりその

ような考えがとても必要である。 
第 1節、第 2節は、様々なデータから、考えられる点や読み取れることを見てきた。第 3

節では、実際に働く人の、自己啓発や今後のキャリア形成、転職意識をインタビュー調査

から見ていきたい。 
 
第 3節 実際に働く人たちの意識～インタビュー調査から～ 
第 3節では、実際に働く人たち 12名の自己啓発や今後のキャリア、転職意識についてど

のような考えを持っているのか見ていきたい。 
まず初めに、自己啓発についてである“現在、自己啓発を行っていますか”という質問

に行っていると答えたのは 5名であった。「たまに本（営業などの）を読むしかできていな
い」（BO氏：男性、30代）、「世間の話にもついていかないといけないから、僕はまだ本と
かはあんまり読んでいないけど、ネットを見たり」（UB氏：男性、30代）、「最低限、法律
とかは知っていないといけないのでやりますね」（NP氏：女性、20代）、「簿記の勉強をし
てみたり。つながりがあるので。知らないよりマシっていったほうがいいかな」（SO 氏：
女性、30 代）と言った回答を得た。このことから、現在自己啓発を行う人は、他の仕事へ
の能力を高めるためにというより、現在の自分の仕事に最低限必要であるから、仕事に関

係あるからといった理由で自己啓発を行うという傾向にある。 
自分の仕事を中心として自己啓発を行う人が多い中で、通信教育でMBAの取得を目指す

ZL氏は、2008年に海外に行った経験から国際競争が激化する今、「それ（MBA）を勉強し
ないと喰われると思った」、「グローバリゼーションの真っただ中にいて、そういう中で、

世界のいろんな企業と協調し戦っていく。 …中略… 同じレベルを持っていないと協力も
戦うこともできない」といったようなきっかけによって自己啓発を始め、サラリーマンの

生活に安住せず、世界と同じレベルの実力を持ち、自分と会社の成長を考え、両者の未来

も見据えて自己啓発を行っているという意見もあった。 
次に、自己啓発を行えない問題点や、行うにあたっての問題点を見ていきたい。1番多い

問題点としては、仕事や子育てなどの家庭があるから時間に制限があるといったものであ
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った。「自己啓発を行う上では常に問題があるよね。やっぱり時間が取れない」（LN氏：男
性、40代）、「子供が 3人もいればちょっと難しい」（SO氏：女性、30代）、「時間がないの
と、完全に子育て。そっちがメインになっている」(XP氏：男性、30代) 。 
実際にインタビューの中から 1日のスケジュールを見てみる。BO氏のインタビューより

「家庭を持つと時間制限があるから自己啓発は難しくなってくる。9時から仕事であれば 8
時には会社に行きたい。通勤のために 7 時に起きる。会社から 10 時くらいに帰って、12
時くらいに寝るとなったら時間は見つけにくい。」このように自己啓発をやるにも次の日の

仕事に影響するため自己啓発に余裕がなくなる。こういったように、多くの人が何らかの

問題で時間に制限があり自己啓発をする余裕がないといったことがわかる。 
また、BO氏の意見の中には、資格を取るにしても「金銭的に難しい」といったように金

銭面的な問題点も含まれていた。これらの問題点、は今回のインタビュー調査を行った狭

い範囲の人だけの理由ではなく、企業側からの支援も大幅に減少していること（図表 4）や
厚生労働省の行った自己啓発への問題（図表 5）を見てもわかるように広い範囲の問題であ
る。 
今回の調査では、現在の自己啓発を行う理由が“今後の雇用不安を考えて会社がいつど

うなるかわからないから自己啓発を行う”、“転職のために行う”といったはっきりとエン

プロイアビリティを意識したものがなかった。仕事や家庭が忙しく、最低限今の仕事に差

し支えないように自己啓発を行う人が目立った。また、上記の理由により自己啓発をして

いない人が半数以上いた。自己啓発を行い能力向上し、自分の身を守ることは今後、さら

に必要なことになってくる。自己啓発をするにあたって LN氏は「勉強するときには必ず業
務に絡めて、これがなかったら駄目だというようにやるとやりますよ」といった意見があ

った。また、FL氏は「余裕は作るもんだ」といった意見もあるように、自らが何らかの工
夫をしていく必要もある。 
インフォーマントの中の転職経験のある NP氏は、自分の部署の再編に巻き込まれ、組織

変更が激しい中、自分の職務がはっきりしないため、「自分の中で達成感とか成長感みたい

なものがなかった」、同期が違う部署で知識を蓄えていくが、「自分は色んなことはできる

ようになったけど、案外一つの事でできるようになったと感じられることがない」といっ

たことで転職を考えた。その時に、「資格がなくて、中途はどういった仕事ができるかが重

視されるので、自分がしてきた仕事との関わりを考えて …中略… 簿記の検定を取りまし
たね」といったように自分の今いる環境に不安を持ち、はっきりと転職を考え自己啓発を

行った人もいる。また、NP氏は転職を考える前、部署再編の忙しい中でも、衛生管理者の
資格を取っていたことが転職につながった成功例もある。それらも経験から、「学んだのは、

自分の力で生きていく。どこに行ってもやれる能力」と言っていた。仕事、家庭が忙しい

のは仕方がない。業務をする中、できることは最大限にし、多少の空き時間でもうまく時

間を使っていくことも重要であり、実践していくべきである。現在の仕事で、何かを得る

ことが、自分の身を守ることになるかもしれない。何らかのきっかけがあって初めて、自
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己啓発が必要に感じる。それでは遅いかもしれない、だからこそ常に自分の方向性をはっ

きりと考えていく必要がある。 
次に、今後のキャリアについて、長期勤続志向なのか、転職志向なのかをみていく。「営

業の仕事をしていて、経理などの 0 からのスタートになる仕事は大変だから、今の仕事で
スキルを伸ばしていきたい。まあ…きちんとしたことは考えていませんね」（BO氏：男性、
30 代）、「今は組織のリーダーとして、人をまとめるっていうのが重要。そういう立場でや
っていくキャリアをもっと積んでいきたい。責任あるポジションでやっていきたい」（LN
氏：男性、40 代）といったように長期勤続志向である人が大半を占めた。そういった中に
は、今の仕事を続けていく考えであるが「何処かを突き詰めていくっていう意味でのキャ

リアアップはできるかもしれないけど、今とおんなじ仕事の内容でこのままの状態でキャ

リアアップができるかどうかといわれるとちょっと疑問かな」（FL氏：女性、30代）とい
ったような今のまま続けていってよいのかという不安を抱える人もいた。また、「ずっとこ

こにいるとは限らないと思う。だからといって今辞めようとかそういう気もない。例えば、

今私は独身で子供もいないので、こういう考えなのかもしれないし、また状況によって変

わると思います」（NP氏：女性、20代）といったような今後の家庭の状況で変わるという
意見などもあった。 
多くの人が長期勤続志向であったが、第 2 節でも述べたように現代の不安定雇用の中で

は、エンプロイアビリティを意識した今後のキャリア形成も考えていかなくてはならない。 
では、次に実際に働く人の転職意識を見ていく。「あまり良いイメージはないですね。簡

単ではないですし」（BO氏：男性、30代）、「あまりコロコロ変えているのはいいとは思わ
ない。今あることをいかに変えていくかってっていうほうが大事かなって気がする」（SB
氏：男性、30代）「自分に合っていないことをやることほど苦痛なことはない。転職するに
あたって、合っているかどうかの判断を簡単にしては駄目。仕事もだけどなんでも壁はあ

る」（LN氏：男性、40代）といったように“転職＝自己防衛”というイメージを持ち、あ
まり良いイメージをもっていなく、簡単ではないというイメージを持つ人が多かった。 
また、「キャリアアップでしょ」（ZL氏：男性、40代）のようにキャリアアップとしてと

らえる人もいた。しかし一方では、「そうですね…やっている方もいますが（キャリアアッ

プとしての転職）、そうであれば今の仕事で出来ることを吸収するほうが自分の能力アップ

につながると思う。安易なキャリアアップの転職はすべきでないししたくないな。そのよ

うなのは好きではない」（BO氏：男性、30代）、「いい機会にはなると思いますが、絶対キ
ャリアアップにつながるともいえないと思いますね」（NP氏：女性、20代）といったよう
な反対意見や否定的な意見もあった。転職し自らの可能性を切り開く考えも必要であるが、

UB氏や BO氏の意見のように転職による新しい経験よりも、今の仕事で色々経験し能力ア
ップしていき、現状を変えていくという考えも必要であると考える。 
転職にも問題が多く、インタビューの中からもうかがえるように、ZL氏の「スイッチン

グコストが高い」といったように、家族に迷惑がかかるといったものや「やろうと思って
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いても年齢的にも無理」（LL氏：女性、30代）のように家庭の事や年齢的にも難しいとい
った壁があるようだ。 
転職意識は、人によって異なってくる。しかし、雇用の不安定化、個人の能力が重視さ

れる現代、まだエンプロイアビリティへの意識は低いと感じられる。それは“第 1 節”で
ふれたように自己啓発の理由として「転職や独立のために」は年々増え続けているわけで

なく低い所に位置していることが表している。 
今回インタビューの中で、雇用不安に直面し困惑した人がいるわけではないため、転職

に対する意識も薄く、それに対する取り組みもあまりなかった。また、長期勤続志向の人

が多い中、そのために自己啓発をしている人は少なかった。NP氏のように組織に飲まれず
自分の意思を持ちたいために転職を考え動きだし転職しキャリアを築いている人がいるよ

うに、自分の人生・職業設計を考え、転職・長期勤続の両面からエンプロイアビリティを

高めていくことをもっと意識し、危機感を感じることが必要であると感じた。 
 
おわりに 
今日は社会全体が不安定であり、自分の能力を高めようにも企業任せではリスクも大き

い。企業側も人材育成にすべての力を注ぐことも難しく、2009年の能力開発基本調査では
約 50％以上の企業が「選抜した労働者の能力を高める」といったような教育訓練を考えて
いる。また、外部からの即戦力の採用も活発になっている中、各個人が能力を高める自己

啓発が必要となってくる。しかし、能力を高めるにもインタビュー調査から実際働く人か

らの意見も多いように「時間に制限がある」、「金銭的に難しい」といったような問題が明

らかである。このような問題を改善していくことが課題として挙げられる。 
近年では会社の昇進のための資格に対しては受かれば全額支援するといったような支援

もある。しかし、狭い範囲の資格しかなく、エンプロイアビリティといった幅広い雇用に

対しての支援に関してはまだ少ない。時間に制限があるということに関しては、長時間労

働の理由として挙げられる仕事量の多さがあげられ、それに対する制度はまだないともい

えるであろう。企業によっては、「短時間勤務」の制度によって自己啓発の支援を行ってい

るところもある。こういったように会社側の支援が増えればよいがこのような中で、企業

任せのままでは、制度ができるにも時間がかかる。 
このような現代であるからこそ、インタビュー調査でも述べられていたように、ただ単

に仕事をこなすだけでなく、業務の中に勉強を絡めていくことから始めればよいと考える。

また、FL氏の「本当にもうこれがやりたいと思うんだったらすぱっと会社を辞めてそっち
にいくぐらいの気持ちがないと」といったように自分のやりたいことをはっきりさせ、そ

れに向かって自己啓発をしていくべきである。企業側も個人が将来を考える場をもっと提

供していかなければならない。転職を視野に入れるにしろ「雇用情勢が回復すると転職者

の動きが活発化し、競争が激しくなる。そのために早くから自身を高めようとする前向き

な動きに出始めている」（転職サイト DODA）といったような人が増えてきているからこそ



32 
 

早くから真剣に考えるべきだ。 
今後のキャリアを考えるにあたっても、長期勤続志向の方が多く、転職志向の方が少な

かった。長期勤続志向であるから自己啓発はしなくてもよいわけではない。今回のインタ

ビューからは、まだまだ労働者のエンプロイアビリティへの意識は薄いと感じた。ZL氏の
ように、企業の相手は国内のみでならず海外にも多くいて激しい環境である日本であるこ

とを意識するべきである。自分の企業に安心感を持たず、常に上を目指す向上心を持ち、

厳しい環境の変化に対応する能力を備えておかなくてはならない。企業側も成長を考え自

己啓発に励む人をもっと支援する必要がある。そのためにも企業側は、エンプロイアビリ

ティを意識し理解していくことが重要である。しかし、雇用が不安定な今、まずは、労働

者自身がエンプロイアビリティをもっと意識すべきである。今回の調査は、香川県という

狭い範囲ではあったが、地域の中から意識していくことは、今後の広い労働市場の変化に

も対応していくことが可能であり、自分の人生・職業設計もしっかり考えられるであろう。 
 
参考文献 
インテリジェンス「転職サイト DODA 2009年版! 転職理由ランキング」 

http://doda.jp/guide/reason/2009/（2010年 12月 24日閲覧） 
インテリジェンス「転職サイト DODA 2010年版! 転職理由ランキング」 

http://doda.jp/guide/reason/2010/（2010年 12月 24日閲覧） 
キャリア辞典 http://www.roumuya.net/cd/employability2.html（2010年 11月 23日閲覧） 
厚生労働省「能力開発基本調査」http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/104-1.html（2010年 

12月 24日閲覧） 
総務省「労働力調査（基本集計）」  

http://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/index.htm（2010年 11月 19日  
閲覧） 

帝国データバンク「倒産集計」http://www.tdb.co.jp/report/tosan/（2010年 11月 15日閲 
覧） 

帝国データバンク「倒産企業の従業員数調査」 
http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p100103.html（2010 年 12 月 26 日閲

覧） 
ナビゲート「ビジネス基本用語集｜エンプロイアビリティ」 

http://www.navigate-inc.co.jp/term/term_employ.html（2010年 11月 23日閲覧） 
日本経済新聞（2009）「猛勉強で生活守る」3月 24日 
守島基博（2009）「人材育成の未来」所収 橘木俊詔・佐藤博樹 編『人事マネジメント』 

ミネルヴァ書房 
 
  



33 
 

第 4章 労働時間短縮の動きとその実情 
 

西田育恵 
 
はじめに 

2008年 9月のリーマン・ショック以降、長時間労働が話題に上がることはひところに比
べて少なくなった。厚生労働省の毎月勤労統計調査によると、09年 4月の所定外労働時間
（一般労働者、事業所規模 30人以上）は 13時間と前年同月比の 22.3％減。前年同月を下
回ったのは 13カ月連続である。景気悪化の影響は、確実に私達の労働時間にも影響を及ぼ
しているようだ。では、実際に働く人々は労働時間についてどのように感じているのだろ

うか。 

 

出所：内閣府（2010）「仕事と生活の調和と最近の経済情勢の影響に関する意識調査」 
※「増えた」に関しては「増えた」と「やや増えた」と回答した人の合計で表している  

 
図表 1は「1年前と比べた生活時間の変化」に関して、人々の仕事時間に対する意識を調

査した結果である。この結果を見ると、2008年に比べて仕事時間が「増えた」と回答した
人々の割合は、男女共に「減った」と回答した人々よりも多いことが分かる。また仕事時

間が依然「変わらない」と回答した人々の割合も最も高い値となっている。つまり、景気

の悪化により所定外労働時間が減ったにも関わらず、人々の意識において労働時間は横ば

い、あるいは増加傾向にあると考えられる。 
ここで、日本の労働時間について過去に遡って確認してみよう。そもそも長時間労働の

国と言われる日本では、87 年の労働基準法改正により週間法定労働時間が 48 時間から 40
時間へと段階的に引き下げられた。その結果、90 年代には週休二日制の浸透によって、年
間 2000時間を超えていた実労働時間が、この 10年では 1800時間半ばで推移している（図
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表 2）。 

 
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」事業所規模 30人以上。各年版より作成 

 
この事実に基づけば、日本の長時間労働は大きく改善されたように思われる。しかし 87

年の労働基準法改正以降にも、新聞の紙面には長時間労働の話題が大きく取り上げられて

いる。2008 年 9 月 26 日の朝日新聞には、事例として大手電機メーカー子会社に勤めるシ
ステムエンジニアの 20代男性が、月 120～130時間の残業という長時間労働の末、うつ病
になり、通院生活を余儀なくされたケースが取り上げられている。また、2008 年 6 月 28
日の同新聞にも、低賃金で生活に不安を抱える非正規社員が増える一方で、より責任の重

くなった正規社員は長時間労働を強いられているということが指摘されていた。つまり、

日本の公式統計の値と世の中の現状や実感との間には大きなギャップが存在しており、統

計上の労働時間が減ったからといって、日本の長時間労働の問題は根本的には解決してい

ないのである。 
事実、日本の労働環境は改善されるどころか、むしろ深刻になっている。 
 

 
 

 
出所：厚生労働省「労働者健康状況調査」各年版より作成 

214 127 162 178 186 137 140 149 155 160 155 131 

2039 1937 1946 1932 1866 1772 1720 1680 1687 1690 1681 1637 

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 

時間

年

図表2　日本における総実労働時間の推移 
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図表 3 を見ると、92 年から 97 年の 5 年間で、仕事によって心身に疲れを感じた人々の
割合は 2.3ポイント上昇している。また、97年から 02年の間では、この割合はさらに 2.3
ポイント上昇し、92年から 02年の 10年間に 4.6ポイントも上昇していることがわかる1。

また、仕事や職業生活に関する不安や悩み、ストレスに関しても時期を追うごとにその割

合は高まっており、2000 年代では 60％前後にまで及んでいる（図表 4）。これら労働者の
健康状況調査の結果から分かることは、総実労働時間が減少している 90年代以降も、仕事
によって疲労を感じる人々の数が増加しているということ、またそれに伴って仕事や職業

生活に強い不安や悩み、ストレスを感じる人々も増加しており、近年問題となっている長

時間労働によって誘発される精神疾患（うつ病など）や過労死、過労自殺とて、私達と無

関係ではないということである。 
図表 5 男性フルタイム雇用者の平日 1 日当たり労働時間など 

 1976年 1986年 1996年 2006年 
労働時間（単位：時間） 8.02  8.70  8.80  9.12 
睡眠時間（単位：時間） 7.92 7.57 7.40  7.22 
10時間以上労働者の割合（％） 17.1 31.0  35.4 42.7 
13時間以上の労働者の割合
（％） 

2.0  4.4 5.7 8.2 

出所：総務省「社会生活基本調査」、Kuroda[2010]を基に加工 
※個票データを用いて、高齢化・高学歴化・晩婚化といった数十年間に日本で起こった労働力構成比などの変化を調整 

  した上で、70年代からの平日（月～金）一日当たりの平均労働時間と睡眠時間の推移を示している 

 
次に男性フルタイム雇用者に絞って見てみたい。図表 5 から明らかなように、男性フル

タイム雇用者の一日当たりの労働時間は、減少するどころか 70年代から一貫して増加傾向
にある。これに加えて、10 時間以上労働者や 13 時間以上労働者の割合も 76 年から 06 年
までのおよそ 30年間に著しく増加している。また、この結果において非常に興味深いこと
は、平日の労働時間の増加にほぼ対応する形で、平均睡眠時間が年々減少していることで

ある。東京大学の准教授、黒田洋子氏の分析によると、過去 30年間で男性は週当たり 4時
間、睡眠時間が短くなっている。また、黒田氏は平日の労働時間の増加と日本人の睡眠時

間の低下との間に関連性がありうるとも指摘している。 
以上のことから、日本の長時間労働の問題は今なお、非常に深刻な問題であると言える。

これらのことを踏まえ本稿では、どのような人々が長時間労働を強いられているのか、そ

の特徴や具体的な傾向を把握するとともに、長時間労働の背景の 1 つとして考えられてい
る年次有給休暇の取得状況について言及する。そして、インタビュー調査の結果から、実

                                                   
1図表 3における最新のデータが若干古いため、2005年に全国 20歳以上 65歳以下の男性正社員 1298人、女性正社員
495人を対象に行われた「第１回 日本人の働き方調査」（労働政策研究・研修機構）の結果をまとめる。すると調査対
象となった男性・女性正社員の約 8割が、普段の仕事において少なからず疲れを感じており、またその 3割強が非常に
疲れを感じている。 
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際に働いている人々が自身の労働時間（労働環境）についてどのように感じているのか、

何を問題視しているのかを把握した上で、働き過ぎの日本人像について分析していきたい。 
 
第 1節 長時間労働の特徴とその要因 
まず初めに、長時間労働に従事している人々の特徴について述べていく。ここでは長時

間労働の基準として、「過労死予備軍」と言われる週 60 時間以上労働者のデータを見てい
きたい。ちなみに週 60 時間以上労働者というのは、8 時間!5 日＝40 時間の法定労働時間
を 20 時間以上働いている人々のことを示し、単純に計算しただけでも月々平均して約 80
時間以上もの残業を行っているということになる。ここでは彼らについて「男女別」、「年

齢階級別」、「役職別」の 3つの観点から考察する。 
冒頭で男性フルタイム雇用者の資料を取り上げたように、日本における長時間労働の担

い手は主に男性である。図表 6を見ると、総実労働時間の推移（図表 2）と同様に、年々60
時間以上労働者の割合も減少傾向にある。とはいえ、現在でも約 500万人の人々が 60時間
以上の労働に従事しており、そのうち約 8割を男性が占めている。 

 

出所：総務省（2010）「労働力調査」 
 
次に「年齢階級別」に見た 60時間以上労働者の割合について見ていきたい。ここでは長

時間労働の担い手が主に男性であるという事実に基づき、考察対象を男性正社員に限定し

た。 
図表 7を見ると、週 60時間以上労働者は 30～34歳が 22.9％と最も高く、それを起点と

して山なりに分布している。とりわけ 20代後半から 40代前半の層では、60時間以上労働
者の割合が 2割を超えており、およそ 5人に 1人が週 60時間以上の労働に従事している。 
「平成 22 年版子ども・子育て白書」（2010）の中で、「日本では、子育て期にあたる 30

代男性の家事・育児にかける時間が、欧米諸国と比べて 3 分の 1 程度である」ということ
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図表6　週60時間以上働いている人々【男女別】 
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が指摘されていた。この子育て世代にあたる 30代男性とは、まさに、これまで見てきた年
齢階級別週 60時間以上労働者の中で最も高い層と重なっている。つまり、これらのことか
ら分かるように、私達は労働時間の問題を日々の生活と結びつけた「ワークライフバラン

ス」の観点からも考えていく必要がある。 

 
出所：総務省（2009）「就業構造基本調査」 

 
ではここで視点を変え、長時間労働の傾向を「役職別」に見てみよう。ここで言う役職

とは「管理職」と「非管理職」という大きな枠組みである。これら役職によって、労働時

間の分布にどのような違いがあるのだろうか。月間残業時間の分布を示した図表 8 を見る
と、管理職、非管理職共に約 8割の人々が少なからず残業を行っている。非管理職では「1
～20 時間未満」の残業が 32.2％と最も高く、「0 時間～20 時間未満」という、比較的残業
の少ない人々が過半数を占めている。これに対して、管理職では「20～40時間未満」の残
業が 29.9％と最も高く、「40 時間以上」の残業に関しても、非管理職に比べてその割合が
高い。これらのことは、長時間労働の要因に、少なからず役職などといった仕事の性質が

関連していることを示している。 
では最後に、実際に労働者自身が自分の仕事についてどのように感じているのか、残業

を行う理由について検証する。ここでも先ほどの「管理職」「非管理職」とう 2つの枠組み
から考察したい（図表 9）。所定外労働時間を超えて働く 1 番の理由としては、管理職、非
管理職共に「仕事量が多い」ということが挙げられた。次いで 2 番目に「予想外の仕事が
突発的に飛び込んでくる」、3番目に管理職では「自分の仕事をきちんと仕上げたい」、非管
理職では「人手不足だから」が挙げられた。最も回答の多かった「仕事量」に関しては、

非管理職、管理職共にその割合が 6 割と他の回答に比べてはるかに高い。非管理職に多い
人手不足の回答から、人手不足と、それに伴った個人への仕事量の負荷が残業に大きく関

係していると考えられる。また、非管理職に比べ管理職に多い回答としては「予定外の仕
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図表7　年齢階級別週間就業時間が60時間以上の 
　　　「男性正規職員・従業員」の割合（2007）
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事が入る」「性格上、所定外でないと出来ない仕事がある」「自分の仕事をきちんと仕上げ

たい」「部下・後輩などの指導をしている」などが挙げられた。これらは、管理職という立

場や仕事の性質、それに伴う責任の重さを示していると考えられる。つまり非管理職に比

べ、管理職の方が長時間労働に従事する傾向が強い（図表 8）ということに、これら 4つの
要因が深く関わっている。 

 
出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構（2010）「仕事特性・個人特性と労働時間調査」
※平成 22年 2月実施。厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 20年）から、管理職と非管理職の性別及び年齢層 
  別分布を参考に、管理職・非管理職、合計で 8,761人の回答から作成 

 

 

出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構（2010）「仕事特性・個人特性と労働時間調査」 
※図表 8と同様に平成 22年 2月実施。管理職・非管理職、合計で 8,761人の回答から作成 
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第 2節 有給休暇の取得状況 
これまで長時間労働者の特徴とその要因について考えてきたが、ここからは長時間労働

の背景の 1 つとして考えられている年次有給休暇の取得状況について言及する。年次有給
休暇とは、6 ヵ月継続勤務をし、全労働日数の 8 割以上出勤した労働者に対して、最低 10
日間付与される休暇のことである。 

  
出所：エクスペディア（2010）「有給休暇調査 2010」 

 

 
出所：エクスペディア（2010）「有給休暇調査 2010」 

 
まず初めに人々の現状に対する意識を把握する。図表 10をみると「支給日数には満足し
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図表10　有給休暇の現状に対する人々の意識
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図表11　年次有給休暇の付与日数と取得日数の国際比較
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ているが、充分に取得できてないため不満」と回答した人々の割合が最も高く 36.6％、次
いで「支給日数、取得日数共に足りないため不満」が 21.5％、「充分に取得できているが、
付与日数が足りないため不満」が 13.6％となっている。すなわち、およそ 7 割の人々が少
なからず有給休暇の支給・取得日数について不満を持っているということになる。 
では実際のところ、日本人の年次有給休暇の付与日数とその消化日数は、国際的にみて

どの程度の水準に位置しているのだろうか。図表 11 は、主要 10 カ国における年次有給休
暇の付与日数と取得日数の割合を示したグラフである。これを見ると、欧州の国々は付与

日数、取得日数共に多い。とりわけフランス、スペイン、イギリス、ドイツに関しては有

給休暇の消化率は 90％を超えている。これに対し日本では、その付与日数も 10 カ国中 9
位（アメリカと同順位であり実質最下位である）、またその消化率に関しても他国と比べ、

はるかに低い 50％台に留まっている。また付与日数が同じであるアメリカにおいて、その
消化率が 80％を超えていることからも、日本人の有給休暇の消化率の低さが伺える。 

 
出所：エクスペディア（2010）「有給休暇調査 2010」※複数回答可。回答者は 464名 

 
では、なぜ人々は有給休暇を消化しないのだろうか。有給休暇を消化できていない理由

として最も多かった回答は「仕事が忙しく、取っている暇がない」というものである。次

いで 2 番目に「病気や急病のために残しておきたい」、3 番目に「休暇を取ると上司や同僚
に迷惑がかかる」が挙げられている。1番の理由として挙げられた「仕事が忙しく、取って
いる暇がない」という回答は、1節で見た残業を行う理由の「仕事量の多さ」と深く関わっ
ている。また 2 番目の理由である「病気や急病のために残しておきたい」という回答は、
日本では病気休暇制度の法的規定がなく、特別休暇として病気休暇がある企業もわずか 2
割であることに起因する。そして 3番目の「上司や同僚に迷惑がかかる」という回答は、「周
囲の取得率が低く、取りづらい」「周囲が休暇取得を快く思っていないと感じる」といった

他の回答と同様に、職場の雰囲気や人間関係が取得促進の妨げとなっていることを示して
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図表12　有給をすべて消化できていない理由



41 
 

いる。つまり年次有給休暇を消化できない要因としては、仕事過多などの「構造的要因」

と人々の気持ちを反映する「主体的要因」の 2つが挙げられ、図表 12から明らかなように、
有給休暇を全て消化できない理由には「構造的な要因」よりも、むしろ「主体的要因」が

多く挙げられている。 
 

第 3節 労働環境の現状と人々の意識‐インタビュー調査より‐ 
ここからは、夏に実施したインタビュー調査の結果を基に考察を行う。今回ご協力頂い

たインフォーマントの方々は合計で 12 名、うち男性が 6 名、女性が 6 名、非管理職が 10
名、管理職が 2名であった。 
まず初めに労働時間について述べていく。労働時間に関しては、主に 3 つの傾向を把握

することができた。具体的には「ほとんど残業をすることなく退社する人々」「繁忙期には

残業を行う人々」「常態化した残業を行っている人々」である。本稿では、3 つ目の「常態
化した残業を行っている人々」に焦点を当て、長時間労働の傾向とそれに従事する人々の

意識を把握する。ここでは大きな枠組として「非管理職」と「管理職」を用いた。 
非管理職で「常態化した残業を行っている人々」に該当する人は男性 4 名、女性 1 名の

計 5名である。彼らに対し、労働時間の長さについて尋ねてみたところ、5名中 3名が、自
身の労働時間について「長い」と回答した。 
このうち、平均して通常時には 2 時間、繁忙期には深夜 1 時頃まで残業を行うことのあ

る UB氏（30代・男性）は、残業の理由について、「日中は外に出たりだとか、いろいろ打
ち合わせとかして、結局ゆっくり仕事ができるのは夕方くらいから。 …中略… デスクワ
ークが夕方くらいからじゃないとまともにできないことです」と回答している。また、通

常時 2 時間～2 時間半の残業を行っている BO 氏（30 代・男性）は、一番の理由を「仕事
量」と答えた上で、「帰りにくい雰囲気もありますね」と回答した。FL氏（30代・女性）
に関しても同様に、「いっぱい仕事を抱えているので今日中に 1と 2の仕事を終わらせよう
としても 4、5、6 でトラブルが起こったり…」と回答している。ちなみに BO 氏に関して
は、始業時間のおよそ 1 時間半前には出勤し、仕事にかかる準備や確認、掃除を行ってい
るため、実際の労働時間はさらに長いものと考えられる。これら残業の理由は、労働環境

（仕事の性質や職場の雰囲気など）によるものと考えられるが、人々の意識をより深く探

っていくと、一概にそれだけが残業を行う理由ではないということに気がつく。 
残業理由の一番に「仕事量」を上げた BO氏と FL氏は、それぞれ「自分が仕事できない

みたいなで嫌ですけどね。少数精鋭化みたいなもんですからね」（BO 氏）、「調整したら早
く終われる時もあるから、多分だらだらしてしまう時間があるんやろうな」（FL 氏）と回
答した。つまり残業を行っている人々の側にも“自身の能力や効率性の面で、長時間労働に
なっているのではないか”という意識が存在するのである。 
では残り 2名のインフォーマントについてはどうだろうか。通常時 2～3時間の残業を行

う XP 氏（30 代・男性）は「（長いと）思わないです」「残業する人は仕事をする能力が人
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よりちょっと遅いんじゃないかと。計画的にやれば、ちゃんと 17時半にはきっちり終るん
じゃないかなと思います」と回答した。また、平均 1～2時間の残業を行っている LP氏（20
代・男性）も、「（長いと感じる）時もある」と答えた上で、その理由については「仕事が

できないからでしょ」と述べている。彼ら 2人も、BO氏や FL氏と同様に仕事における手
際の良さ、いわゆる「職務遂行能力」を指摘しているのである。 
ここで職務遂行能力に関連し、彼らの仕事の性質についてみてみよう。すると彼らの仕

事には、共通の特徴があるということが分かる。つまり、「全く同じ仕事をいつもしている

というわけではないですね」（UB氏）、「（仕込みから提案まで）いろいろと全部自分でやり
ますね」（XP氏）といった、やり方が労働者自身の裁量に委ねられている仕事、「日中は外
に出たりだとか…」（UB氏）「夜は営業から帰っての事務処理ですね」（BO氏）といった、
所定労働時内に顧客との打ち合わせや営業に時間を割くことの多い仕事である。 
またこれら「職務遂行能力」に加え、「なんやかんや言ってもやっぱり今の仕事が好きな

んだと思います」（FL 氏）、「自分が興味のある仕事をしている時は楽しいから長くても終
わった、終わったみたいな感じ。嫌な仕事をしている時は 15 時とか 17 時とかでも長いっ
て思う」（LP 氏）といった回答から、人々の心理的状態として自分の好きな仕事であるな
らば、長時間労働であっても甘んじて受け入れてしまう、自身の興味・関心のある仕事に

対しては労働時間が長くても苦に思わない、むしろ仕事に没頭してしまう傾向を伺い知る

ことができる。 
次に管理職について考察する。今回管理職に該当したのは NL氏と ZL氏の 2名である。

管理職は、労働時間管理の適用除外であるが、ここでは分かりやすいようにあえて「残業」

という言葉を使用する。 
通常時には毎日 1時間半の残業を行う LN氏（40代・男性）は、自身の労働時間の長さ

について、「長いと常に思っているけどね」と回答した上で、「もっと時間欲しいですよ。

もっと仕事したいですからね」と答えている。また、通常 1時間半の残業を行っている ZL
氏（50 代・男性）は「いや、普通かなぁ。慣れているからね。短くなった気がする」と回
答した。 
彼らに自身の仕事について伺ってみたところ、それぞれ「もっと時間がほしいですね。

まぁはっきりいって好きでやってるんで。させてもらって嬉しいと思ってるよ」（LN氏）、
「まぁ一言でいえば面白い！不十分かもしれないけど自分なりに社会に役立ててるんじゃ

ないかなとは感じる」（ZL氏）と回答している。つまり管理職である LN氏と ZL氏は、自
身の仕事に対して十分なやりがいと達成感を感じているようだ。しかし、ZL氏に関しては
以前の職場で、通常 21時終わりの就労を経験しており、現在の労働時間を当時と比較して
述べている点に留意する必要がある。 
また管理職ならではの回答としては、「取引先との会食とかあるので退勤してそのまま家

に帰ることはまずないですね」「会食とか移動時間とか、その時間は拘束時間であって労働

時間ではないけどね」(LN氏)、「夜のお付き合いは何十倍にも増えた」(ZL氏）というもの
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があった。つまり管理職では、労働時間ではない拘束時間が非管理職に比べてはるかに長

いということが考えられる。 
以下、これまで述べてきた「常態化した残業を行っている人々」の傾向をまとめる。 
今回インタビューを行ったインフォーマント 12名のうち、常態化した残業を行っている

人々は 7 名、その内訳は男性 6 名、女性 1 名であり、主に男性が長時間労働を担っている
ことが明らかとなった。また彼ら 7名の年齢を見てみると、20～50代、とりわけ子育て世
代と言われる 30代男性に、長時間労働の傾向が伺える。このことは第 1節で述べた長時間
労働者の傾向と同じである。また、同じ 2～3時間ほどの残業を行う人々の間にも、労働時
間を長いと感じる人と長いと感じていない人がおり、自身の仕事を好きだと感じている

人々（とりわけ管理職）では仕事のやりがいや達成感から、自ら進んで仕事に従事する「仕

事志向」が伺えた。一方労働時間が長いと感じている人々の多くには、自身の仕事に対す

る「職務遂行能力」への控えめな姿勢が伺えた。 
今回のインタビューでは、この他にも「時短の制度というか…水曜木曜は 19時で電気が

消えますね。ただ電気が消えるだけなんでね…皆、小さな電気をつけて仕事をしています

ね」（BO 氏）といった企業側の制度と仕事がうまく噛み合っていないケースや、もっと働
きたいと回答しているが「家に着いたら寝るだけ。じゃないと体がもたない、という感じ

です」（LN氏）といった心身への影響、限界を感じているケースも見受けられた。 
 
続いて彼らの年次有給休暇の取得状況について考察を行う。ここでは管理職、非管理職

ではなく大きな「常態化した残業を行っている人」という括りで考察を行いたい。 
年次有給休暇の取得については「冠婚葬祭にしか使わないですね」（BO 氏）、「恥ずかし

ながら、今まで取ったことがないから分からないんです」（UB 氏）、「使ったことないので
知りません。知らないし分かりません。…中略… 辞める人が辞める前に使ってるのしか見
た事がない」（FL氏）、「ほとんど休みは取ってないんで、…中略… だから僕の場合は常に
切り捨てられているよ」（LN 氏）、「全然まったく使わないですね」（ZL 氏）と、常態化し
た残業を行っている 7 名のうち 5 名が、ほとんど有給休暇を使用していないことが分かっ
た。UB氏と FL氏に関しては、有給休暇の付与日数さえ把握しておらず、有休を使うとい
う意識すらないようである。 
また、その他 2名の内の 1人 XP氏は、有休は取りづらくないし周りも取得しやすい環境

であると答えているが、「年に 3日ぐらい使っています」と、その消化日数は非常に少ない。  
このことから、年次有給休暇に関しては、積極的な取得がまだまだ浸透しておらず、中

には明らかに少ない消化日数ですら取得しやすいと感じている人々もいるということが分

かる。 
有給休暇を利用しにくい理由としては、具体的に「そうですね。それが暗黙の了解って

いったらいけないと思うんですけど。結局、皆辞める前にばーっと取るみたいな感じばか

りですね」（UB 氏）、「取りづらいですし」（BO 氏）といった職場の雰囲気、「取れるんだ
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けど取ると大変なんだよ。その分穴埋めしないといけない。自分が大変」（LN 氏）といっ

た、自身の負担が増加することへの懸念などが挙げられている。また、「休日出勤したら代

休扱いになるんですよね。自分が休める日に平日休みなさいと。だから、代休があるんで

有休を使う暇がないというか」（UB 氏）といった、そもそもの有給取得を消化する依然の
問題として、代休を消化をしなければならないというケースも見受けられた。 
そして、有給休暇や他の休暇制度に関する企業側の取り組みに関しては「促進はしてな

いです」（UB氏、XP氏、BO氏）、「夏休みとかはありますよ。使ったことないけど」（FL
氏）といった、制度自体が全く機能していないケースがほとんどであった。 
以上のことから、「常態化した残業を行っている人々」の大半が、有給休暇を全くといっ

て良いほど消化していないということが分かった。そしてこのことは、翌年に繰り越され、

また翌年がくると切り捨てられる有給休暇の存在を意味しているのである。 
 
おわりに 
今回のインタビュー調査では、人々の労働時間と仕事に対する意識の在り方に強い相互

関係があるということが分かった。実際に我々の生活を振り返ってみても、自分の好きな

趣味に没頭する時には時間を忘れ、また苦手な事を行っている時は、時間の流れを遅く感

じる。初めのうちはしっかりと時間を決めて行っていたことでも、生活の中で次第に生じ

る“慣れ”によってルーズになってしまうことが多い。 
これは仕事についてももちろん当てはまることであり、つまり自身の仕事にやりがいや

喜びを感じる人々は、時間を忘れて仕事に没頭し、また自身の労働環境に少なからず不満

を抱いている人々は、その労働時間を長く感じる傾向にある。 
多くの人々は、残業の理由としてまず初めに「仕事の量」や「突発的な仕事」、「職場の

雰囲気」といった構造的な要因を取り上げる。これは第 1 節で示した残業を行う理由とも
合致している。しかし、実際に人々に具体的な話を聞いていくと“自身の職務遂行能力に問
題があるのではないか”といった主体的な要因の方が人々の意識において大きいことが分か
る。つまり、人々は自身に与えられた仕事に非常に大きな責任と義務を感じ、またそれを

時間内に終えることができないのは、自身の仕事処理能力によるものであると感じている

のである。 
また有給休暇の取得状況に関しては、予想していた通り、ほとんどの人々が未消化のま

ま残されている常態であった。日常的に毎日残業を行っているという状況では当たり前な

のかもしれないが、長時間労働を行っている人にこそ、その有給休暇を利用して自身の体

を休める時間が必要である。しかし実際には、労働時間の長い企業ほどその整備や促進制

度が整っていないことがインタビュー調査から明らかとなっている。 
働きすぎの日本人像を考える場合、最も考えなければならないのは、会社が意図せずと

も、人々が進んで長時間労働に従事してしまう傾向に、どのようにして歯止めをかけるか

ということである。「はじめに」で事例として取り上げた、長時間労働の末、うつ病と診断
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された男性も、まさか自分が仕事によって通院生活を送らなければならなくなるとは思い

もしなかったはずである。たとえ現在長時間労働に従事している人々で、自身の労働時間

を長くないと感じている人々であったとしても、ちょっとした労働環境の条件やバランス

の変化によっては、いつ彼のような状況に立たされるかは分からない。しかし人々は自分

自身にその影響を感じない限り、長時間労働への危機感を身近な物として捉えることはで

きないのである。 
今回は主に調査対象として「常態化した残業を行っている人々」を取り上げたが、「ほと

んど残業をすることなく帰社する人」の中にこのような人もいた。「独身の時であったり子

供がいない時であれば、やっぱり残業していたので…。子供がいない時には平日でも、19
時とかまで常に仕事をして …中略… 自分の中で勤務時間が終わったんで帰ろうとかいう
気持ちも多分なかった。あんまり早く帰らなくてもよかったので、自分の中でも気持ち的

に、だらだらじゃないけど、まだ仕事がこれもできるしこれもできるとしていたんです。」

自身の労働時間に対してこう述べる SO氏は、結婚を期に仕事に向かう姿勢が大きく変化し
た 1 人である。彼女は女性であるけれども、この事例からは少なからず、人々が労働時間
に対する意識を変えることで長時間労働に歯止めをかけることのできる可能性を見出せる。 
つまり常態化した残業の中で、もはや残業が「当たり前」となっている人々が、その常

態化した残業に対する“慣れ”から抜け出すことが、労働時間問題に必要な第一歩なのである。 
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第 5章 残業の実態と働く人々の就業意識 
 

福島むつみ 
 

はじめに 
近年長時間労働が労働者に過労死、精神疾患等、多数の弊害をもたらし、社会問題化さ

れている。例えば、2004年に強制された長時間労働により、月 200時間の残業を行い意識
不明になり、親の看病を受け続けている人（朝日新聞, 2007）、また、2007年に「月 80時
間の時間外労働をこなさなければ、賃金が減る制度」というのを制定して、過労死した人

（朝日新聞夕刊, 2010）というように、たくさんの長時間労働による弊害のニュースが新聞
等で報道され、長時間労働が減っていない現状があった。そのような現状を踏まえ、国は

2010年 4月に労働基準法を改正し、長時間労働を減らそうとさらに動きを見せた。 
長時間労働は 2008年のリーマンショックを機に年々減ってきている（図表 1）。それは、

景気の変動により、企業が人員削減を行ったことで正社員の少数精鋭化が行われ、非正規

労働者を雇うことで、正社員の労働時間が全体的に減ったという背景や、2007年に仕事と
生活の調和（ワークライフバランス）憲章が提唱され、「仕事に追われ心身の疲労から健康

を害しかねない」社会の現実から、「健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会」を

目指した社会作りとなっていった背景が長時間労働を減らす背景にあると考えられる。 
しかし、実際に長時間労働は減少傾向にあるのだが、労働者への負担は減ったのだろう

か。 

出所：厚生労働省（2010）
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本稿では、まず長時間労働の現状を詳しく見ていき、長時間労働の弊害について、そし

て労働者は弊害があると知っているにも関わらずなぜ、長時間労働を行うのか、働く理由

についてインタビュー調査をもとに考察していきたい。 

第 1節 長時間労働の現状 
1947年に労働基準法が制定されたが、1980年代頃から日本国内において労働者の働き過

ぎや過労死が社会問題となり、労働時間の短縮を求める声が高まっていた。1987年に法定
労働時間の短縮や変形労働時間制度が制定された。さらには 1988年に時短促進法が施行さ
れ、政府は年間総実労働時間を 1800 時間程度とする目標を定め、1994 年に労働基準法が
さらに改正され、週 40時間の労働時間が原則となった。これにより、1993年には 1913時
間だった総実労働時間が、2005年には 1829時間にまで減少した（図表 2）。しかし、この
背景にはサービス残業や非正社員増加がある言われ、内閣府が出した国民生活白書

（2007）によると「60時間以上働く従事者の割合は 95年の 16.8％から 2005年の 17.9％
へと逆に高まりつつある」とした。また、菅野（2002） は、 ｢サービス残業をホワイ
トカラーについて、残業時間の管理を自己申告に委ねている企業が多く、 そこで（労
働者が） 残業時間を過少申告する｣傾向があると指摘した。長時間労働を行っているが、
実際に残業を行った時間を申告しておらず、長時間労働が隠れてしまうという現実があ

るというのだ。このような傾向があることにより、正社員に限定すれば労働時間はむし

ろ延びていっているのではという批判が多かった。労働者の負担は軽減されたとは言い

難い。 

 
出所：厚生労働省（2010）、1997年以前 群馬労働局から再引用 
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こうしたことを受け、政府は年間労働時間を一律 1800時間とする目標を廃止し、企業各
自で労働時間の目標設定を行うとする方針を決定した。さらに 2006年 3月末を期限とした
「時短促進法」の改正が行われ、職場の労使の話し合いで労働時間等を労働者の健康と生

活に配慮したものに改善する「労働時間等設定改善法」が施行された。図表 2 から言える
ように 2007年に 1850時間の総実労働時間が 2009年には 1768時間まで減少した。だが、
これらによって、サービス残業の減少など、労働者自身の負担は軽減したのだろうか。 
図表 3 でサービス残業の変化についてみてみよう。図表 3 は、労働力調査と毎月勤労統

計調査の年間就業時間からサービス残業を算出したものである。棒グラフにサービス残業

時間を示してみた。2005 年から 2009 年の間にサービス残業時間はあまり変化していない
ことがわかる。2008年のリーマンショックで少々労働時間の減少がみられるが、2005年と
2009年を比較しても 8時間強しか変わらず、サービス残業は法律が改正されても減ること
はなかったということがわかる。 
実際に正確なサービス残業時間の統計をとることは難しいとされているが、2004年に労

働政策研究・研修機構が不払い残業（サービス残業）の実態について、直接、労働者から

アンケートを取り調査した。この調査によれば、時間外労働とサービス残業は 30歳代のホ
ワイトカラー層に多いことがわかった（労働政策研究・研修機構, 2005）。連合総研が行っ
た調査（2009）で、残業手当が支給された所定外労働時間の割合を調べた調査があるが、
サービス残業のある雇用者比率も 2004年で 39.3％だが、2008年では 42.5％と変化が少な
い。サービス残業時間やサービス残業を行っている人の比率があまり変わっていないとい

うことから労働者への負担があまり軽減されていないと考える。また、サービス残業を行

っているということは労働時間が減少したとは言えない。労働の賃金が支払われないとい

うことは精神的にも肉体的にも辛いだろう。 

 
出所：厚生労働省（2010）、総務省（2010） 
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第 2節 長時間労働の恐ろしさ 
長時間労働が多数の弊害をもたらし社会問題化されていることは新聞等で目にすること

もあるだろう。労務行政研究所の調査（2010）によると44.4％の企業が過去3年間のメンタ
ルヘルス不調者は増加していると答えた。メンタルヘルス不調者はうつ病や不眠症などにか

かり自殺という最悪な結果に陥る可能性が高くなる。では、勤労問題を理由に自殺した人

の推移をみていこう。 
図表4から読み取れるように、勤務問題により自殺した人が増えていることがわかる。こ

のグラフは自殺した人の中で遺書等で自殺理由のわかる人たちだけのグラフだが、実際に

はもっと多いと推測される。2009年の同調査で勤労問題で自殺した人の理由で上位を占め
たのは“仕事の疲れ”が700人、次いで“職場の人間関係”が547人となった。2007年でも同
じように“仕事の疲れ”が1位となった。2006年から2007年にかけて一気に自殺者数が伸
びているが、不景気という理由もあるだろう。あるいは成果主義導入による責任感が自殺

傾向を強めたのかもしれない。これらから、実際に長時間労働による疲労や負担は軽減さ

れていないといえる。

 

出所：警視庁（2010） 
 
では、実際にメンタルヘルス等で、労災認定を申請した人はどれだけいるのだろうか。

図表5から読み取れるように、労災認定を求める申請数は増えている。労災認定が下りたと
いう記事や、企業側が非を認めたなどの記事が新聞で多く掲載されるようになったのも1つ
の理由として、人々が労災の申請をしやすくなったのかもしれないが、明らかに申請数が

増えている。その中でも著しく増加傾向にあるのが、メンタルヘルス等で不調を訴えた、
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精神疾患による労災認定を求める人々だ。2004年から2008年にかけて約400件増えている。
これは不調者が増えたということも増加の大きな要因の1つであろう。それに伴い認定件数
も増えているが、労災認定件数と申請件数の差は大きく開いている。2004年時点では、精
神疾患の認定件数と申請件数の差が394件だったのが、2008年では658件となっている。
2008年12月に労災基準見直しがされ（日経新聞, 2009）、労災認定が下りやすくなっている
が、多数の申請があり調査を行わなければならない。さらには企業が隠蔽している可能性

があるため、実際に認定されるのは大変である。 
国は長時間労働を減らそうと動き出しているが、実際に企業はどう思っているのだろう

か。冒頭でも述べたが、2010年4月に新しい労働基準法が施行され、所定外労働時間に対し
ての割増賃金率を増やすとされた。しかし、労務行政研究所の2009年末の調査では、割増
率を「見直さない」とした企業が47％と最も多く、「見直す」と明言した企業は10％にとど
まった。「見直さない」とした企業の57％が「努力義務なので見直さない」と回答している。
ある商社の幹部は「経済情勢が厳しい時期に、あえて正直にコスト増につながるようなマ

ネはしないだろう」と話した（朝日新聞, 2010a）。このように、長時間労働を削減させるた
め労働基準法を改正したが、実際うまく作用しないだろう。 

 

 
出所：過労死・自死相談センター、厚生労働省（2008年） 

 
心身に支障をきたすとされている長時間労働だが、なぜ労働者は長時間労働の原因であ

る、所定外に労働を行うのだろうか。次節のインタビュー調査を参考に考察していこう。 
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第 2節 働く理由‐インタビュー調査から" 
第 2 節で長時間労働がもたらす弊害について述べてきたが、なぜ労働者は弊害があると

いうことを新聞等で知っているにも関わらず、長時間労働を行うのだろうか。 
実際に企業で働いているインフォーマント 12名にインタビュー調査を行った。残業を全

く行っていない企業はなく、繁忙期にのみ残業がある企業と毎日のように残業のある企業

があった。今回私は、毎日のように残業のある企業で働くインフォーマントを中心に、残

業を減らすために企業が行っている取り組みについて、それに対する労働者の対応につい

て、そして労働者が残業をやめられない理由について順に取り上げてみる。 
まず始めに、長時間労働を減らすための企業の取り組みについてみていこう。企業は長

時間労働の原因となる残業を減らすため、様々な取り組みを行っている。例えば、残業を

しない曜日をつくるノー残業デーの実施やフレックスタイムの採用だ。また、「パソコンの

中にログインとログオフが記録されていて、本当は残業したのにしてないとかそういうこ

とのはできないんですよ」（ZH氏）といったように時間管理をパソコンで行い、「パソコン
が 17時に止まってしまう」（ZH氏）という企業や、「水曜木曜は 19時で電気が消えますね」
（BO氏）といった残業をなるべくさせないようにする企業の努力も見ることができる。こ
れらから、長時間労働による弊害が起こらないように企業は規制をかけていることがわか

る。しかし、実際にはこのような努力はうまくいっているといえるのだろうか。 
企業はなるべく残業をさせないように努力を行っているが、実際には仕事をし続ける人

が多い。流通・販売の営業を行っている BO 氏は昼間、顧客に商品を売りに外回りをして
いる。そんな BO 氏は「ただ電気が消えるだけなんでね…皆、小さな電気をつけて仕事を
していますね」と、企業が規制をかけても仕事をし続けている。また、17 時にパソコンが
止まると言っていた ZH氏は、止まってからは、「入力しておいて、あとでその整理をした
りだとか」というように、企業がいくら規制をしても、労働者は残業を行っている現実が

あることがわかる。さらに、先に引用したように、小さな電気をつけて仕事をしていると

いう BO 氏が残っている環境は仕事がやりづらい環境であり、かえって仕事の効率が悪く
なると考えられる。企業の様々な残業をさせない努力は成功している企業もあるだろうが、

作用していない可能性もあるのだ。労働環境が悪化している現状を見る限り、この規制は

何のためにあるのだろうかと疑問に思う。 
では、なぜ企業が様々な規制をかけ、残業をなくすようにしている状況の中でも、労働

者は残業を行うのだろうか。残業理由を伺ってみた。「仕事量が多いっていうのが一番の理

由」（FL 氏）や「理由…、やっぱりおわらない」（ZH 氏）、「仕事の量の多さが一番ですけ
ど…」（BO氏）とインタビュー調査からもわかるよう、“仕事量の多さ”と答えたインフォ
ーマントの方が大半だった。さらに、営業（企画）を行っている UB 氏は、顧客との打ち
合わせが多く、昼間の仕事と営業から帰ってからの仕事と異なるため、仕事の特徴として、

「日中は外に出たりとか、いろいろ打ち合わせとかして、結局ゆっくり仕事ができるのは

この夕方ぐらいから。 …中略… デスクワークが夕方ぐらいからじゃないとまともにでき
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てこないです」と答えた。また、金融の事務処理を行っている ZH氏は、資料の整理等その
日によって書類の量が異なり、「次の日の予測がつかないんで、やっぱり」と、今日できる

ことは今日行うというように残業を行わざるを得ないのだ。この 2 名のように仕事の性格
上やむをえず残業を行っている人もいた。また、「人手は足りません、常に」（FL氏）、「支
部によったら営業職員さんが 20人くらいいて内勤が 1人っていう支部もあるんで、それだ
ったらもう絶対休めなくって」（ZH 氏）などといった根本的な人員不足も理由の１つだ。

これらの理由は、企業が労働者に与えている負担や仕事をする環境であり、企業自体の問

題といえよう。企業は残業を減らそうと努力しているようだが、企業自体が労働者一人一

人に与えている負担が大きいことが示され、「制度と仕事がうまく噛み合っていないんです

よね」（BO氏）というように、企業の制度とその作用に矛盾が発生している。 
一方で、「残業するってのは、個々の能力の問題で、自分がしっかりと 1カ月前とか 2か

月前から計画をたててきっちり仕事を自分でやっとけば、残業する必要はないんじゃない

かなと思うんですよ」（XP 氏）や「仕事ができないからでしょ」（LP 氏）などといったよ
うに、残業をするのは自分の仕事を処理する能力が足りないからという人もいた。このよ

うな人たちは、“労働時間が長いと感じられますか”という質問に対し、「思わないです」（XP
氏）といった回答となった。これらの答えが示すのは、自分の能力を向上させれば残業時

間は減るだろうという、自分自身の問題だととらえているということだ。そしてこのよう

な人々が、自ら進んで残業を行う「自発的サービス残業」（高橋, 2005）というのを行う可
能性が高い。それとは逆に「残業は申告制なんですが、申告しにくいのもありますね。22：
00まで残ってそのまま申告したら怒られる時があるから」（BO氏）は強制されたサービス
残業となる。 
確かに自分の能力が足りないという場合もたくさんありえるだろう。繁忙期が年の半分

以上あり、その繁忙期に労働時間が長く、朝 9時半～夜中 24時まで働くときもある FL氏
は「調整したら早く終われるときもあるから、多分こう、だらだらしてしまう時間がある

んやろうな」といったようにだらだらするということは自分自身で改善すれば少しでも残

業時間を減らすことができると思われる。しかし、だらだらと仕事をしてしまうのには理

由があると私は思う。それは、企業側の労働時間の管理の曖昧さだろう。例えば、FL氏の
働いている企業では、時間管理はどのようにされているかと聞いたところ「全くない」と

答えた。もちろん、仕事量が多いという根本的な背景があるのだが、このように時間管理

が曖昧な企業はいくら残業をしても規制がかからないため自分のペースで仕事をしてしま

い、残業時間が長くなるということがあるだろう。 
また、長時間労働となってしまう理由のもう 1つには残業代の付き方にあるようだ。「給

料に、もとから含まれているみたいな感じですね。残業代いくらみたいな感じで」（ZH氏）
や「裁量手当なんで、こんなこというとあれなんですけど、出ても出なくても月に 10時間
しか出ないんです」（UB 氏）というように、いくら残業をしても一定時間分の残業代しか
支払われないということも背景にあるだろう。これは、逆にいえば、残業代は一定時間分
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だけ支払われるのだから、その時間分以下で仕事をすれば良いと考えられるが、それがで

きていない理由には、やはり仕事量の多さが 1 番にあるのだろうと感じられる。作業能力
を高めるよう労働者自身が努力することが大事だが、限界というものがあるだろう。仕事

量が多ければ、いくら仕事の作業能力が高い人でも残業をしてしまい、それが毎日のよう

に行われることで、長時間労働となってしまう。 
このように残業は仕事量が多いというのが圧倒的な理由であった。労働時間が長いと感

じている人も多いが、それに不満を感じることではなく、逆に仕事の面白さを見出してい

る人がインフォーマントの中に見受けられた。彼らと特徴は残業時間が、比較的長い人で

あった。転職を希望することもなく、就職時に現在の仕事に興味があり就業し続ける FL氏
は「なんやかんやいってもやっぱり今の仕事が好きなんだと思います。向いているんだと

思います」と答えたり、管理職のため残業時間という概念が適応外となる LN氏は、会食や
会合が多い。移動時間などは、給料に含まれない。それなりに拘束時間が長い LN氏は“労
働時間が長くて困ったことはありますか”という質問に対し、「ないですね。もっと時間が

ほしいです。まぁはっきりいって好きでやってるんでさせてもらって嬉しいと思っている

よ」と答えた。2人に限らず、他のインフォーマントの方の話を伺っているときにも “仕事
が好き”だということを感じられた。長時間労働になり、心身共に疲れているけれども、仕
事が楽しいからやる、仕事が好きだからやるという人がかなりの長時間労働を行っている

のだ。それは、「自分が興味のある仕事をしてる時は、楽しいから長くても終わった、終わ

ったみたいな感じ。嫌な仕事をしてる時は 15時とか 17時とかでも長いって思う」（LP氏）
と言っていた言葉にあてはまるだろう。時間を忘れるくらい楽しいというのは、趣味に没

頭しているときや、好きな人といるとき、遊んでいるときなど、誰しもが経験したことが

あるだろう。そのような感覚と同じになってきているのではないだろうか。「まあ仕事が趣

味みたいになってるからそれが満足してるってことなのかな」（FL 氏）といった答えから
も、仕事が楽しいから長時間労働がそれほど苦でないことがわかる。 
だが、このまま楽しいからといって長時間労働を続けていたら、第 2 節で述べたような

弊害が起こってくるだろう。自分で時間管理ができる趣味は、疲れたら休憩もでき、やり

たくないときにはやらなくてよい。それとは違い、仕事というのは企業側に雇われている

限り、時間管理はほとんど企業側がするのだ。いくら出勤日に疲れていても、ちょっとや

そっとでは休むことができない。好きだから、楽しいからといって長時間労働を毎日のよ

うに行っていたら、心身が疲れることに違いない。楽しさということで心身の疲れが麻痺

しているだけであり、ツケはいずれ本人に何らかの害として返ってくるだろう。 
これらのことから残業は一見、「仕事量の多さ」とか「人手不足」といった企業側の問題

だと思われがちだが、労働者の仕事に対する意識にも問題があるだろう。もちろん、前述

のように、企業が行っている制度がうまく作用していないという問題もある。企業の制度

の見直しと、労働者の仕事に対する意識を改善していくことが、長時間労働を減らすこと

につながるのではないかと私は思う。 
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おわりに 
今回の調査で、大きな問題点が浮かび上がってきた。それは、近年、長時間労働が減っ

てきたといわれていることが統計上に出てきているが、実際には長時間労働は必ずしも減

っているとは言い切れないということだ。背景には、強制されたサービス残業のように企

業に隠されてしまった残業、自発的サービス残業のように自ら隠してしまっている残業、

たくさんの理由により長時間労働は目に見えづらいところで起きている可能性があるのだ。 
労働政策研究・研修機構（JILPT）の調査で時間外労働を行う理由についてアンケートを

取り集計したものがある。「所定労働時間内で片付かない業務量」が約 60％を占め、次いで
「自分の仕事をきちんと仕上げたい」が 35％、そして「仕事の性格上所定外でないとでき
ない」、「人手不足」と続く。これらをみていくと、会社の都合でやむをえなく残業を行っ

ている人が多いと読み取れる。しかし、同調査から、「『自分の仕事』と回答した 4 割の半
分は、実は第 1 位の『業務量が多い』にも回答しているそうだ。つまりこの人たちは、『業
務量が多いけれども自分の仕事なのだからきちんと仕上げたい』と思っている。したがっ

て、『業務量が多いわけではないがきちんと仕上げたくて残業をする人』は、実は 2 割しか
いないことになる』」と小倉（2007）は述べた。業務量が多いというのは会社の都合である
が、一方で、自分の能力が劣っていると自分の意思で残業をしている人が多いという結果

だろう。さらに、労働政策研究研修機構による 2004年の調査で超過勤務手当が支払われな
い理由について労働者に訪ねたところ、「自分の納得する成果を出すための残業だから申請

をしていない」が 20.3％と最も多く、やはり、自分の意思でサービス残業をしている人が
多いのではないかと考えられる。 
長時間労働による弊害が起こっている中、長時間労働が減少していないとなると、今後

弊害が増えるのではないかと怖くなった。 
企業も長時間労働を減らそうと努力しているように思われるが、制度と実際の仕事に矛

盾があると BO 氏が述べていたように、実際には時短制度など上手く作用していない現状
がみることができた。隠れたサービス残業があるということから、企業は「労働者を守る

ため」ではなく「自分の企業を守るため」に長時間労働を短縮し、労働災害を防ごうとし

ているのではないかと私は思う。労働災害となった場合、企業のイメージダウン、そして

労災認定が下りたときには、金銭面でも莫大な費用がかかるのだ。このような企業の自己

防衛意識が、隠された残業を引きおこしてしまうのだろう。このような自己防衛も大切か

もしれないが、何より労働者の生命が大切だと企業はなぜ思わないケースが多いのだろう

か。 
さらに別の問題は、インタビュー調査でわかった労働者の意識として、仕事に面白さを

見出している人をみることができたが、楽しさや面白さにより歯止めのきかない残業や仕

事を行い知らず知らずの間に長時間労働となっている人が多いということがわかった。こ

のように自分が長時間労働だと意識していなかったら弊害が起こる可能性が高くなるだろ

う。 
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その中で労災の認定基準の見直し、労働基準法改正、時短促進など国は長時間労働を減

らそうと努力している。私たちも今後社会に出て行くのだが、仕事に対する意識は自分自

身で変えることができるだろう。仕事は生きていくために必要なことだ。長時間労働を減

らすため、人々の長時間労働への意識改革と、国の政策が調和していけば長時間労働が減

ると私は考える。 
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第 6章 長時間労働の実態とは 
 

中川圭介 
 
はじめに 
日本の労働時間は先進国の中でも長いと言われている。2005年時点の国際労働機関（ILO）

の調査によると、日本の年間総労働時間は日米英独仏の 5 ヶ国の中でも最も長くなってい
る。特に、ドイツやフランスに比べ、300時間以上も長く働いている。日本の正社員の年間
労働時間は 2000年以後、2000時間前後で高止まりしている。 
日本における「長時間雇用者」（週に 50時間以上働く雇用者）の割合は約 30％で、先進

国の中でも比較的労働時間が長い。アメリカでもこの割合は約 20％なので、日本の長時間
労働者の割合は先進国の中で突出している。さらに、働き盛りと言われる 25 歳から 49 歳
の男性正社員の約 2割は、週に 60時間以上働いている。 
長時間労働の日本の正社員だが、労働者自身への心身への影響が心配される。2010 年 6

月 5日の日経新聞によると、2009年度に労災申請した人が前年度比の 22.5％増の 1136人
となり、初めて 1000人を超え過去最多を更新した。また、自殺した人も前年度より増えて
いる。近年、労働時間は減少していると言われているが、労働者の心身への影響は増えて

いると伺える。 
2010 年 4 月 1 日に改正労働基準法（以下労基法）が施行された。柱として、月 60 時間

超の時間外労働について割増賃金率を従来の 25％から 50％以上に引き上げることと、1時
間単位からの有給休暇を取れるようにすることがある。この労基法の改正によって企業は

コスト面において労働時間を短縮することが求められるようになる。これによって、社員

の業務負担を減らす取り組みをする企業が出てくる一方で、同じ業務量をこれまでの時間

以下でこなすことを求める企業や、残業時間を裁量的に扱い、費用として計上する所定時

間外労働を固定費化する企業が出てくるだろう。 
以上のことを踏まえながら本稿では、第 1 節ではこれまでの労働時間の推移を整理しな

がら労働時間の減少にどのような背景があったのかを言及し、第 2 節では現在の労働者の
働き方の特徴を見ていく。最後に、第 3 節ではインタビュー調査から労働者の意識につい
て見ていく。過去と現在の労働時間を整理していく中でどのような特徴があるのか見てい

きたい。 
 
第 1節 労働時間の推移とその背景 
まず、厚生労働省の「毎月勤労統計調査」と総務省の「労働力調査」から労働時間の推

移を見ていきたい。前者では 1990年の 2380.7時間から 2008年には 1791.6時間まで減少
している（図表 1）。しかしながら、この調査は賃金が支払われている労働時間を基に作っ
ているために一般的に言われるサービス残業は含まれていない。 
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図表1 労働時間の変化

労働力調査

毎月勤労統計調査

後者では 1990年の 2380.7時間から 2008年には 2124.8時間まで減少している（図表 1）。
後者の調査は労働者に対してアンケートを取っているため、サービス残業も含まれている

と考えられる。図表 1 を見ればわかるようにどの年代においても約 300 時間の賃金未払い
労働時間があることがわかる。しかしながら、この労働時間の差はあるものの、どちらの

調査でも日本の労働時間は減少傾向にあると言えるだろう。では次にこの労働時間の減少

にはどのような背景があるのか見ていきたい。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省「労働力調査」（2009） 
 

1988年に改正労基法が施行され積極的な時短政策が図られるようになってきた。また、
バブル経済が崩壊し長期的な不況に陥ったことも重なって、企業では「労働時間の二極化」

が進んできた。「労働時間の二極化」とは労働者が長時間労働の正社員と短時間労働のパー

トタイム労働者の割合が増加していることである。2010 年 9 月 27 日の記事によれば、1
週間の労働時間が 35時間未満の「短時間労働者」は 2010年 1~6月時点で 1725万人と 10
年間で 300 万人強増えた。また、図表 2 を見れば分かるようにパートタイム労働者は年々
増加している。当然それに伴って労働者に占めるパートタイム労働者の割合も増加してい

る。 
図表 3 は総務省の「労働力調査」に基づき作成した労働力人口の推移である。多少の増

加や減少はあったものの 1994年と 2009年ではほぼ同じ値となっている。しかしながら、
先程も述べたようにパートタイム労働者は 1993年以降増加してきている。これらのことを
踏まえると、短時間労働者であるパートタイム労働者が増加していることが全体の労働時

間の減少をもたらしていると考えられる。他方では長時間労働を強いられている労働者が
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図表2　パートタイム労働者数と労働者比率
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未だに存在していることを意味している。 
以上、第 1 節では労働時間の減少は労働者のうちの短時間労働者の占める割合が増加し

てきたことが原因であると述べてきた。次の第 2 節では短時間労働者の増加や長時間労働
者の少数精鋭化を含めた現在の労働者の働き方の特徴を見ていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：総務省 「労働力調査」 
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第 2節 現在の労働者の働き方の特徴 
現在の労働者の働き方の特徴は、前節で述べたパートタイム労働者の増加や正社員の少

数精鋭化である。これらは「新時代の『日本的経営』」の中で提唱された「雇用ポートフォ

リオ」がきっかけとなっている。雇用のシステムとしては、「長期蓄積能力活用型グループ」

と「高度専門能力活用型グループ」と「雇用柔軟型グループ」に分類される。「長期蓄積能

力活用型グループ」は主に正社員、「高度専門能力活用型グループ」は主に派遣、「雇用柔

軟型グループ」はパートやアルバイトから構成されている。企業における費用の大部分を

占める人件費を流動費化しようとする動きが始まったのである。例えば、専門的知識を必

要とする業務は外部から労働者を調達したり、定型的・補助的業務に関してはパートやア

ルバイトを採用するなどして、その時々の業務に合わせて雇用を調節する事によってコス

ト削減を図っているのである。非正規労働者に関してはやむを得ずその働き方をしている

人もいれば、非正規労働の特徴である短時間勤務や柔軟な雇用を希望して働いている人も

いる。特徴の一つとして、このように働き方にも労働者のニーズが発生し働き方は多様化

してきたことが挙げられるだろう。 
次の特徴としては、残業時間が長いということがある。図表 4 は労働政策研究・研修機

構（JILPT）の調査によるもので、残業をする主な理由を調べたものである。結果として、
第 1 位が「業務量が多い」で 59.6％、第 2 位が「仕事をきちんと仕上げたい」で 41.5％、
第 3 位として「仕事上の性質」35.7％が挙げられていて、「人手不足」、「納期に合わせる」
などが続いている。 
「仕事をきちんと仕上げたい」のように自発的に残業をしている人が 4 割もいると思わ

れるのだが、このように回答している人の中には同時に「業務量が多い」と回答する人も

半分いて、このように回答した人々は「仕事は好きだが業務量が多い」と感じている。実

は純粋に自発的に残業している人は 2 割にも満たないのである。一般的に残業をする理由
として残業手当や休日手当がほしいや会社にいるのが好きだからなどといった理由を耳に

する事があるが、「残業・休日手当がほしい」は 4.3％、「働く事が楽しい」は 1.1％にとど
まっている。このように残業をしている人の中で自発的に残業をしている人は少ないと言

うことができる。 
つまり、残業をしている人の多くは「業務量が多い」や「仕事上の性質」、「人手不足」

などの自分の意思ではなく会社あるいは仕事の都合で残業をしている人がほとんどである

と言うことができる。 
以上のように行われている残業だが、残業について申請しにくい雰囲気があることや支

給される残業手当には上限がありカットされるなどの要因から、残業を申請できていない

というのが現状である。また、残業をする事自体が日常化されている。 
第 2 節では現在の労働者の働き方の特徴として、人件費のコスト削減に伴い労働者の働

き方が多様化してきたことと長時間労働の原因となっている残業についてみてきた。第 3
節ではこれらの事を前提と置きながら実際に働かれている方の現状はどのようになってい
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るのか、またどのように感じているのかを見ていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：労働政策研究・研修機構 （2005） 
 

第 3節 労働者の意識 ～インタビュー調査より～ 
この節ではインタビュー調査をもとに実際に社会で働かれている方の意識について考え

ていきたい。今回インタビュー調査に協力していただいたインフォーマントの方は、男性

が 6名で女性も 6名の計 12名である。何名か同じ会社で働かれている方もいたが様々な意
見を伺うことができたと思う。 
まず、労働時間について見ていきたい。労働時間は長いですかという質問に対して、「長

いですね。会食とか移動時間とかその時間は拘束時間だけど労働時間ではないけどね。長

いと常に思ってるけどね」（LN氏：男性、40代後半）や「長いと思いますね。 …中略…

20:00で帰ればいいけど仕事が多いから」（BO氏：男性、30代後半）、「それは長いですよ。
でも、季節によります。季節労働者みたいなところがあって」（FL：女性、30 代前半）や
「長いでしょうね。通常時はこんなのざらにあると思うんで何とも言えないですけど」（UB
氏：男性、30 代前半）のように仕事量もしくは仕事による拘束時間によって労働時間が長
いと感じる労働者がいる一方で、「長い時もある。 …中略… 楽しいことしてる、自分が

興味ある仕事をしてる時は楽しいから長くても終わった、終わったみたいな感じ。嫌な仕

事をしてる時は 15時とか 17時とかでも長いって思う」（LP氏：男性、20代後半）のよう
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に仕事内容によって労働時間の感じ方が違うという労働者もいた。長時間労働をしている

方々の中には友達が減ることや趣味の時間がなくなる、家ではほとんど寝るだけといった

ように私生活にも影響が及んでいるインフォーマントの方もいた。 
このような労働時間が長いと感じている方々に共通していることは、働かなければなら

ない状況があるということである。例として、業務量が多いということや事務処理をする

人が自分しかいないということ、管理職であるために一般的な職務の後に管理職ならでは

の仕事があるといった事情が挙げられる。 
なぜ労働時間が長くなっているのか考えてみるとそれはやはり残業によるものだろう。

残業の理由についてインフォーマントは以下のような回答をしている。「やっぱり終わらな

い」、「17時で帰ってもいいんですけど、次の日に自分がえらい」（ZH氏：女性、20代後半）
や「仕事量ですね。自分が仕事できないみたいで嫌ですけどね。少数精鋭化みたいなもん

ですからね」（BO氏：男性、30代後半）、「仕事量が多いっていうのが一番の理由」（FL氏：
女性、30 代前半）のような業務量の多さによる残業があると答えるインフォーマントが多
かった。第 2 節で述べたように今回のインタビュー調査でも残業については自分の都合と
いうよりは会社あるいは仕事の都合で残業を強いられているようだ。中には残業手当につ

いては月額で決まった金額しか支払われていないという方もいて、申請できていない労働

時間についてはサービス残業をしているという方もいた。 
しかしながら、「仕事ができないからでしょ」（LP氏：男性、20代後半）と答えるインフ

ォーマントもいて、残業をしているのは自分のスキル上の問題であると捉えている人もい

た。このような回答をする人は若手社員に多く、仕事に慣れていない為に先輩社員と比べ

てそのように感じているのだと思われる。このように中には自分の都合で残業をせざるを

得ない状況になっていると答えるインフォーマントの方もいたが、やはり残業についてそ

のように捉えている労働者は少数派のようだ。 
また、今回協力していただいたインフォーマントのほとんどの方が時間に差があるもの

の、残業をしていることが判明した。その根拠としてインフォーマントの中には、残業の

理由については仕事量が多いからと答えながらも労働時間には満足している方がいたり、

毎日 2~3 時間残業していても労働時間に満足している方もいた。さらには、労働時間につ
いて慣れてきたから長いとは感じない、普通だと思うと回答する方もいた。個人差はある

ものの、働く上では残業して当たり前というような考えを持つ労働者がいる。 
では、企業は一体どのような時短政策を行なっているのだろうか。今回のインタビュー

ではノー残業デーや、小さい子どもがいる場合の短時間勤務などの話を聞くことができた。 
ノー残業デーについて BO 氏は「時短の制度というか…水曜木曜は 19:00 で電気が消え

ますね。ただ電気が消えるだけなんでね…皆小さな電気をつけて仕事をしていますね」と

述べている。また、「帰ってもいいんですけど仕事が多いですからね。この制度と仕事がう

まく噛み合っていないんですよね」とも述べている。つまり、会社の建前としては労働時

間の短縮に取り組んでいるように見えるが実際では業務量に変化はなく、残業をせざるを
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得ない状況だということである。 
短時間勤務について NP 氏は「小学校 3 年生までの子どもを持つ親の人は、申請によっ

て 6時間まで時短可能です。30分単位での時短ですね。月単位での申請となっています。
そういった人には残業などもやらさないとのことにもなっています。子どもがいる人だけ

でなく、介護がある人とかメンタル的に不調でお休みになっていた人にも復帰する場合に

いきなり 8 時間は厳しかったりすると思うので、徐々にならすということで少ない時間か
らというのもあります」と述べている。また、SO氏は現在出社を 30分遅らせ、退社を 30
分早める短時間勤務をしている。社会全体として育児や介護といった事情があり、フルタ

イムは働けない方でも働きやすい環境が整われてきていると言えるだろう。 
しかしながら、今回のインタビューで短時間勤務について回答いただいた方はほとんど

が労働時間については長く感じていない方であった。労働時間が長く感じている方の多く

ではあまり詳しいことは知らない人や時短制度なんてないんじゃないかと言われる方まで

いた。有給休暇（以下有休）に関しては、労働時間を長く感じている方は取得できていな

いという結果であった。実際、有休の取得については退職前にまとめてという方がいたり、

冠婚葬祭のときだけですと答える方がいた。これらのことを踏まえると、有休の面から見

ても働きやすい環境が整ってきていると言うことができるが、企業間での有休取得状況に

かなりの差ができているようだ。有休取得が行えている方でも万が一のために数日分は残

しておくという傾向は見られた。 
有休を取得できない方の中には「内勤が 3 人とか 2 人かそういう支部によって違うんで

すけど、内勤がいないと要は仕事が回らない感じ。だから休みが取れないんです」（NP氏：
女性、20 代後半）のように制度自体はあるものの働いている環境が原因で休みが取れない
と言う方もいた。「結局自分がしないと戻ってこない（給料が減ってしまう：引用者注）っ

ていうのがあるんで」（UB氏：男性、30代前半）、「1台売っての報酬が 1万円から 5千円
になるのはつらいですね…1 万円もらうのに今までの 2 倍の仕事が必要になりますしね」
（BO 氏：男性、30 代後半）このお二人の話は賃金制度（成果主義：引用者注）の話をし
ているときの回答であるが、これら 3 つの共通点として働かなければならない状況がある
という点が挙げられる。長時間労働になっている原因の中に図表 4 にあるように業務量が
多いという事は間違いなく関係している。しかし、それに加えて成果主義の導入やコスト

削減の動きが進んでいく中で労働者には働かなければならない状況が与えられているとい

うことも長時間労働の原因になっていると思う。もしかするとそれが少しずつであるが時

短政策が整っていく環境の中でも歯止めのない長時間労働を引き起こしているのかもしれ

ない。 
 
おわりに 
今回の報告書作成に当たって二つ感じた事がある。一つ目は、近年の長時間労働の原因

は成果主義によるものが大きいのではないかと思うようになったことである。残業する理
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由の主な理由として挙げられる業務量が多いにしても人手不足にしても成果主義との関連

があるように思われる。業務量が多いということはそれだけ成果が求められているという

ことである。そこには当然成果主義が影響していると言えるだろう。人手不足は成果主義

の導入に伴う人件費の流動化によって図られた正社員の少数精鋭化によるものである。そ

れらが、労働者（特に正社員）を働かなければならない状況を作っているように思える。 
しかしながら、成果主義にしても長時間労働を招いたきっかけの一つにしかすぎない。

始めのうちは確かに成果主義が原因と言えるかもしれないが、その状況に甘んじてしまっ

た労働者にも非があって当然のように思う。長時間労働という問題を解決していく為には

国や企業の時短政策の充実はもちろんの事、それらの政策に対してしっかりと労働者自身

が行動を起こす事が重要になってくるように思う。 
二つ目が、問題解決の際には複眼的な視点が重要になってくるということである。長時

間労働という問題を考えたときに、時短政策は整備されつつあると言えるが企業間には大

きな差が見られた。時短政策自体がまだまだ不十分であるということもあるが、企業間に

差が見られるということは他の事情も関係しているように思う。したがって、長時間労働

という問題を解決するためには他の視点も必要になっているように思う。 
今回のインタビュー調査及び報告書作成では他の視点というものを見出すことはできな

かった。卒論の作成にあたっては長時間労働を強いる諸要因について整理・考察し、どの

ような視点からアプローチすれば長時間労働が解決できるか考えていきたい。 
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第 7章 長時間労働と企業の取り組み 
 

相星直貴 
 

はじめに 
現在わが国は、度重なるリストラや賃金削減、または企業の倒産などといったように経

済的にとても不安定の時代にある。リーマンショックの影響で雇用環境も悪化し、「派遣切

り」や「雇い止め」など様々な問題が起き、それに伴い近年では正社員としての働き方だ

けではなく、パートタイム労働や短時間勤務などといったように、労働者の働き方も多様

なものとなっている。そこには働き方の多様化の影響も背景のひとつに挙げられるが、労

働者が労働時間の長いものと短いものとで二分化しているという現状がある。近年の景気

の変動において、総実労働時間は変わらず緩やかな減少傾向にあるが、低調ながらも景気

の安定化にともない、所定外労働時間は増加傾向にある。これはいわゆる残業の増加であ

る。特に労働時間が長い労働者の処遇が極めて悪化しており、長時間労働が常態化してし

まっている現状がある。労働時間が長時間化してしまうと、仕事に拘束される時間が増え

てしまい、私生活の時間が奪われ、仕事と生活のバランスが崩れてしまい、心身に悪影響

を及ぼし、近年問題視されている過労死・過労自殺につながる。そこで本稿では、実際こ

ういった状況の中で働く長時間労働者の労働時間や働き方の現状、そしてそれに対する企

業の働きについて詳しく見ていきたい。 
 
第 1節 長時間労働の現状 

1988年の改正労働基準法の施行を受けて、政府は 1980年代末に法定労働時間を 48時間
から 40時間へと段階的に引き下げるという時短政策を導入した。これに伴い、わが国では
週休 2日制が広く普及し、また労働時間の引き下げが図られた。しかし、なぜ現在長時間
労働がこれほどまでに問題視されているのか。まず、現在の長時間労働について確認して

いきたい。 

 
出所：総務省（2009） 
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図表1　週60時間以上働く労働者の推移
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まず図表 1の週 60時間以上働く労働者の推移のグラフを見てほしい。一見すると週 60
時間以上働く、いわゆる長時間労働者の数は減少しているように見える。しかし、いまだ

に約 500万人もの人々が長時間労働に従事していることが見てとれる。ちなみに、週 60時
間以上の勤務がどれくらいの長さであるかというと、現在の法定労働時間は週 40時間で、
平日に 1日 8時間の勤務というのが一般的であるが、週 60時間以上の勤務は法定労働時間
と比較して少なくとも 1日当たり 4時間以上の残業を行っていることになる。原因はいく
つか考えられるが、やはりこれは主に景気の悪化に伴う企業の経費節減のための人員削減

により労働者一人当たりの労働時間が、低調ながら改善されてはいるものの、増加してし

まっているということを表していると考えられる。このままであると、過労死や過労自殺

などに代表されるような様々な弊害が起こってしまうことは言うまでもない。 
では次に、実際にどのような仕事に従事している人が長時間の労働を行っているのかを

見ていきたい。 

 
 営業系 企画・事務 販売・サービ

ス

IT 系エンジニ

ア

モノづくり系

エンジニア

80時間以上 5.7％ 1.9％ 3.4％ 2.7％ 2.8％ 

60～80時間 9.0％ 3.9％ 2.3％ 5.4％ 4.7％ 

40～60時間 20.9％ 10.9％ 9.25％ 20.2％ 17.9％ 

20～40時間 29.4％ 24.3％ 27.6％ 35.0％ 27.4％ 

20時間未満 28.4％ 44.4％ 40.2％ 29.6％ 31.1％ 

残業なし 6.6％ 14.6％ 17.2％ 7.2％ 16.0％ 

出所：インテリジェンス「転職サイト DODA」（2009） 
 
図表 2の職種別残業時間を見ていきたい。 
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図表2　職種別月間残業時間
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ここでは、月間残業時間が 40時間以上の回答を長時間の残業、20時間未満の回答を短時
間の残業と定義する。まず、長時間の残業の割合を見ると「営業系」がもっとも高く 35.6％
で、「企画・事務」や「販売・サービス」の割合の倍以上の数値を示している。これに次い

で「IT系エンジニア」が 28.3％、「モノづくり系エンジニア」が 25.4％と、比較的高い割
合を示している。また、残業時間の少なさの面からみると、「企画・事務」で短時間の残業

と答えた割合が 59.0％で、「販売・サービス」では 57.4％と、約 6割の人が 20時間未満の
残業であることが分かる。また、上記の長時間の残業割合が高いことから分かるように、「営

業」、「エンジニア」は他の業種と比べて、比較的の短時間の残業と答えた人の割合は少な

いことがわかる。 
労働時間が長くなってしまう理由は業務内容によって様々であると考えられるが、やは

り営業系の仕事は顧客の要望に応じて対応や準備に時間を取られてしまい、結果として長

時間の残業という形にならざるを得ないということが考えられる。また日中に営業に出て

書類整理などのデスクワークは営業から帰ってきてから行うので、ついつい労働時間が長

くなってしまうとも考えられる。営業系に次いで長い残業時間を示していたエンジニアは、

こちらも顧客への対応や製品の納期が迫ると残業時間が長くなると考えられる。 
では、次に、なぜこのように労働時間が長くなってしまうのかを見ていきたい。 

 
出所：内閣府（2008） 

 
図表 3を見てもらうと分かるように、やはり「人員削減による人手不足」や、「所定労働
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図表3　労働時間が長くなってしまう理由
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時間内では片付かない仕事量」や、「仕事の性格上所定外しかできない仕事がある」などの、

本人の意思に反して会社側の都合で労働時間が長くなってしまう理由は比較的高い割合を

示している。しかし他方では、「自分の仕事をきちんと仕上げたい」や、「残業が評価され

る傾向にあり、査定に影響」というように、自発的に労働時間を延長させている人がいる

のも事実である。全体的に見ると、「人員削減による人手不足」、「所定労働時間内では片付

かない仕事量」、「取引先との関係で納期をあわせないといけない」、「仕事の性格上所定外

しかできない仕事がある」のように会社側の都合により労働時間が長くなってしまう要因

のほうが、「残業・休日手当を増やしたいから」や「業績手当などを増やしたいから」など

の自発的要因よりも高い値を示している。 
このように、長時間労働に従事している人は年々減少してきてはいるものの、いまだに

その数は多く、まだまだ改善の余地があると考えられる。また、業種や業務内容によって

働き方が多様であるように、法定労働時間という枠組みは存在するものの、労働時間も業

種により差があることが分かった。さらに残業を行う理由も、自分の意志ではなく会社の

方針や顧客の要望などによりやむを得ず行うといったものや、自分自身の意思で行うもの

と様々なものがあり、働き方の多様化に伴い労働者たちの仕事に対する考え方も多様なも

のとなっている。次の第 2節では、企業の労働時間短縮の動きについて考えていきたい。 
 
第 2節 実際の企業の取り組み 
では次に、企業が実際に行っている労働時間短縮のための施策、制度について見ていき 

 
出所：労働政策研究・研修機構（2007）（複数回答） 
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まずは図表 4を見ていく。この図表は労働時間短縮のために実際に企業が行っている取
り組みと、労働者が実際に企業に導入してほしいと思っている制度・取り組みの回答をま

とめたものだ。 
最初に、この図表を見ると、やはり企業が実際に行っている取り組みと従業員が必要で

あると感じている取り組みには様々な点でギャップが存在していることが見て取れる。つ

まり労働者の長時間労働を減らし、労働者が心身共に健やかな生活を送るためには、労働

者一人一人の意識や取組みが大切だが、それだけでなく、企業が適正な管理を行い、働き

やすい環境を提供していくことが必要となってくると考えられる。 
まず、企業側は、労働時間の適正化に向けた取組みや、長時間労働者やその上司への注

意・助言に力を入れて行っているが、その他の取組みについては、従業員が重要だと考え

る割合の高さからみてもまだ十分とはいえず、今後一層取り組んでいく必要があると考え

られる。また、労働者側は年次有給休暇等の取得促進を求めているものの、企業での取組

みはあまり高くない。さらに、企業は正社員の補充より非正社員や外部人材の導入によっ

て従業員の負担軽減を図ろうとしているが、従業員は非正社員や外部人材の導入よりも正

社員の補充を求めているなど、企業と従業員の考えにはズレがあるといえる。

長時間労働が発生する要因としては、仕事量の多さをあげる企業、従業員の割合が、と

もに高い数値を示していることや、労働者が求めている企業の取組みからみてもわかるよ

うに、長時間労働の問題を解決し、労働者の健康に配慮した働き方を進めていくためには、

企業は第一に、従業員の残業や休日出勤の現状を把握し、その上で、業務量を考慮した適

切な人員配置を施していくことが求められる。このことは、働き方の自律性が広がってい

く中で、企業の雇用管理がより一層重要性を持つようになることを意味しているものとい

えるだろう。労働者の健康や働きやすさを考えることは、労働者のやる気を高め、ひいて

は企業の生産性の向上や成長につながっていくこととなり、労使双方にとって良い結果を

もたらすものである。企業には、労働者の求めているものを適切に把握し、それに応えら

れるようにしていくことが求められていくと考える。

第 3節 インタビュー調査より

ここでは、インタビュー調査から労働者が実際に自分の労働時間についてどう感じてい

るのか、またその背景にはどのようなものがあるのか、そしてインフォーマントの方々が

働く企業が行っている長時間労働対策について見ていきたい。 
まずインフォーマントの方々は実際の自分の労働時間に対してどう感じているのか、ま

たその実態を見ていきたい。今回インタビューを受けていただいた方 12名中、7名の方か
ら自分の労働時間は日ごろから長いと感じている、または長いと感じることがあるという

回答が得られた。同時に実際に毎日数時間の残業、または休日出勤を行っているという回

答も得られた。 
では実際に、労働時間が長いと感じる人は残業を行っていて、長いと感じてない人は残
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業を行っていないのかを見ていきたい。やはり労働時間が長いと感じている７名の方は少

なからず、ほぼ毎日残業を行っている。一方で労働時間が長いと感じてない人の中には、「そ

うですね、残業も基本的に、ちょっと子供を迎えにいかないといけないのでできないので、

自分の勤務時間で例えば昼食の休憩時間に仕事したり、で調整して、あとはこう、残って

今は残業はしていないんです」（SO 氏、女性、30 代）や、「そうですね、ほとんどないで
すね」（NP氏、女性、20代）のように、家庭の状況や、業務の性質上、残業をせず定時で
帰宅する人もいるが、「だいたい 2時間から 3時間ですね。だいたい、毎日」（XP氏、男性、
30代）や「通常期で 1時間半くらい」（ZL氏、男性、40代）のように、労働時間が長いと
感じている人と同じくらいの残業を行っている人もいた。 
ではなぜこのように同じくらいの残業を行っているのにこのように労働時間に対する感

じ方に違いが生まれるのか、やはり業種や業務形態などはそれぞれ違うが、残業に対する

考え、または残業を行う理由が原因ではないかと感じる。実際にインフォーマントの回答

を見ていきたい。労働時間が長いと感じる人は「仕事量ですね。 …中略… 少数精鋭化み
たいなもんですからね」、「仕事の多さが一番ですけど、帰りにくい雰囲気もありますね。

上司などがいたらね…」（BO 氏、男性、30 代）や、「理由は…やっぱり終わらない」、「ま
ぁ 17時になったらパソコンが動かなくなるんで、17時に帰っても良いんですけど次の日に
自分がえらいっていうか……強制ではないんですけど」（ZH 氏、女性、20 代）や、「仕事
量が多いっていうのが一番の理由」（FL氏、女性、30代）というように、残業を行う理由
は仕事量の多さ、人員不足、上司よりは先に帰れない職場の雰囲気など、企業の都合や政

策といったものが原因で自分の意思に反した形で残業を行っていると感じている。また、

管理職である LN 氏（男性、40 代）は「会食とか移動時間とかその時間は拘束時間だけど
労働時間ではないけどね。長いとは常に思ってるけどね」と答えており、社内での役職や

業務内容によって労働時間を含めた仕事での拘束時間が長くなってしまうものもあるとい

う回答が得られた。他方で、労働時間が長いとは感じていない人の中には「残業するって

いうのは個々の能力の問題で、自分がしっかりと 1 ヵ月とか 2 カ月ぐらい前から計画を立
ててきっちり仕事を自分でやっとけば、残業する必要はないんじゃないかなと思うんです

よ」（XP 氏）のように、残業を行う理由として、労働時間が長いと感じている人の回答と
比較して、どちらかというと自分の仕事に対する取り組みや、能力不足を挙げていた人も

いた。 
やはり、両方に共通する残業の理由として挙げられる業務量の多さは、労働時間に関わ

らず問題となっているようだが、残業に対する考え方や取り組みがそれぞれの労働時間に

対する感じ方に直接影響を与えてくるのだと考えられる。 
次に、インタビューの回答から得られた、企業の時短政策について見ていきたい。女性

の労働者からは「小学校に入るまでの子供を持っていれば、短時間勤務を申請できまして、

それで今利用してまして、朝 30分、帰り 30分を縮めた勤務時間になっている」（SO氏）
や、「小学 3年生までの子供を持つ親の人は、申請によって 6時間まで時短可能です」（NP



72 
 

氏、女性、20 代）のように、小さな子供がいる場合の短時間勤務というものが多く挙げら
れた。また「週 1 回ノー残業デーがいつだったかな…金曜日か水曜日か」（SO 氏）のよう
に、週 1 日残業せずに定時に帰る日を設けている企業も多くあるようだ。その他にもフレ
ックスタイムなど様々なものが実際に制度として存在し、利用されているようだ。これら

の制度は、とても一般的なもので労働者としても利用しやすいのだと考えられる。 
他方で、企業の政策と実際の働き方がうまくかみ合っていないと感じる例もあった。BO

氏の場合は会社の電気は 19時に消えてしまうが、1人当たりの仕事量が多いため、19時以
降は小さな電気をつけて仕事をしている。また ZH氏の場合は本人は自分の労働時間にさほ
ど不満は感じていないが、17時にパソコンが止まり、会社は従業員の退社を促しているが、
書類整理などのデスクワークが残っているため定時には帰れず、毎日数時間の残業を行っ

ている。このように企業が行っている取り組みが、実際に職場の状況に即しておらず、効

果が得られていないという例もあった。実際に BO 氏は「時短の制度というか…水曜木曜
は 19：00で電気が消えますね。ただ電気が消えるだけなんでね…皆、小さな電気をつけて
仕事をしていますね」と語り、また ZH 氏は先ほどの引用でも述べたとおり、「まぁ 17 時
になったらパソコンが動かなくなるんで、17 時に帰っても良いんですけど次の日に自分が
えらいっていうか……強制ではないんですけど」と語る。 
今回のインタビュー調査でも分かったように、実際に毎日残業する人は多く、企業はそ

の対策を講じているが、職場では思っているほどの効果は得られていない。ノー残業デー

や、フレックスタイムのようにどこの企業でも行っているような制度は比較的メリットも

大きく、利用する人も多いが、さきほどの BO氏や ZH氏の回答のように、企業独自の取り
組みはあまり効果が得られていないように感じた。こういった制度はやはり実際に効果が

得られないと意味がないと思うので、現場の状況をしっかりと把握したうえで制度を作っ

ていってほしい。 
 
おわりに 
以上のように、本稿では長時間の労働に従事する労働者の実態と、企業の長時間労働に

対する取り組みを見てきたが、私は長時間労働と企業の取り組みについて考えてきた中で、

大きな二つの問題があると感じた。 
1つ目は、長時間労働が労働者・企業の双方の中で当たり前のものとなってしまっていて、

また黙認されてしまっているという現状があるということだ。第 1節の図表 1でも見たが、
長時間労働に従事している労働者の数は年々減少してきてはいるものの、その数はまだま

だ多く、今後さらなる対策が必要であると感じる。 
2つ目は、労働者と企業との間に、長労働時間に対する考え方にギャップが存在している

ことだ。これは第 2 節、第 2 節で見ていったが、企業は長時間労働是正のため、さまざま
制度・施策を行っているが、実際に効果は出ているものの、まだまだ労働者が満足できる

ものではなかったり、また実際の仕事と制度が全く噛み合っていないという現状にあるよ
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うだ。 
やはり、これからさらに労働者の雇用環境というのは重要視され、企業もその取り組み

に力を注いでいかなければならなくなるだろう。これから社会に出て働く私たちからすれ

ば、実際にこういった現状がある以上は安心して働くことができないと思う。企業には労

働者の働き方や業務内容、その思いを受け止めて労働者一人一人にとって働きやすい環境

作りを行ってほしいと感じた。 
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第 8章 長時間労働の現状とその解決に向けて 
 

山地亮輔 
 

はじめに 
日本人は働きすぎだ、と一般によく言われる。事実、過労死や精神障害での労災申請件

数・認定件数はここ数年増加傾向にあり（厚生労働省, 2008）、文字通り死ぬほど働く人が
増えている。まず、日本の年間労働時間の推移を確認する。 

 
出所：厚生労働省（各年度版より）、総務省（2009） 

 
図表 1 は、毎月勤労統計調査と労働力調査から作成した、日本における年間労働時間の

推移である。毎月勤労統計調査は厚生労働省が毎月行っている調査で、企業に対してアン

ケートを取っている。そのため回答は各企業の賃金台帳に基づいており、企業側の把握し

ている残業時間しか含まれていないため、サービス残業は反映されていないと言われてい

る。また図中の「一般労働者」は、パートタイム雇用者を除いたものであり、正社員が主

であるといえる。 
労働力調査は、総務省が毎月行っており、労働者に対してアンケートを取っている。そ

のためサービス残業も含まれていると考えられるが、調査対象は「調査期間の月末 1 週間
に 1 時間でも仕事をした人」であり、パートや派遣労働者、日雇労働者等も含まれている
ことに注意が必要である。 
図表 1 から、日本での労働時間は各統計調査の方法と対象による差がみられるものの、

おおむね減少傾向にあると言ってよいだろう。総務省（2009）によると、週 60時間以上働
く労働者は 2009 年に 9.3％で、1999 年の 11.0％と比較して 2 ポイント弱の減少がみられ
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る。一方で、週 1～34時間働く労働者は 1999年の 21.9％から 2009年には 27.1％と、5ポ
イント強増加しており、パートタイム労働者の増加が、労働力調査や毎月勤労統計調査の

労働時間を押し下げているといえる。さらに 2007年以降では、毎月勤労統計調査での男性
や労働力調査において、より顕著な減少がみられるが、これは 2007年のサブプライムロー
ン問題の顕在化、2008年のリーマンショック等、金融危機を発端とする景気の後退が原因
と考えられる。自動車や鉄鋼等、大手製造業で工場の操業停止や派遣社員の雇い止めが相

次いだ（朝日新聞, 2009）ことは記憶に新しい。 
しかし、他方で「一般労働者」の労働時間をみると、2007年までは軽い増加すらみられ

る。2008年ごろから景気の後退によって減少に向かっているが、それまでは労働時間は横
ばいであったと言える。これは、正社員においてはさほど労働時間が短くなったとはいえ

ないことを表している。 
また、小倉・藤本（2007）によると、2005 年 6 月の調査で正社員の月平均労働時間は

199.7時間、月 240～300時間働く労働者の割合は男性で 22.4％となっている。正社員の月
平均労働時間を単純に 12 倍すると年間 2396 時間となり、日本の諸統計と比較して長い数
字が出ている。この調査は労働者に尋ねているため、より現実に近い値と考えられる。ま

た、月 240～300時間の労働時間は、1日 8時間×4週間＝160時間を法定労働時間と考え
ると、月 80時間以上の残業をしていることを表している。つまり、正社員男性の 5人に 1
人が月 80時間以上の残業をこなしていることになり、これは過労死認定基準の 1つを満た
す。さらに、同調査では労働時間に対する希望を尋ねているが、「もっと短くしたい」が

48.8％、「適当な長さである」が 46.1％、「もっと長くしたい」が 3.5％となり、約半数の人
が労働時間をもっと短くしたいと答えている（小倉・藤本, 2006）。この傾向は労働時間が
長いほど強くなり、月 240～300 時間働く労働者では、約 83％もの人が「もっと短くした
い」と回答している。このことから、労働時間への満足度は低く、過労死認定基準を超え

るような働き方をしている労働者もいることがわかり、それに対する対応が今後の課題で

ある。 
また、この労働時間は他国と比較して長いのだろうか。OECD（2010）では、2008年ま

での OECD加盟国の年間労働時間を調査している。日本は OECD加盟 33カ国中、労働時
間の短さは 20位である（2008年時点）。OECDの中では平均的な労働時間だが、日本より
も労働時間の長い主要先進国はアメリカ合衆国とイタリアのみであり、日本は経済の発展

度と比べると比較的長いほうであるといえる。全体の傾向としてはわずかに減少している

が、2002年ごろから労働時間の短い国を中心に下げ止まり、もしくはわずかな労働時間の
増加が見て取れる。 
しかし、OECDの調査にはパートタイム労働者も含まれる。OECD（2010）によると、

2008年の週 30時間以下の労働者の割合は日本が 19.6％、韓国が 9.3％、ドイツが 22.1％、
アメリカが 12.8％、などとなっている。パートタイム労働者が多いと平均的な労働時間は
短くなるため、フルタイムのみで比較すると、日本の労働時間は OECD加盟国の中でさら
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に長くなることが推測される。 

 
出所：OECD（2010） 

 
こうした世界、あるいは日本の労働時間の趨勢の中、本稿では日本の正社員を対象とし

て扱い、なぜ労働時間が長くなってしまうのか、実際に働いている人は自らの労働時間を

どう思っているのか、について考えていきたいと思う。 
 
第 1節 なぜ労働時間が長くなってしまうのか 
そもそも労働時間とは、労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間をいう。これ

には休憩時間は含まれないが、たとえば手待ち時間は含まれる。 
では、労働時間はどのように決まるのか。佐藤（2008）は、｢業務量= 要員マンパワー（人

数×スキルレベル） ×労働時間｣という分析枠組みを立てている。この式に当てはめると、
要員マンパワーに対して業務量が多いと、労働時間が長くなることがわかる。その上で、

要員マンパワーに対して業務量が多くなるという現象自体を分析するため、事業計画、要

員管理、予算管理、進捗管理といった「仕事管理」の問題、さらに職場の管理様式と仕事

特性、管理者や社員の行動と意識といった「職場マネジメント変数」、そして業務量の多さ

が長時間労働につながっている際の「労働時間管理・規制」をそれぞれ検討し、それらの

関係を見る必要性を指摘している。 
また、小倉・藤本（2010）は大手 IT企業の従業員へのインタビュー調査から、仕事の進
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め方や顧客などとの関係性という「仕事特性」、要員量や労働時間管理という会社の「要員

管理の問題」、仕事に対する積極性などの「個人特性」が労働時間に影響することを明らか

にした。 
これら 2 つの分析結果から、どのような要素が労働時間の長さに影響を及ぼすのかをま

とめると、以下の 3点に集約される。 
①仕事の進め方や顧客との関係性、事業の繁閑といった「仕事特性」 
②要員量や労働時間管理などといった会社の行う「仕事管理」 
③個人の仕事に対する積極性や、仕事/余暇志向といった「個人特性」 
この 3つの視点から、インタビュー結果を見ていきたい。特に「仕事管理」に関しては、

「労働者個人を対象としたアンケート調査の個票を分析してその課題を追究するには、残

念ながら多くの点で困難がある」（小倉・藤本, 2010）と、アンケートを用いての定量分析
は難しいとされており、インタビューを通した定性分析が有効と考えられる。 
また、労働時間に対する満足度は「労働者の働く意欲・満足度や労働生産性等の企業パ

フォーマンスと企業の雇用管理制度や雇用方針等の関係は一層重要になってくる」（労働政

策研究・研修機構, 2004）と指摘されている。同調査で週 50時間以上働く労働者の労働時
間に対する満足度は 37.5％となっており、週 30～50時間働く労働者と比べて 5ポイントほ
ど低くなっている。労働時間と満足度の関係はこれまでの研究であまり触れられてこなか

ったため、本稿で扱うことにした。 
 
第 2節 働く人たちは自らの労働時間をどう思うか ～インタビュー調査から～ 
では、実際に働く人たちの声を聞いてみよう。ここでは、2010 年 8 月～9 月頃にかけて

実施したインタビュー調査をもとに、労働時間をどのように捉えているか、労働時間別に

どのような傾向があるかを分析する。 
今回のインフォーマントの方は合計 12 名、うち男性 6 名、女性 6 名、全員が正社員で、

職種は事務が 5名、営業が 5名、管理職が 2名であった。年齢別に見ると 20代が 3名、30
代が 7名、40代が 2名であった。 
このインタビューでは、労働時間にいくつかの傾向がみられた。ここでは１日の法定労

働時間を 8 時間とし、それを超えた部分を残業時間と考える。その上で、通常期（忙しく
ないとき）の 1 日あたりの残業時間が 30 分未満かどうかを“基準”として、分類を行う。
この 30分未満という数字は、ほとんど残業がないと言っても差支えのない値である。デー
タはインタビュー時に記入してもらった生活サイクルの出退勤時刻を利用した。このデー

タは全員が必ずしも同じ基準で記入しておらず、就業前の準備の時間や終業後の雑談等も

含まれている可能性もある。またどの事柄が労働時間で、どの事柄が労働時間でないかを

判断するのは難しいため、ここでは無視して考える。そのため、実際の労働時間は生活サ

イクルから計算した値よりも短くなるであろうことを注記しておく。また、出退勤時刻か

ら昼休憩を 1 時間差し引いた時間を労働時間とし、インタビューの回答とずれが生じる場
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合でも生活サイクルの出退勤時刻への記入を優先した（なお、ずれは 30分未満である）。 
ここから、労働時間について以下の 2つの型に分類することができる。1つは、通常期に

は残業がほとんどない（30分未満である）「通常期無残業型」、もう 1つは通常期にも 1日
30分を超える残業がある「常時残業型」である。この 2つの類型を使って労働時間が長く
（短く）なっている要因を探り、また、労働時間と満足度の関係を探る。 
 
「通常期無残業型」…通常期には残業がほとんどない人々 
該当者：ZH氏、SO氏、ZU氏、NP氏、LL氏 
ZH氏は、事務（データ入力、整理）の仕事をしている。残業について尋ねたところ、「残

業は…まぁ 1 時間くらい。30 分から 1 時間ぐらい」、「忙しい時期でもパソコンが 17 時に
止まってしまうんですよ。だから残業のしようがないというか」という回答を得た。業務

の性質上、「営業の人が取ってきた書類を処理するから…前日とかにこの日は忙しいとか分

からない」ため、次の日に仕事を回すと「17 時で帰っても良いんですけど次の日に自分が
えらい」状態になる。そのため、毎日残業をして次の日に備えるというスタイルをとって

いる。繁忙期は「4月と、7月と、11月と、2月」だが、繁忙期でも 18時半には仕事を終
えており、比較的短い残業時間で処理し切ることのできる業務量なのではないか、と推測

される。時間管理については「パソコンの中にログオンとログオフが記録されてて、ほん

とは残業したのにしてないとかそういうことのはできないんですよ」と、労働時間の把握・

管理が行われている。仕事の持ち帰りの有無について尋ねたところ「お客さんのなんかこ

う、いろんな情報とかあるから家には持って帰るのはちょっとできないんですよ。社外持

ち出し禁止で」、「会社の中で全部やりますね」、また休日出勤については「全くないです」

との回答を得た。 
これらから、業務の絶対量が少なく、労働時間管理がパソコンで行われていること、社

外への持ち出しや休日に仕事がないことから、労働時間が短くなっていると考えられる。

労働時間については「満足しています」との回答を得た。 
 

SO氏は、事務（会計担当）の仕事をしている。現在、未就学の子どもがいるため、短時
間勤務の申請をしている。そのため、残業は「ゼロですね」、「子どもを迎えに行かないと

いけないので（引用者注：残業が）できないので、自分の勤務時間で例えば昼食の休憩時

間に仕事したり、で調整して」と、休憩時間を削って仕事をこなし、勤務時間が終わった

らすぐに退勤する、という働き方をしている。独身の時や、子どもが生まれる前はずっと

残業をしていた。繁忙期は年度末で、残業をしていた時は「毎日 7 時ぐらいまでで、決算
月で 10時とか」と、1日 2時間程度、年度末で 1日 5時間程度の残業を行っていたそうだ。
労働時間の管理については、「勤務時間確認簿」に何時に出勤して何時に退勤したかを自分

で記入することになっている。また休日出勤については、年に何日か決まった出勤日があ

る。特徴的なのは、「その時でなかったら間に合わないような仕事がある場合のみしか、今
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は多分認められていないんです、残業が」、「翌日でもできるような仕事であれば、もう早

く帰りましょうっていうのがいま＊＊（勤務先）の体制なので」と、業務量の多さからく

る残業が認められていない、という趣旨の発言をしていたことだ。 
これらから、あまり業務量が多くなく、短時間勤務をしていること、その日のうちにや

らなければならない喫緊の業務が少ないことから、労働時間が短くなっていると考えられ

る。現在の労働時間については「いや、短いと思います」との回答を得、また給与の男女

差別がなく、育休・産休や有休も取りやすく、総合的に満足されているようであった。し

かし、子どもが生まれる前は 2 時間程度の残業を毎日行っており、現在のみ短時間勤務と
いう特殊な勤務体制にあることに留意が必要である。 
 

ZU 氏は事務（広報）の仕事をしている。ZU 氏に残業について尋ねたところ、「残業は、
なるべくしないで帰っています」と、よほどのことがない限り残業はしていないとの回答

を得た。休日は土日祝で、イベントがあるときは出勤することもあるが、「頻繁に休日出勤

があるということはないです」。また、「少し前であれば、コンサートをしたんですよね。

その時の準備とかあって、普段の仕事プラスそっちの準備とかあったので」と、繁忙期は

特に決まっていないようだ。仕事の持ち帰りについては、「一切持ち帰らないですね。とい

うのも、仕事上個人情報とかありますので」、「経理とか締めの関係のところは大変そうで

すけれど、広報的には …中略… ちょっと余裕を持って（できる）」と、持ち帰りはなく、
また急ぐ仕事があまりないようだ。労働時間はタイムカードにより管理されている。 

NP氏は事務（人事）の仕事をしている。NP氏に残業について尋ねたところ、「繁忙期に
なってもあまり残業とかにはならない感じですかね」、残業は「ほとんど無いです」との回

答を得た。残業の理由については「仕事の延長ですね。急な仕事が入ったときに残業にな

ることが多いので」。繁忙期については、「採用とかをしてるので中途とかならバラバラだ

し、教育とかも急に入ったりはしますね」と、不定期のようだがあまり量が多いわけでは

なさそうだ。休日は土日祝で、休日出勤はめったにない。労働時間はタイムカードにより

管理されている。 
これらから、ZU氏と NP氏には急ぎの仕事があまりなく、またあったとしても普段の業

務プラスα程度で、あまり長い時間、あるいは長い期間残業しなくても済むため、繁忙期

というよりも「忙しい日は標準を上回る」程度といえる。ZU氏は労働時間について「私は
長いとは感じませんね。適度な時間」、「このくらいの仕事量で、給料もちゃんといただけ

てて、文句をいうと贅沢になりますね」、NP 氏は「8 時間が長いとは感じませんね」と、
両氏ともに適切な労働時間で、満足と感じているようだ。 

LL 氏は、事務の仕事をしている。残業について尋ねたところ、「今は、すごく閑散期な
ので、ほとんどしてないですね」、と残業はほとんどないとの回答を得た。一方で繁忙期は

「年明け、1月から 4月ですか」、「1～3月っていったら新年度の準備がものすごく多いし、 
…中略… 今の時期では考えられないような量になってくるから、それはどうにもならない
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んで。その時期だけ人を増やすわけにもいかないし、今いるスタッフで乗り切るには、残

業しないと」、「8時はいつも超えているんで、3時間ぐらいは毎日してますね」と、繁忙期
には残業を行っている。休日は土日祝で、休日出勤もある（数日）。また、残業の内容は所

定時間と同じ仕事であり、理由は業務量が多いからとのことだった。 
LL氏は労働時間について「繁忙期はしょうがないので、それが普通だと思っているので、

閑散期にいかに残業せずに帰るかっていうところで調整してます」と、自分の中で整理を

つけているようだ。また閑散期は長いと感じるか、という質問に対し「ないですね。それ

なりに、仕事はあるので」と、適切であると回答している。 
 
「常時残業型」 
該当者：ZL氏、LN氏、LP氏、FL氏、UB氏、XP氏、BO氏 
ZL 氏、LN 氏はともに管理職をしている。ZL 氏、LN 氏に残業について尋ねたところ、

「通常期で（1日）1時間半ぐらい。でもそれは残業じゃないからね。管理職にとって残業
はないから」（ZL氏）、「月 50時間くらいですかね。管理職なんで残業という考えがないん
ですよ」（LN 氏）と、両氏とも管理職のため、労働時間管理や休憩、休日の適用除外とな

ることを認識していた。休日出勤については「ありますよ。海外出張とかだとずっと土日

も関係なくありますから」、「あとはやっぱり立て込んでるときだとね。土日も出勤するよ」

（ZL氏）、「月に 2、3回かな、会合を除いてね」（LN氏）と、結構な頻度で休日出勤があ
る。時短制度については、どちらもノー残業デーが水曜日にある。また、「僕は会食とか会

合が多くて」、「会食とか移動時間とかその時間は拘束時間だけど労働時間ではない」（LN
氏）、東京の時と比べて「仕事の時間は短くなったんだけど夜のお付き合いは何十倍」（ZL
氏）と、労働時間ではないものの、拘束される時間が長いと答えている。 
労働時間の長さについては、「いや、普通かなあ。慣れてるからね。短くなった気がする」

（ZL氏）、「長いと常に思ってるけどね。だからもっと時間欲しいですよ。もっと仕事した
いですからね」（LN氏）と、慣れと仕事への意欲から、不満足とは感じていないようだ。 
 

LP氏は、営業（法人向け、機械の販売）の仕事をしている。残業について尋ねたところ、
「（1日）1、2時間だね」、内容については所定内でできなかった部分を続けたり、「自分の
目標を達成できなかった部分とか」との回答を得た。残業の理由については「仕事ができ

ないからでしょ」と、自分の職務遂行能力の低さを挙げている。繁忙期は「忙しいよ、ず

っと」と、ずっと忙しいようだが、そのなかでも忙しい日とそうでない日で 2 時間ほど違
うようだ。また水曜日はノー残業デーで、基本的に残業はできない。仕事の持ち帰りにつ

いては「しない。持って帰ってもしないもん、だって」と述べている。 
LP氏は、日常的に 1日 1時間半程度の残業をしており、忙しい日には 3時間半程度の残

業をしている。労働時間について、「自分が興味ある仕事をしてる時は楽しい」が、「嫌な

仕事してるときは 15 時とか 17 時とかでも長いって思う」という回答を得た。一定の満足
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を得つつも、労働時間以外の部分で満足/不満足が決定されているといえる。 
 
FL 氏、UB 氏はともに、営業（企画）の仕事をしている。春や夏から秋にかけて非常に

忙しく、「季節労働者的なところがある」（UB 氏）。その時の残業量は「バラバラですね。
この日だったら 6時間」、「忙しいときは 5時間として 20日働いたら（月に）100時間くら
いかな、例えばよ」（FL氏）や、UB氏も生活サイクルのアンケートに午前 9時から午前 2
時までと記入しており、かなりの残業時間になっていることがわかる。なぜ残業になって

しまうか質問したところ、「仕事量が多いっていうのが 1番の理由」（FL氏）、「日中は外に
出たりとか、いろいろ打ち合わせとかして、 …中略… 例えば、資料の作成とか、台本を
作ったりとか、そういうデスクワークが夕方ぐらいからじゃないとまともにできてこない

です」（UB 氏）と、仕事量の多さと業務の性質が関係している。さらにイベントは休日に
行われることが多いため、休日出勤も多くなっている。逆に閑散期は冬で、「もっと忙しく

ないときは（引用者注：月の残業時間が）10、20ぐらいじゃないですかね」（FL氏）、「大
体 8 時ぐらいかな、平均したら。暇なときでも」（UB 氏）と、ある程度慢性的な残業があ
りつつも、比較的短い残業時間となっている。休日は「土日祝（笑）取れませんよ」（FL
氏）と、繁忙期にはほとんど休みもない。休日出勤の代休制度はあるが、月 1 回使うかど
うかぐらいとのこと。 
労働時間管理については、「一切ないです」、「暗黙の了解みたいなのがあって。 …中略

… 個人個人好きなように」（UB 氏）、「時間管理も何もない」、「（朝も）ない。なんとなく
9時半」（FL氏）、時短の制度については「ないですね、別に」（UB氏）、「聞いたことござ
いません」（FL氏）と、労働時間の管理や短縮しようという動きは無い。 
労働時間に関しては、「まあ、長いでしょうね」、「メリハリをつけるようにはしてます。 

…中略… 暇なときは早めに帰ろうとか。昔はなんかだらだらしてたり、逆に上司とかが帰
らなかったら帰りにくいとかあったんですけど、そんなん知ったこっちゃないという感じ

ですね」（UB 氏）、「それは長いですよ。でも、季節によります」と、両氏とも長く感じて
いることは確かだ。しかしながら、FL氏は「まぁ仕事が趣味みたいになってるからそれが
満足してるってことなのかな。ほぼ満足」と、仕事に関しては楽しいと感じており、満足

している。だが一方で、体力勝負な業界であることから、今の仕事を長く続けるのは無理

だろうとも感じている。 
 

XP 氏は、営業（企画）の仕事をしている。残業について尋ねたところ、「うち 5 時半ま
でなんで、だいたい 2 時間から 3 時間ですね。だいたい、毎日」との回答を得た。内容に
ついては仕事の継続や、伝票の処理、打ち合わせなどが遅くまであるため、とのことで、

慢性的にある程度の残業があることがわかる。余談だが、インタビュー中にも仕事の電話

で一時中断があった。休日は「基本的には休み（引用者注：土日祝のことと思われる）」だ

が、イベントがあると出ていて、その分は代休を処理している。繁忙期は 7 月から 9 月と
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12 月で、朝 7 時半には会社に来て、20 時頃帰宅しているため、1 日の労働時間は 12 時間
半、約 4 時間半の残業をしていることになる。時間管理に関しては「うちはないです。ち
ゃんと 9 時半までに会社に来て、で 5 時半過ぎたら帰っていただいてもいいと。ちゃんと
自分の仕事をしておけば、特には言われないです」と、時間管理は行われていない。 
労働時間の長さについて尋ねたところ、長いとは「思わないです」、「満足してます」と

の回答を得た。 
 
BO 氏は、営業（販売）の仕事をしている。残業について尋ねたところ、「朝 7 時半には

会社に来ていますね。夜は、20 時半か 21 時には帰るようにしていますね」と、1 日に 12
時間半の労働時間、約 4時間半の残業時間がある。内容については、「朝は早く来て、仕事
にかかる前の準備、確認や掃除」、「夜は、営業から帰っての事務処理ですね」と、日常的

な業務であり、慢性化した残業であることがわかる。残業の理由を尋ねたところ、「仕事の

量の多さが一番ですけど、帰りにくい雰囲気もありますね。上司などがいたらね…」と、

業務量の多さに加え、帰りにくい雰囲気もあるそうだ。繁忙期は年末くらいだが特に変わ

らず、年中同じぐらいの残業時間のようだ。休日は月曜日と年間で決まった日で、休日出

勤も月 2、3回あるという。労働時間の管理については手書きで、時短の制度として通常は
20時に、水曜木曜は 19時に会社の電気が消える仕組みがあるが、「ただ電気が消えるだけ
なんでね…皆、小さな電気をつけて仕事をしていますね」、「この制度と仕事がうまく噛み

あっていないんですよね」と、全く意味を成していない。 
労働時間について尋ねたところ、「長いと思いますね」と、やはり長く感じているようだ。

ほかにも残業手当がきちんとつかなかったり、不満要素は大きそうに見える。 
 
第 3節 分析結果 ～労働時間に影響を及ぼす要素は何か～ 
第 2節の 12人へのインタビュー結果から、次のことが考えられる。 

「通常期無残業型」 
特徴：労働時間への満足度が高く、労働時間管理がしっかりしている。また、通常期は

業務量が所定労働時間外に食い込むほど多くなく、その日のうちに片付けてしまわないと

いけない仕事が少ない。残業がしにくく、またその必要性も薄いシステム・業務内容にな

っている（ZH 氏、SO 氏（例外的））。突発的な仕事が舞い込んでくることも少なく、また
あまり多くの種類の仕事を 1人で担っていない。繁忙期は、残業は増えるが 20時台には終
わる程度の残業である。また残業の理由としては日常の業務に追加で入ってくる仕事への

対処であり、必ずしも締切りに強く追われる仕事ではない。休日出勤も少ない。自社内で

取り組む仕事が多く、社外の人と関わることが少ない。職種は事務が 5 名。また、全員が
女性である。 
「常時残業型」 
特徴：通常期でも、1～4 時間半程度の残業が慢性的にある。繁閑の差の大きい人のほう
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が繁忙期の労働時間は長くなる傾向にあり、繁忙期の残業が 3時間半～8時間に及ぶ人もい
る。そのため終業が早くとも 21時以降、日付が変わるころまで働いている人もいる。また
休日出勤も多い。職種では管理職が 2名と営業が 5名となり、事務はいない。男性が 6名、
女性が 1 名。管理職に関しては、そもそも残業という概念はないが、会食や会合、夜の付
き合いなど、労働時間でない拘束時間の長さもかなりある。全体的に繁忙期の労働時間の

長さと、繁忙期自体の長さ、頻度の高さが伺える。労働時間は長いと感じている人が多い

が、しかし「楽しい仕事をしている」と感じている人もいる。業務内容は他人と関わる頻

度の高いもの、お客さん相手のものが多い。労働時間管理については管理職はもともと無

いが、それ以外でも無いところが多い。 
これらを、第 1 節で見た「仕事特性」「仕事管理」「個人特性」の 3 つの視点から整理し

てみる。 
「通常期無残業型」 
①仕事特性 
定型的な業務、（通常期には）残業しなくても終わる程度の業務量、締切りに追われにく

い、繁忙期が短い、顧客相手の仕事でない、突発的な仕事が発生しにくい、仕事をする場

所は主に社内、事務職 
②仕事管理 
繁忙期には仕事が増えるが要員量は変わらない、労働時間管理はタイムカードやパソコ

ンのログオン・ログオフなど、小さな子どもを持つ親を対象に短時間勤務制度があり、利

用出来る、残業代は出る、土日祝がきちんと休める 
③個人特性 
女性、既婚が多い、結婚後・出産後も定年まで働きたいと思っている、家事をほぼ一手

に引き受けている 
 
「常時残業型」 
①仕事特性 
突発的な仕事が多い、同時並行して行う業務が多い、業務の繁閑が著しい、繁忙期の期

間が長いか不定である、常に残業が必要な業務量、締切りがある、顧客との打ち合わせが

ある、社外で仕事をすることが多い、海外出張がある（管理職）、営業職、管理職 
②仕事管理 
仕事量に対して要員量が少ない、労働時間管理はほとんど行われていない、ノー残業デ

ーがあるが、有効でないところがある（BO氏）、仕事が 1人に任されている（管理職、FL
氏、UB 氏）、残業代が全額はきちんと支払われていない（LP 氏以外）、上司が居て帰りに
くい（BO氏）、休日出勤が多い 
③個人特性 
男性が多い、仕事が好き、あるいはもっとやりたいと思っている（FL氏、LN氏） 
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また、労働時間に対する満足に関してまとめると、 
「通常期無残業型」ZH氏、SO氏、ZU氏、NP氏、LL氏 
→全員満足、もしくは適切であると回答。 
「常時残業型」ZL氏、LN氏、LP氏、FL氏、UB氏、XP氏、BO氏 
→はっきりと満足、と言ったのは XP氏のみ。労働時間は長いとしつつも、一定の満足を

示したのは FL氏、ZL氏、LN氏。どちらともいえないのが LP氏、UB氏、不満そうなの
が BO氏であった。 
 
以上の分析結果から、仕事特性、仕事管理については差がみられることがわかった。特

に、仕事特性における業務量と業務の種類、業務を行う場所、業務の繁閑、仕事管理にお

ける労働時間管理と休日出勤、時短制度の有無に関しては明確な差が見て取れる。労働時

間の長い「常時残業型」グループは、業務量が多く、業務の種類が多彩で業務を行う場所

が自社内のみにとどまらず、業務の繁閑が著しく、労働時間管理があまりなく、休日出勤

が多く、時短の制度も無い、もしくは有効に機能していないという結果となった。逆に、

労働時間の短い「通常期無残業型」グループは、業務量があまり多くなく、業務の種類が

少なくて基本的に自社内で行う仕事であり、業務の繁閑があまりなく、労働時間管理がな

されており、休日出勤が少なく、時短制度がある程度有効であるという結果となった。個

人特性に関してはあまり該当する答えが引き出せなかったが、性別による差はあった。ま

た、仕事が楽しい、もっとしたいと答えた人がいたのは「常時残業型」に属するインフォ

ーマントのみであった。 
労働時間に対する満足度については、「通常期無残業型」のインフォーマントは全員が満

足、もしくは適切であると回答した。一方、「常時残業型」のインフォーマントは満足な人

もいた一方で、そうでない人もいた。 
 

おわりに 
本稿では、正社員を対象に長時間労働の現状を確認しようとしていた。しかしインタビ

ューを進める中で、長時間労働を強いられている人とそうでない人がいることがわかり、

なぜ長時間労働は発生するのか、労働時間の長さを決めるものは何なのか、という視点に

少しずらすことにした。先行研究とインタビュー結果から、長時間労働の原因と、労働時

間の長さの規定要因がある程度明らかになったといえる。そこで、長時間労働を防ぐため

にはどのような施策が考えられるか、僭越
せんえつ

ながら述べたい。 
第 2 節から、仕事特性と仕事管理について長時間労働とそうでない人で明確な差が見ら

れることが判明した。そのなかで、仕事特性の業務量と業務の種類、業務を行う場所につ

いては変えようがない。これらの要素を長時間労働に影響しないようにするためには、要

員マンパワーを増やすしかない。つまり、会社が新たな人材を雇用することが必要になっ

てくる。しかし、要員マンパワーは「人数×スキルレベル」で決定されるため、「『誰でも



85 
 

良い』わけではなく、ある程度の能力・スキルがある人材の追加投入には賛成だが、新人

などではかえって育成に時間がかかるので面倒」（小倉・藤本, 2010）という問題がある。 
仕事管理については、労働時間管理がほとんど行われていないことがわかった。そのた

め、タイムカードや ICカードによる労働時間の把握・管理が有効であると考えられる。ま
た、残業代が支払われていない、休日出勤が多く代休が取りにくいなどは、労働時間管理

とあわせて会社のコンプライアンス意識の低さが問題となる。しかし一方で、仕事にやり

がいを感じている人がいることもまた事実であり、一律に法律を遵守するように指導する

ことが必ずしも有効であるとは考えにくい。だからといって、現状を容認する方向に法改

正を進めると、ますます長時間労働化は進むだろう。微妙な舵取りが要求される。 
今回のインタビューでは、個人特性についてはあまり触れておらず、差がわからなかっ

た。これからさらに研究を進めるならば、仕事が好きか、あるいは仕事と生活とをどのよ

うなバランスで重視したいかなどについて触れていきたい。そのうえで、長時間労働を防

ぐためにはどうすればよいか、企業や政府からの視点と、労働者からの視点について考え

ていきたいと思う。 
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第 9章 男性の育児休暇取得の現状 
 

山口正人 
 
はじめに 
近年、男性の家庭参加というものが取り上げられ、社会的にも推進されるようになって

きている。2010年には流行語大賞トップ 10に「イクメン」という育児に積極的に参加す
る男性を表した言葉が選ばれたほどである。このように男性の育児参加は今、非常に注目

されている。本稿では男性の家庭参加（特に育児参加）について、その現状や制度、また

実際の労働者がどのように感じているのかを考察し、今後の課題についても考えていく。 

 
出所：内閣府（2009） 

 
出所：内閣府（2009） 
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図表1　「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」とい
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内閣府の調査によると「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきであるという考え方につい

て」の是非を問う質問で、肯定派（賛成＋どちらかといえば賛成）の割合が 41.3％。否定
派（反対＋どちらかといえば反対）の割合が 55.1％となり、肯定派を上回る結果となって
いる。日本では既に過半数の人間が性別役割分業については否定的な意見を持っているこ

とになる（図表 1）。1992年に行われた同調査（図表 2）では、肯定派が 60.1％。否定派が
34.0％と肯定派が 6割を占めていた。調査結果が逆転したことについては、さまざまな要
因（男女平等や女性の社会進出による共働き家庭の増加など）について考えることができ

る。この結果だけを見れば、家庭のこと（家事・育児）は女性だけの仕事ではなく、男性

も参加し夫婦で協力するものになってきているのかも知れない。 
では実際の 1日の生活時間を男女はどのように使っているのか。図表 3を見ると、男性

のほうが労働時間が長く、家庭に使う時間（育児時間＋家事時間）が女性より短い。両者

とも共働きの平均時間であるので、共働きになったとしても男性は家庭に時間は使わず、

女性が仕事の時間を短時間にして家庭のことを担っている。これは、図表 1の結果に矛盾
しており、今でも女性が家庭を守っていることになる。 

 

 
出所：総務省（2006） 

 
さらに家庭に対する事柄、特に育児についての大きな指標である育児休業取得率につい

て見ていく。厚生労働省の「平成 21年度雇用均等基本調査」によれば、男性の育児休業取
得率は 2009年で 1.72％である。とても低い値であるがこの結果でも過去最高の値である。
一方、女性の育児休業取得率は高い値（2009年では 85.6％）を示している。男女を比較す
るとその差は明らかである。 
このように男性の育児休業取得率は低い水準のままである。育児休業がとれない現状を

受けて、2010 年 6 月 30 日には改正育児休業法が施行された。内容としては、これまでは
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一度育児休業を取得した場合に、特別な事情がない限り 2 度目の取得はできなかったのに
対して、子の出生後 8 週間以内に取得していた場合、特別な理由がなくとも 2 度目の育児
休業が取れるようになった。また配偶者が専業主婦（夫）であったり、育児休業取得中で

あった場合の育児休業の取得は労使協定による申請が必要だったが、改正により撤廃され

自由に取得できるようになった。このように法改正も進め、少しでも男性の育児休業が取

得しやすい環境を整えていっている。 
 

 

出所：厚生労働省（2010） 
 
性別役割分業意識が薄まったとはいえ、以前として家庭については女性が担っており、

男性の家庭参加は少ない。本稿では、その中でも育児の項目について、男性の育児休業が

なぜ取れないのか、さまざまなデータやインタビュー調査の結果から考えていく。 
 

第１節 企業側の取り組み 
「はじめに」では男性の育児休業取得率が大変低いという現状を確認した。その原因は

どこにあるのか。本節では、企業側に焦点を当てて考察していく。 
まず企業の中で育児休業制度の規定があるのはどの程度であるかを確認する。図表 5 は

企業規模別に見た、育児休業の規定がある企業の割合である。ここからは、明らかに従業

員数別に違いが見られる。従業員数が多いほど制度そのものは整っている。反対に従業員

数が少ないほど、制度の整備は進んでいない。また 2005年からわずかなポイントの違いは
年ごとにあるものの、従業員数に関係なく割合の変化はほぼない。 
従業員 500 人以上の大企業では、ほぼ 100％といっていい割合になっている。一方中小

企業では従業員数が少なくなればなるほど割合は下がっていっている。ここからは、大企
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業が中心となりこのような制度をきちんと配備し中小企業を引っ張っていく姿勢とともに、

従業員数が少なく人員に余裕のないと思われる中小企業では制度自体の導入がなされてい

ないことが読み取れる。またこの５年間でも変化はほぼないため、このままではますます

中小企業での育児休業取得制度の整備は進まず、遅れていくことになるだろう。 

 

出所：厚生労働省（2010） 
 

 
1短時間勤務制度 2所定外労働の免除 

3始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ 4育児休業に準ずる措置 

5育児の場合に利用できるフレックスタイム制度 6育児に要する経費の援助措置 

7事業所内託児施設 

出所：厚生労働省（2010）  
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続いて育児に伴う働き方の変化について、育児のための短時間制度のなどの導入をして

いる企業の割合、またその他にどのような制度を規定しているかを調べていく。 
図表 6から企業では育児に関するサポートとして短時間勤務制度（項目 1）を導入してい

る企業が多い。2009年には 47.6％とほぼ半数の企業が短時間勤務制度の措置を取っている。
これに 40.8％の項目 2（所定外労働の免除）や 31.8％の項目 3（始業・就業時刻の繰り上
げ・繰り下げ）も合わせると短時間化への対応はかなり容易である。 
しかし一方で項目 5（育児の場合に利用できるフレックスタイム制度）では 13.9％であ

る。この場合、勤務を短時間にすることは容易であるが、時間がとれる場合にたくさん働

くなどの方法は取り辛いということだ。つまり労働時間は減少していくことになる。 
上記から労働時間が減るということは、もちろん給与も減るということである。子供が

できたということはお金はこれまで以上に必要になってくるだろう。しかし項目 6（育児に
要する経費の援助措置）を見てもわずか 6.3％となっている。金銭面に関する措置は不十分
といっていいだろう。 
また項目 7（事業所内託児施設）を見ると 2.5％にとどまっている。全国の待機児童数は

2万 6,275人（日経新聞, 2010）であり保育所などの数は足りていない。そのため子供を育
てていくための環境配備として、そういった施設は必須である。ならば企業も協力してい

かなければならないのではないどろうか。その点からみるとこの数値は非常に低く、企業

側の育児への取り組みはまだまだだと言わざるを得ない。 
本節では企業側の取り組みを見てきた。大企業ではともかく中小企業ではまだまだ配備

状況に穴がある。また、その他の取り組みとしても本当に労働者側のことを考えた制度を

導入しているかは多少疑問が残る結果となった。企業側の整備状況にはまだまだ改善の余

地があるだろう。 
 
第 2節 労働者の意識 
本節では第 1節の企業側の状況に対応して、労働者側の問題点を探っていく。すでに「は

じめに」で男性労働者の育児休業取得率は非常に低い値（1.72％）であることは述べた。そ
こから何故そういった結果となったのかを考えていく。 
まず育児休業を取得しなかった理由について見ていく。図表 7 から男性で休業制度を取

得しなかった理由について最も割合が大きいのは「職場に迷惑がかかる」であり、この回

答が半数（50％）となっている。ここから男性の仕事への強い責任感をうかがうことがで
きる。 
さらに「職場の上司や同僚の反応」（22％）、「昇格や昇給への影響」（14.0％）や「顧客

や取引先等、職場以外の理解」（8.1％）などの理由から見ることができるように、男性で育
児に関する休暇・休業などを取得することに対して、職場ではまだ理解が深まっていない

ようだ。これでは、男性が取得する雰囲気も作れず、ますます取得は困難になってしまう。 
2 番目に割合の高い「取得する必要を感じなかった」（34.9％）からは、男性側の自分が
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取るべきものではないといった考えがうかがえる。もちろん、配偶者のほかにサポートが

充実していた可能性も考えられるが、それは少数だろう。女性側の同じ理由は、男性の

34.9％を 14.5ポイント下回る 20.4％という結果となっている。この事からは、女性のほう
が自分が育児に関しては休暇をとるなりして、責任を持っていると考えれれる。 
女性については高い育児休業取得率ではあるが、その中でも取得しなかった場合もある。

その際の理由として一番高いのは男性と同じく「職場に迷惑がかかるから」である。この

ことからは労働者は男女問わず仕事に関して強い責任感を持っており、それらは家庭・育

児に対して足かせになっている現状が見えてくる。 
 

 

出所：厚生労働省（2008） 
 
第 3節 
第 1 節では企業側から、第 2 節では労働者の側から育児休業取得が進まない理由を見て

きた。そこで本節では男性の育児休業取得が進まない理由は、企業側の制度の他にも何か

原因があるのか。性別役割分業意識の希薄化は本当に男性の家庭参加（本稿では育児休業

取得に伴う育児への参加）に繋がっているのかをインタビュー調査から考察する。 
まず男性側の性別役割分業意識を確認する。今回のインタビュー調査では男性のインフ

ォーマントは 6人であった。「男は仕事、女は家庭」といった性別役割分業についてどう思
うかの質問に対しては、「僕は意外とそうかと思いますね …中略… 家はきっちり女性の方
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が守ってほしいなというのはあります。」（XP氏：男性）という肯定の意見を聞くことがで
きた。一方では LN氏から「そういう考え方は僕にはない。 …中略… 古い体質は残ってい
る」との否定的な意見も聞くことができた。また「各家庭でベストになればいいんじゃな

いかな」（ZL氏：男性）といった各家庭に合わせるべきとの回答も聞くことができた。 
次に女性視点での性別役割分業意識はどうか。上記の男性に対して行ったものと同様の

質問には「結婚するときにそういった人とは絶対に結婚しないと思って …中略… 女は家
庭とかって言うのはちょっと無理ですね」（SO 氏：女性）や「別にそうじゃなくても、女
の人でも働けたらそれでいいと思う」（LL 氏：女性）に見られるように否定的な意見が目
立った。 
全体としては性別役割分業意識に対して“否定的”と取れる意見が多く、女性も外に出

て働いていくべきだとの意見が強いようだ。男女問わずこういった傾向がみられる結果と

なった。これは「はじめに」の部分の調査で述べた性別役割分業意識は希薄化しつつある

との結果と一致するものとなった。 
続いて育児休業取得についてインタビューを行った。今回のインタビューでは実際に男

性で育児休業を取得した人には出会うことはできなかった。配偶者の方は専業主婦であっ

たり、育児休業が必要な時点では、会社で男性が取れるような仕組みや雰囲気自体が整っ

ていなかったりなどの理由がうかがえた。 
女性で育児休業を取得した方の意識はどういったものだろうか。「育児休暇を取得する際

に配偶者の方と相談をしましたか？」との質問からは「相談はなく、もう私がとるものだ

ということで、話をしたことはないですね。」（SO氏：女性）や「お母さんが取るものだっ
ていう多分固定観念があったんですよね」（ZU 氏：女性）との回答が得られ性別役割分業

意識に対しては否定的であったのだが、育児休暇の取得については疑問もなく女性が取る

ものだという感覚であった伺うことができた。 
育児だけでなく大きな枠組みとして家庭参加について聞くと性別役割分業には「古い」

との回答であるものの「結婚後、配偶者にどれくらいの家庭参加を求めますか？」との質

問に対しては「まあ 2割くらいかな」（ZH氏：女性）と回答したインフォーマントもいた。
ZH 氏はずっと働きたいとの考えを持っていたため「共働きだと 2 割程度では大変なので
は？」との質問に、「実際そんなにしてくれんと思うんですよ …中略… できたらやって欲
しいけどあんまり求めすぎるのもねえ」と性別役割分業を否定しつつ現実問題“これくら

い”だとの認識を持ち、最初から大部分を自身で担うつもりのようだ。 
以上のことからは、性別役割分業意識が希薄化したと言っても未だに育児（家事）につ

いては女性が担うものであると考えていることが分かる。これは男性のみならず女性の中

にもそういった意識が実はあるのだと確認できる。また「はじめに」で述べた、「家庭につ

いては男性も参加して夫婦で協力していくようになってきているのかもしれない」という

よりは、図表 3に基づいた、「女性には仕事も家庭の負担ものしかかっている」との考察の
ほうが正しいだろうと推測できる。つまり性別役割分業意識の希薄化は、女性の仕事への
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進出を肯定したものであり、男性が家庭参加するようになったこととはまた別の問題であ

ると考えられる。そのため性別役割分業意識の希薄化と男性の育児休業取得率には関連が

あまり見られないと考えられる。 
実際の男性の育児への関心はどうなのだろうか。「育児休暇を使いたいですか？」との質

問に対しての XP氏からの肯定的意見、この他のインフォーマントの方からも育児休暇の制
度が必要だったときに現在のような制度があればぜひ使いたかったとの回答も得られてい

る。インタビュー調査からは男性の育児への関心は低いとは感じられない。ではなぜ依然

として男性の育児休業取得率は低水準のままなのであろうか。 
これについてはやはり男性の意識の中で家事参加をしたくとも仕事に対する責任を強く

感じている部分がありどうしても仕事優先となってしまうからだと考えられる。事実、図

表７が示した通りで男性が育児休暇を取得しない理由の筆頭に挙げられるのは「職場に迷

惑がかかる」である。「責任感的にどうなのかってちょっと思う …中略… いくら男女一緒
って言ってもやっぱりね」（UB氏：男性）や、「無駄に人を雇っていない …中略… 自分の
上司が休むって考えたら怖いな」（LP 氏：男性）など仕事に対して強い責任感を持つとと
もに、他の人が取得した場合の仕事への影響に対する不安も表されている。今後子供が生

まれる予定のあるインフォーマントの方からも、「取る予定はないです。 …中略… 仕事的
に無理だと思います。やっぱり男に育児は難しいですよ」（BO氏：男性、30代後半）との
回答であった。 
また女性のインフォーマントの方で配偶者に「自分が行かんかったらまわらんけど、お

前が行かんでも回る」と言われたことがあるとの話もあった（ZU 氏）。このことからも男

性は仕事にとても責任感を持っており、家庭のことはまだまだ女性に任せ、女性は家庭に

影響が出ない範囲で働いてほしいという仕事観が見える。 
仕事に対する責任というのは、ぎりぎりの所でやっていく人数の少数精鋭化も影響して

いると考えられる。男性の育児休業取得を増やしていくには企業側は人員体制を見直すこ

とも必要だろう。また制度自体を設けて終わるのではなく、休暇取得がし易い雰囲気も作

っていかなければならない。「チームとしては奨励しています」（ZL氏：男性）などの回答
もあったが、社内の雰囲気はどうかとの質問に「取りやすくないでしょうね …中略… 会
社としてはまだまだでしょうね」（LN 氏：男性）などや、国・企業の制度自体もまだ整っ

ていないとの意見もあった。このように制度も雰囲気もまだまだだと実感しているインフ

ォーマントが多数であった。 
インタビュー調査の結果からは、これまでやこのままでは男性の育児参加（育児休業取

得）は難しいものであるとの印象を強く感じる。しかし、産休育休に関して「会社の制度

としてある以上活用していかないと。本人の勇気と周りの勇気ですよ。 …中略… 世の中
の流れに乗って変えていく」（LN 氏）との意見のように、会社側はなるべく社員が取得し

やすい制度と雰囲気を作るように心がけ、社員も前例の有無などに関わらず取得してよい

当然の権利として活用し、周りは温かくそれを受け入れるといった体制を作っていくべき
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だろう。そしてゆっくりとでも、男性が望んだ場合は簡単に育児休業が取れる社会を作っ

ていくべきではないだろうかと感じた。 
 
おわりに 
ここまで男性の育児休業取得率の低さと、その原因についてみてきたが多くの矛盾点と

改善すべき点を発見することが出来た。 
女性が社会進出するようになり男性も家庭参加をしていこうという意識は持つようにな

ってきたものの、現在の社会の働き方では、男性が家庭参加（育児・家事）をしていくこ

とは難しいのが現状だ。この現状は改善され男性でも育児に携わることが可能になるよう

にしなければならない。しかし忘れてはならないのは各家庭で、一番良い方法は違うとい

うことだ。全ての家庭において男性が育児参加をすることがベストだとは限らない。 
性別役割分業意識は薄まったとはいえ、まだ男性でも女性でもそういった意識を持って

いる人もいる。第 3節でも触れたように XP氏は性別役割分業には肯定的だ。しかし実際の
行動を見ると矛盾が起こっている。XP氏の一日の生活を見てみると、家庭参加（家事の手
伝い・育児）は多くしていると言っていい結果だ。これは急激に世の中で男性の育児とい

ってものが取り上げられるようになったことに困惑しているために起こった矛盾ではない

か。 
また、「今のイクメンをはじめとするような事柄は、全部女性側からだけの視点になって

いる男性側からの視点が全くない」「男は男なりにいろいろ考えている」「新米パパも新米

ママに対して言いたいこともあるから、その辺りも取り上げてほしい」や「芸能人が仕事

を休んで子供と接する時間を増やしたとか言うけど、あれだけ稼いでればね」などの意見

を聞くこともできている。これは実際の自分（男性）の現状はしっかりと認識してくれて

おらず、芸能人などの一例を出して推進していくような状況にも拒否反応を示しているこ

とも伺える。 
XP氏の困惑や拒否反応は少なからず社会で働いている人（特に男性）は感じているので

はないだろうか。各家庭にはそれぞれ事情がある。改善すべき点は、一つの模範を定めて

それに全てを向かわせるのではなく、各家庭にあったさまざまな選択肢をとれるような形

（社会）を作ることだ。選択肢を増やすことで、無理のない方法を取りやすくする。無理

のない方法がとれることで、結果として家庭参加（家事・育児）は進むと考える。 
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第 10章 仕事と家事・育児の共有化

 
松永麻未 

 
はじめに 
近年、女性の社会進出の増加や“イクメン”という言葉の誕生といった形で、「男は仕事、

女は家庭」といった性別役割分業意識は希薄化しつつある。そういった風潮の中で、政府

はワークライフバランスについての基本憲章と国や企業の取り組むべき施策を示す行動指

針についての最終案をまとめた（日本経済新聞, 2007）。この案の内容は、男性の育児休暇
の取得率を 10年後には 10％に高めることなど 14項目の数値目標が設定され、年内の正式
決定を目指しているというものだった。基本憲章は同年 12 月に合意され、2010 年現在、
2020年に向けての数値目標を 13％と改定し政策を進めている。これに伴い、2010年 6月
20日より厚生労働省は、『イクメンプロジェクト』として、男性の育児推進のために参画企
業と連携し、各種セミナーやシンポジウムの開催を進めている。 
このように、男性の家庭参加を支援しようとする動きが活発になってきているものの、

未だ男性の家庭参加は優先されにくい現状にある。“イクメン”ブームが起こり、育児に積

極的に参加する父親を支持する風潮が高まる一方で、実際には男性が積極的に家庭参加す

ることへの理解が十分ではなく、男性の育休認知度の低さや育休取得に対する周囲の理解

度、所得の減少に対する不安といったように、男性の育休取得には多くの壁が立ちはだか

っているのが現状である（ダイヤモンドオンライン, 2010）。 
また男性の家事参加が進まない要因は周囲に因るものだけではないとして、内閣府の外

郭団体である家計経済研究所が調査した「消費生活に関するパネル調査」（2006年度）があ
る。これによると、専業主婦だった妻が再就職した後、約 2 時間分の自分の娯楽や睡眠時
間を削ることになったにも関わらず、夫の家事・育児時間は前年より 2 分増えただけとい
う報告がなされ、家事に対し非協力的な夫がいるということも確かなようだ（日本経済新

聞, 2007）。 
女性の社会進出は進んでいるにもかかわらず、男性の家庭参加進んでいないため、女性

に大きく家庭責任が偏っている。四半世紀も前に「男は仕事、女は仕事も家庭も」といっ

たような状態を指して「新・性別役割分業」という概念が生まれた（樋口, 1985）。この当
時は仕事をパートという意味を示していたが、現在に至っても、パートだけでなく常勤と

いう形が付与されただけでこの概念自体はほとんど変化していない。性別役割分業意識に

反対する人が増えつつあると言っても、それに反し、実情はなかなか変わっていないので

はないだろうか。 
そこで本稿では、性別役割分業意識に対する理想と現実の矛盾を示し、その原因を調査

していきたい。 
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第 1節 「性別役割分業意識」の理想と現実 
まずは、性別役割分業意識の現状について確認していく。図表 1 は内閣府が行っている

世論調査（2009）で、これによると性別役割分業についての意識は、調査当初、賛成が 52.2
ポイント上回っていたものの、現在では反対が 13.8ポイントも賛成を上回る結果となって
いる。 

 
出所：内閣府（2009） 

 
それでは次に、意識の希薄化に伴い、男性の家事参加、共働き世帯の増加は進んだのか

を見ていく。図表 2は総務省の調査（2009）より、共働き世帯数の推移をグラフにしたも
のである。「はじめに」でも軽く触れたが、確かに共働き世帯数は年々増加しており、女性

の社会進出が進んでいることが伺える。 

 
出所：内閣府（2005）より再引用、総務省（各年版より） 
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次に見てもらうのは、男性の家事・育児遂行割合である。総務省が行っている第 4回全
国家庭動向調査（2008）によると、夫の家事・育児遂行割合が前回調査（2003）と比較し、
全ての数値で上昇が見られた。この調査は、週 1～2回以上行った家事・育児の項目を回答
するもので、家事遂行割合は全体的に 5～10ポイント上昇し、特に「日常の買い物」42.1％
と高く、「食事の後片付け」31.9％→39.9％、「洗濯」17.7％→25.3％と、前回調査より 10
ポイント近く上昇したものもあった。育児遂行割合は元々、家事遂行割合より数値が高か

ったので全体的に上昇率は低かったものの「遊び相手」88.7％、「風呂に入れる」81.7％、
「あやす」65.6％という結果が出ており、毎日とは言えないかもしれないが、少しずつでも
家事・育児参加しようとしている男性が多くなっていることが伺える。 
このように女性だけに家庭責任を任せきりにするという考え方は衰退しつつあり、性別

役割分業意識の希薄化は確かに進んできているようだ。 
しかし、性別役割分業意識の希薄化とは異なり、現状が伴っていないということを示す

データも存在している。厚生労働省が行った、「子育て期の男女への仕事と子育ての両立に

関するアンケート調査（2009）」によると、正社員の男性に対し「仕事と家事・育児の優先
度」に対する質問の回答で理想が、「仕事に専念」8.6％、「どちらかというと仕事優先」19.4％、
「仕事と家事・子育てを両立」58.4％、「どちらかというと家事・育児を優先」12.4％、「家
事・育児に専念」1.2％となり、多くの男性が家事・育児に関わり、仕事だけでなく家庭責
任も担おうとする意識があることが伺える。しかし、実際には「仕事に専念」17.0％、「ど
ちらかというと仕事優先」57.0％、「仕事と家事・育児を両立」22.1％、「どちらかというと
家事・育児を優先」3.3％、「家事・育児に専念」0.6％という結果となり、実態は仕事優先
となっている男性が大半を占める結果となった。 

 
出所：総務省（2006） 
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また、家庭に接する時間が少ない男性が多いことを裏付けているのが図表 3で、女性に
家庭負担が偏っていることが示され、この 20年間でほとんど変化は見られない。 
意識としては確かに性別役割分業意識が希薄化し、男性も家庭を優先しようとする傾向

にはあるが、現状は女性の家事・育児時間に労働が加えられただけであり、男性は以前と

ほとんど変わっていない。「はじめに」で触れた「新・性別役割分業」の形に変化している

だけのようである。それでは、なぜ性別役割分業意識の希薄化に伴い、実態も変化してい

かないのか。次節では矛盾が起こっている要因について、外部環境から成る外的要因と自

らの意識から成る内的要因の二方向から分析していく。 
 
第 2節 矛盾を引き起こす要因 
性別役割分業意識の理想と実情の矛盾は、周囲の理解、制度といった外部環境から成る

外的要因と自らの意識から成る内的要因から生じているのではないだろうか。そこで、ま

ずは外的要因から分析していく。 
まず第一に、男性が家事参加出来ない外的要因の一つには長時間労働があると考えられ

る。朝日新聞（2009）が行った独自のインタビュー調査によると、男性社員は単身赴任や
長時間労働が原因で、家に帰ることが出来ない、もしくは家に帰るのが深夜 12時を越えて
しまっているという状況となり、家庭のことをなかなか顧みることができなくなっている

ということだった。この記事が示すように、女性と比べ、男性は長時間仕事に拘束されて

しまうために家庭に接することが難しい状況のようである。そこで、図表 4 を見てもらい
たい。これは、男女別就業時間を示したもので、就業時間の差は年々少しずつではあるが、

減少傾向であるものの、年間 600 時間近い差があり、女性と比べると男性は長く仕事に拘
束されていることが伺える。天野（2006）によると、「現在の『仕事』は、子育て世代の男
性が主たる家計の維持者として、転勤も厭わず働くということが大前提となっている（そ

うしなければ家庭を持つことが難しい）システム」と報告されており、男性は家庭を守る

ために、家庭よりも仕事を優先させて働かざるを得ない状況であると言える。 
また、男性の方が仕事に拘束されていることが多い現状からか、基幹業務には女性と比

べると男性の方が多く就いている。そういった、状況から男性は職務の特性上，臨時的な

代替要員を雇用して対応するのは難しい状態になっており、育児休業と言う制度が出来て

も、意味を成していない状況が発生しているのではないだろうか（武石, 2004）。 
別の要因として職場の理解も挙げられるだろう。図表 5 は、ベネッセ次世代育成研究所

が乳幼児の父親に対して、育児休暇を取得しなかった理由についてアンケートを取ったも

のの上位 5 つまでを図表にしたものである。最も多い回答が「職場に迷惑をかけるから」
36.1％で、続いて「忙しくて取れそうもないから」31.2％が続き、前述したように男性は仕
事に拘束されている状態が出来あがってしまっているようだ。また「前例がないから」や

「取得しにくい雰囲気が職場にあるから」が続き、職場内における男性の育児休暇への理

解がなかなか進んでいないことが伺える。“イクメン”という言葉が作られ、推進されるこ
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とが多くなってはきているが、実際に自分の周囲で適用されるだけの制度も心構えもまだ

まだ不十分であるということが伺える。 

 
出所：総務省（2009） 

 

 
出所：ベネッセ次世代育成研究所（2009） 

 
また、職場内の雰囲気だけでなく、家庭内での考え方が関係していると考えられる結果

が出ている。第 4 回全国家庭動向調査（2008）内で行われた、既婚女性に対する「夫も家
事や育児を平等に分担すべきだ」という質問に対し、賛成と回答する人が 7～8割程度いる
一方で、「夫は、会社の仕事を優先すべきだ」と回答した人が 6～7 割程度いたのである。
前者は性別役割分業意識の希薄化を示すものであり、女性が男性に家事参加を求めるニー

ズは確かに存在している。しかし、家庭と仕事どちらかを優先せざるを得ない状況になる

2434 2439 2428 2418 2382 2366 
2324 

1841 1841 1825 1830 1804 1789 
1773 

1500 

1700 

1900 

2100 

2300 

2500 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

(時間)

(年)

図表4　男女別就業時間

男性

女性

18.8 

19.5 

23.9 

31.2 

36.1 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 

取得すると収入が減るから

取得しにくい雰囲気が
職場にあるから

前例がないから

忙しくて取れそうもないから

職場に迷惑をかけるから

図表5　育児休暇を取得しなかった理由　(男性)



102 
 

と、“男性は仕事を、女性は家庭”をという潜在的な性別役割分業意識が表れてくるのだろ

う。そのため、家庭のことを考え「合理的に」進めようとすると就業時間の短い女性の方

が家庭責任をほとんど担うようになるのではないだろうか。 
続いて、内的要因として個人の意識について見ていく。外的要因では男性が家事参加を

求めるニーズがありながらも家庭参加をすることが出来ない原因を探ってみたが、実際に

は男性が必ずしも積極的に家事参加を進めているとは言えないようである。図表 6 は男女
別に平日と休日の 2 次活動、3 次活動の平均時間を示したものである。2 次活動には仕事、
家事や育児が含まれ、3次活動には趣味が含まれる。 
 

図表 6 男女、行動の種類、曜日別生活時間

2001年 2006年
平日 土曜日 日曜日 平日 土曜日 日曜日

男
2次活動 7.55 5.14 3.05 8.06 4.58 3.15 
3次活動 5.48 8.02 9.34 5.36 8.12 9.21 

女
2次活動 7.37 6.08 4.55 7.41 5.50 5.02 
3次活動 5.53 6.57 7.39 5.49 7.10  7.32 

出所：総務省（2006）

図表 6が示すように、2001年調査において平日の 2次活動と 3次活動に男女差はそれほ
どないのだが、土曜日になると 2次活動の差は女性の方が 54分長く、3次活動は男性の方
が 65分長くなっている。日曜日になると 2次活動は女性の方が 110分多く、3次活動は男
性の方が 115分長くなっている。2006年調査でも平日にそれほど大きな差はなく、土曜日
になると 2 次活動は女性の方が 52 分長く、3 次活動は 62 分長い。日曜日になると 2 次活
動は女性の方が 107 分長く、3 次活動は男性の方が 109 分長い結果となった。男女ともに
休日になると 2次活動時間は減少するものの、女性と比べ男性の方が大幅に減少し男性の 3
次活動時間は大きく上昇していることから、時間に余裕が出来た場合は自分の趣味に時間

を費やしているのではないだろうか。逆に、女性は 3 次活動時間が休日になると上昇する
ものの、男性と比べると増加量が小さく、2次活動時間の減少も少ないことから、休日は平
日にはまわらない部分の家事に時間を費やしているのではないだろうか。前回調査と比べ、

時間の増減に変化はほぼ見られなかったので、性別役割分業意識の希薄化が進んでいるか

らと言って、同時に男性がより積極的に家事に参加しようとしている考えを持ってきてい

るとは言えないかもしれない。 
また、女性が共働きだからと言って、パートナーが家事を負担してくれるとも言えない

ようだ。図表 7 は女性が共働きか否かで家事分担割合の推移を示したものである。
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出所：総務省（2006） 

 
これによると、年々全体的に家事分担割合が減少してはいるが、専業主婦と共働き女性

ではあまり家事割合に差は見られない。分担割合が少しずつ減少しているので、男性も家

事に取り組んできているようではあるが、それでも家事負担は女性に偏っていて、更に共

働き女性と専業主婦では家事割合に余り差が見られないことから、共働き女性には大きな

負担がのしかかっていると言えるだろう。 
以上のように、性別役割分業意識の理想と実態の矛盾には様々な要因が絡んできている

ようである。自らの意識で変化させることが出来るものもあれば、周囲の考え方や制度と

いったように、自分の力だけでは変えることは難しく、周囲の力添えなしに変化させるこ

とが出来ないようなものもあり、多方向からの理解が必要であるだろう。次節では実際に、

現場の人たちがどのような考え方を持っているのか。実態はどうなっているのかについて

調査していく。 
 
第 3節 インタビューより 
第 1 節、第 2 節で見ていった現状や要因を踏まえて、インタビュー調査から性別役割分

業意識と実態を探っていこうと思う。今回のインタビュー調査を受けて頂いた方々は 12名
で、そのうち既婚者が 7名、その中でも 4名が共働きの家庭だった。 
まずは“男性は仕事、女性は家庭という考え方に賛成か否か”ということから見ていく。

この質問に対し、実際に働いている人は一体どういう考えを持っているのだろうか。 
今回の回答の中で「もともと、結婚するときにそういった人とは絶対に結婚しないと思

って …中略… そういった女は家庭とかっていうのはちょっと無理ですね」（SO氏：女性、
30 代）というように明確に性別役割分業意識に反対する意見が見られた。今回の調査の中
では、性別役割分業意識に反対する人は女性に多く、どちらかというと女性の方が男女性

別役割分業に対し反対している傾向があるように思われる。一方で、「僕は意外とそうかな

って思いますね。ちょっと古いタイプの人間なんで。家はきっちり女性の方が守ってほし
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いなっていうのはあります」（XP氏：男性、30代）といったように性別役割分業意識に賛
成する意見もあり、男性が所得に責任を持つ分、女性に家庭を守ってほしいという根強い

意識があることが感じられた。また、「女性が働きたいと言えば働けばいいと思うけど …
中略… あまりハードな仕事はやめてって言うけど」（LP氏：男性、20代）というように、
性別役割分業意識に賛成とまではいかないが、主な稼得責任が男性にあることを前提とし

て、女性には家庭に影響が出ない程度の働き方を求めている意見も見られた。こういった

ような考えを持っている中で、実態はどうなっているのだろうか。 
前述した通り、既婚者の過半数が共働きということで、女性の労働進出は進んでいるよ

うだ。しかし、男性の家事・育児参加となると「相談はなく、もう私が取るもんだという

ことで…話をしたことはないですね」（SO氏：女性、30代）やお子さんが 1月に出産予定
だとしても「取る予定はないです」（BO氏：男性、30代）というように男性の育児休暇を
取得するという考えについては相談さえもないようで、男女性別役割分業意識が希薄化し

てきているといっても、“育児休暇は女性が取るもの”という考えは根強いようだ。また、

家事状況についても同様に「ほとんどないですね」、仮にパートナーの帰宅が早い場合でも

「早いからと言って、家事をしてくれる訳ではないんですけどね」（LL氏：女性、30代）
と述べられたように、女性が常勤で働いているとしても必ずしも男性の家事参加が行われ

るわけではないようだ。 
前節までで見てきたように、性別役割分業意識と実態には矛盾が生じているようである。

それでは、なぜ矛盾は生じているのか。まずは、男性の育児休暇から見ていく。 
前述で見た通り、今回のインフォーマントの方々の中では男性の育児休暇の取得は見ら

れず、やはり男性の育児休暇の取得はなかなか進んではいないようだ。しかし、育児休暇

のニーズが全くない訳ではなく、育児休暇取得についての質問に対しては確かにニーズを

もっているということを回答しており、「思いますよ。休暇とかも含めてね」（XP氏：男性、
30 代）や「使いたいですね。 …中略… いろんな問題が起きるんで」（NP 氏：男性、40
代）というように、パートナーだけに育児を任せきりにするのではなく、積極的に取り組

もうとする姿勢を確かに男性が持っていることが伺える。 
しかし、やはり取得するには壁が生じているようで、男性の育児参加が推進されている

ということは知っていても「それは責任感的にどうかなってちょっと思うんですけど。 …
中略… いくら男女一緒って言っても、あんまりその制度には納得出来ないかな」（UB氏：
男性、30 代）というように男女平等が唱えられていると言っても、女性以上に男性に対し
て仕事への責任感を求める声や「無駄に人を雇っていない。 …中略… 育休・産休を取る
人ってやっぱり 10 年戦士とかさ、自分の上司が休むって考えたら怖いな」（LP 氏：男性、
20代）と余裕のない人員体制から育児休暇の取得に伴う現場の負担増加を恐れる声もあり、
やはり男性の育児参加を進めようとする動きが始まっているとはいえ、その動きに伴うだ

けの外部環境は整っておらず、受け入れられるのは難しいのが現状のようである。 
また、仕事に長時間拘束された状態であるために、「仕事で出てしまってると、朝とか寝
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てることが多いから起きてる姿を昼間とか見れない。 …中略… で寝るのが、12 時ってこ
とは 3時間か 4時間くらいしか子どもと一緒にいれないわけでしょ」（XP氏：男性、30代）
というように、平日は遅い帰宅時間のため、家にいる時間が限られ、なかなか家事・育児

に接することが出来なくなってしまうこともあるようだ。 
前節でも述べたように、矛盾が生じている原因の一つには職場の理解や環境といった自

分だけでは改善できない外的要因があるようだ。NP氏は改善のために「会社の制度として
ある以上活用していかないと。 …中略… 世の中の流れに乗って変えていく。それはそう
いう立場にある人がやっていかないと。周りが変わっていかないでしょ」と男性の育児休

暇の推進を進めていくには、周囲の理解や上司が前例となって行動を起こす必要性がある

ことを述べている。 
しかし一方で、周囲からの拘束によって家庭参加出来ていないという訳でもないことが

伺える声もあった。「同じくらいですね…あとは言われたことを手伝うくらいですね。やっ

ていないに等しいですね」（BO 氏）というように時間に余裕があるからといって、男性が
積極的に家事参加をするという訳でなく、家事は女性に依存している傾向にある。また、

男性の育児・家事参加の停滞は男性側だけに原因がある訳ではないようで、男性に家事に

参加してほしいニーズがあるにも関わらず、「本当はしてほしいけど、多分向き不向きがあ

るんで」（SO 氏）と述べられているように男性にあまり家事参加を要求しないと考えられ
る意見があり、性別役割分業意識に反対する考えを持っているとしても、潜在的に家事は

女性主体で行うという意識からジレンマが生じているのではないだろうか。 
やはり、矛盾が生じる原因の一つとして、当事者の潜在的な性別役割分業意識が内部要

因にあるのも確かなようだ。女性依存の家事・育児状況は、今回のインフォーマントの多

くの家庭で共通しており「やっぱり男に育児は厳しいと思いますしね」（BO 氏）、「僕はた
だ家事をしたくないから、仕事はしなくていいっていうなら家事をするけど仕事はしない

といけないでしょ」（LP 氏）と述べられたように、男性は家事・育児に対し苦手意識を持
ち、女性もパートナーに任せるよりは自分で済ませてしまうほうがよいという考えを持っ

ており、性別役割分業意識は多くの人の中に根強くあることが伺われた。 
以上のように、理想と実態に矛盾が生じている主な理由は、男性の家事・育児参加が共

働き家庭の増加と違い、滞っていることにあるようだ。 
しかし一方で、男性も積極的に家事・育児に参加しようとする動きがあるのも確かなよ

うである。NP氏は「育児はみんな楽しいと思う。問題なのは家事ですよ。やってるつもり
でもやってないと思われる」と述べており、帰宅後は疲れているので家事に取り組みたく

ないとしても、家族との時間を作るために積極的に参加していこうとしているようだ。さ

らに、積極的に家事参加している例として、「俺、子どものお風呂毎日入れてるわ。遅く帰

っても」「育児っていうのは楽しんでると思うけどね」という XP 氏は帰宅時間が遅いので
お子さんと触れ合う時間は限られているようだが、積極的に育児参加をしているようだ。

この二人は育児に楽しさを見出している共通点があるので、楽しみながら育児に参加して
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いる人は家事にも積極的に参加しようとする傾向があるのかもしれない。 
また、最初からパートナーが積極的に家事・育児に参加している訳ではないが徐々に変

化していった ZU氏の例がある。パートナーの家事参加度について尋ねると、食事の準備は
ZU 氏が行っているが、片付けや休日の掃除を手伝ってくれていて、「今一番助かっている

のは、子どもを良く見てくれているので。疲れているときは助かりますね」と答えてくれ

た。 
ZU氏のパートナーは積極的に家事参加をしてくれており、有休も交代で取ってくれてい

るが、最初からこのように家事・育児を分担してくれてはいなかったようだ。しかし、ZU
氏は母親だけが有休を使って子供の面倒をみることに対し疑問を持ち、パートナーと相談

して徐々に協力して休みを取って子どもの面倒をみるように変化していった。 
このように、男性の家事参加を促すようにするためには、最初から女性が引き受けると

考えるのではなく女性も徐々にでも負担を分担する働きかけを行う必要があるのだろう。 
インタビュー調査から、男女性別役割分業意識が希薄化していると言われつつも、潜在

的にその考え方が残っているということが矛盾という形で表面化してきているのだろうと

考えられる。矛盾を解消するには自らの考え方だけでなく、パートナーの考え方や職場、

制度も関係してくるだろう。様々な方向からの働きかけが必要だということがインタビュ

ー調査から見受けられた。 
 

おわりに 
先行研究を踏まえ、実態を調査してみたところ、やはり性別役割分業意識の希薄化には

実態が伴っているとは言えず、矛盾した状態となってしまっているようだ。矛盾が生じて

いる原因は、男性の家事・育児参加が滞ってしまっていることが一番に考えられる。そこ

で調査の結果、2つの問題点が挙げられた。 
まず 1 つ目は職場環境に因るもので、男性は女性と比べ長い就業時間や余裕のない人員

体制から、例え家庭優先のニーズを持っていたとしても仕事優先にせざるを得ない状態で

あるために、家事・育児参加が促進されない状況にあるようだ。仕事優先の状況から、育

児休暇取得や定時通りの帰宅は叶わず、家庭にいる時間が短くなり、家族と触れ合う時間

が短くなってしまっているのだろうと思われる。 
また、制度的な問題だけでなく個人の意識的な問題もあり、年々性別役割分業意識に反

対している人が増えているからと言って、誰もが反対している訳ではない。稼得責任は男

性にあるものであり、男性は自身の仕事に責任を持ち、場合によっては家庭よりも優先さ

せなければならないといった“男は仕事”というような根強い性別役割分業意識を持って

いる人にとっては、男性の家庭優先という考えが受け入れられるとは限らない。そういっ

た雰囲気の中では、家庭を優先させることは容易ではなく、制度があったとしても利用は

ほとんど見られないだろう。 
2つ目は当事者間の理解に因るもので、いくら性別役割分業意識に反対していると言って
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も、男性が積極的に家事・育児参加をしていく訳ではないことが今回の調査では伺えた。

主な稼得責任は男性にあり、共働き世帯が増えながらも家庭責任が女性に偏っていること

から、“男性は仕事、女性は家庭”いうよりも、“女は家庭”の部分に反対していることが、

性別役割分業意識に対する反対とされているのではないだろうか。 
性別役割分業意識に反対しているとしても、“男性は家事が苦手”とする考え方は男女を

問わず多くの人が持っていることがインフォーマントからも伺うことが出来、育児参加も

同様のことが言える。潜在的にそういった考えを持っていることから女性依存の家事・育

児状況が生じ、男性の家事・育児参加を滞らせている一因ではないだろうか。 
 “イクメン”ブームが起こり、政府によってイクメンプロジェクトが行われているが、

実際に企業の制度としてはまだまだ不十分である。これらは最も性別役割分業意識の希薄

化と実態の矛盾を表してくれているように感じる。現在、イクメンプロジェクトはシンポ

ジウムの開催といったように啓発程度の働きしか行われていないが、より積極的に政府か

ら企業に働きかけるべきではないのだろうか。そして、企業が男性の家事・育児参加を促

す企業風土を作っていくように、上からの指示が必要だろう。 
仕事よりも家庭を優先させるには、制度として成立していても職場といった一つの社会

で働く以上個々人だけの問題ではないために、“制度が完成したらご自由に”と上にいる人

たちに投げ出されては困る。同僚間でお互いに納得して制度を利用できるような企業風土

を作っていくためには、上からの働きかけは必要となってくる。 
具体的には、上司が積極的に育児休暇を取得することや定時に帰宅することといったよ

うに、家庭参加の機会をより増やすような行動を取ってもらいたい。管理職といったよう

な上の役職で行うのは困難なことだとは思うので、それを可能にする体制を企業には作っ

ていってほしい。そうした取り組みの中で、部下の人たちが制度を利用しやすい環境にな

っていってくれるのではないだろうか。 
また、家庭内での考え方が男性の家庭参加を積極的にする意識づくりに関わってくると

思うので、お互いに働きかけることが大切だと思う。勿論、お互いに性別役割分業意識を

肯定しているのならばそれで良いのだが、女性に家庭負担が偏った状況で在るのならば、

その負担を軽減させるためにパートナーは時間に余裕があるときにだけでも軽減させるた

めに動くべきだと思うし、女性側もパートナーに家事・育児を任せてみるように働きかけ

て、最初から女性が家事・育児を負担するという潜在的な意識を少しずつ変えていくこと

が大切なのだと思う。 
矛盾を解消させるためには、必ず多方面からの働きかけが必要であり、それらが繋がっ

てようやく矛盾の解消へと繋がるのだろう。現在の状況は、個人のニーズがあっても職場

の理解が追いついていなかったり、制度が出来ても企業の環境が整っていなかったりする

ために働きかけが結びついてはいない。女性が社会進出していくことが増加している以上、

男女どちらかに責任が偏っていてはいつか破綻してしまうだろう。 
それを回避するために、どこかでニーズや制度といった働きかけが行われているのなら
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ば、それを柔軟に受け入れ変えていく仕組みが今後は必要になってくるのではないだろう

か。 
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第 11章 理想的なワーク・ライフ・バランスとは

 
高瀬晶子 

 
はじめに 
時代の移り変わりとともに変化するライフスタイルの中、人々は仕事と家事、育児、介

護などの生活との両立について悩んできた。2007年 12月 18日に「仕事と生活の調和（ワ
ーク・ライフ・バランス）憲章」および「仕事と生活の調和のための行動指針」が策定さ

れ、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組みが官民一体となって始まった。 
憲章は、仕事と生活の調和が実現した社会を「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感

じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て

期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」とし

ている。具体的には、「就労による経済的自立が可能な社会」、「健康で豊かな生活のための

時間が確保できる社会」、「多様な働き方・生き方が選択できる社会」を目指すべきである

とのことである。 
このようにワーク・ライフ・バランスを重視する動きがある中、ワーク・ライフ・バラ

ンスという考え方はどれくらい広まっているのだろうか。図表 1はその認知度を示してい
る。言葉も内容も知っていると答えた人は 18.9％、言葉は聞いたことがあるが内容までは
知らないと答えた人は 35.4％、言葉も内容も知らないと答えた人は 45.7％であった。つま
りワーク・ライフ・バランスの認知度はまだ 2割弱にとどまっており、十分広まっている
とは言えないのである。 
人によって理想とするワーク・ライフ・バランスは異なってくる。それぞれの人が自分

の希望とするワーク・ライフ・バランスを実現するためにはどうすればよいのか。本稿で

はワーク・ライフ・バランスに対する企業の制度や人々の意識について考察し、そこに問

題点はないか、どうすれば改善できるのかについてまとめていきたい。 
 

 
出所：内閣府（2010年） 

 

言葉も内容も知っ
ている18.9%

言葉は聞いたこと
があるが、内容ま
では知らない 

35.4% 

言葉も内容も知ら
ない45.7%

図表1 　ワーク・ライフ・バランスの認知度
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第 1節 ワーク・ライフ・バランス重視の背景 
そもそもワーク・ライフ・バランスが重視されるようになった背景には何があるのだろ

うか。 
図表 2はパートタイム労働者が年々増加していることを示している。続けて図表 3の年

間総実労働時間の推移を見ると、正社員を含む一般労働者の労働時間はこの十数年間でほ

ぼ変わっていないことが分かる。長期的な経済の低迷や産業構造の変化が起こり、正社員

以外の労働者が増加する一方で、正社員の労働時間は高止まりしたままなのである。この

ことから正社員は相変わらず仕事に忙殺されていることが分かる。長時間労働に疲れ、自

己啓発や家族団欒、地域活動へ参加する暇もなく、健康を害してしまう労働者も少なくな

い。ワーク・ライフ・バランスが重視されるようになった背景には、このような問題があ

ると考えられる。 

 
出所：厚生労働省（2009） 

 
出所：厚生労働省（2009） 
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図表2　パートタイム労働者比率
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続けて図表 4を見てほしい。1990年代半ばより共働き世帯が専業主婦（夫）世帯を上回
り、近年さらに増加傾向にある。つまり既に過半数が共働き世帯となっているのである。

このことから専業主婦（夫）世帯が過半数を占めていた時代の制度では、仕事と家庭の両

立が困難になる人が増えてしまうと考えられる。しかし子育て支援などの社会的基盤の整

備はまだ不十分であり、女性が仕事を続けやすい十分な環境だとは言えない。このような

共働き世帯の増加もワーク・ライフ・バランスを重要視する背景として挙げられる。 
 

 

出所：総務省（各年度版より）

また、ワーク・ライフ・バランスは少子化や労働力不足への対策としても注目されてい

る。働き方の選択肢を増やすことで子育てをしながらでも働きやすい環境をつくり、急速

な少子化に歯止めをかける狙いだろう。

以上のように、ワーク・ライフ・バランスを重視するようになった背景には、労働時間

の二極化や少子化、労働力不足といった日本が抱える社会問題と共働き世帯の増加という

社会の変化が存在すると考えられる。

第 2節 ワーク・ライフ・バランスに対する意識 
では変化する社会の中で働く人々は、自身のワーク・ライフ・バランスについてどのよ

うに考えているのだろうか。内閣府が「男女共同参画社会に関する世論調査」（2009）にお
いて全国 20歳以上の者に「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の優先度についての
希望と現実を聞いたところ、全体としては男女ともに「仕事」と「家庭生活」をともに優

先したいといった複数の活動をバランスよく行いたいとする割合が高くなった。しかし現
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実には「仕事」や「家庭生活」といった単一の行動を優先している人の割合が高くなって

いる。特に男性の 30~40歳代では、現実に「仕事」を優先している人の割合が 5割程度と
高くなった。以下に 30～39歳男女の結果を例として示す。 
A…「仕事」と「家庭生活」 
B…「家庭生活」 
C…「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」 
D…「家庭生活」と「地域・個人の生活」 
E…「仕事」 
F…「地域・個人の生活」 
G…「仕事」と「地域・個人の生活」 
 

 
出所：内閣府（2009） 

 
図表 5から、30～39歳女性の A「仕事」と「家庭生活」をともに優先したいとする割合

が 34.5％なのに対し現実には 26.9％の人しか実現できておらず、希望が十分にかなえられ
ていないことが分かる。また E「仕事」優先の希望が 3.2％に対し現実は 18.5％、B「家庭
生活」優先の希望が 32.9％に対し現実は 43％となっていることから、両立したくても「仕
事」か「家庭」のどちらか一方を優先している人がいるようである。 
 

 
出所：内閣府（2009） 

 
  次に図表 6を見ると、30～39歳男性は A「仕事」と「家庭生活」をともに優先したいと
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図表5　30～39歳女性
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する割合が 37.5％であるのに対し、現実には 27％しかともに優先できていない。30～39
歳女性と同じように、男性も希望が十分にかなえられていないことが分かる。また E「仕事」
優先を希望する割合が 8.9％なのに対し、現実には 50％が「仕事」を優先、B「家庭生活」
優先の希望が 23.7％なのに対し、現実には 11％しか「家庭生活」を優先できていない。こ
のことから、人々のワーク・ライフ・バランスの理想と現実にはギャップがあることが分

かる。どうしてこのようなギャップが生まれてしまうのか明らかにしたい。 
ここで人々のワーク・ライフ・バランスについて考えていく中で留意すべき点をあげて

おく。それは、職場の外で人々が抱える問題が整理されないまま、企業や労働市場だけを

みて働き方を見直しても、その働き方が生活と調和したものになることは期待しにくいと

いうことである。どのような生活の状況でどのような働き方の問題が生じているかを具体

的に明らかにし、その実態に即して働き方を見直すことが重要である。（池田, 2009, p.91） 
そこで実際に働いている人達にインタビューを行って人々のワーク・ライフ・バランス

に関する具体的な意識や生活を知り、企業の取り組みにはどのようなものがあるのか、そ

の利用状況や効果はどうなっているのか、問題点はないかなどを踏まえながら理想的なワ

ーク・ライフ・バランスを実現させるには何が必要なのかを考えていきたい。 
 
第 3節 インタビュー調査から 
インタビューで明らかになった社会人の方の自身の労働時間に対する考え方、企業の時

短制度、男女の働き方に関する考え方についての意見をもとに、理想的なワーク・ライフ・

バランスとは何なのかについて考えていきたい。インタビュー調査は男性 6名、女性 6名
の計 12名に行った。 
現在の労働時間について長いと感じている人は 12名中 5名おり、毎日の残業時間が自身

の労働時間が長いと感じる原因だとする人が複数いた。労働時間が長いと感じている人達

の職場には長時間労働を防ぐための制度はないのだろうか。 
労働時間が長いと感じているインフォーマントに聞くと、「時短制度というか…水曜木曜

は 19時で電気が消えますね。ただ電気が消えるだけなんでね…皆、小さな電気をつけて仕
事をしていますね。」（BO氏：男性、30代）という回答が得られた。時短のための形とし
ての取り組みはあってもただ電気を消すだけであり、制度としてうまく機能していないと

いう現状があるようだ。また時短制度自体ないという職場もあった。 
では労働時間が適度であると感じている人達の職場ではどうなのだろうか。「水曜日はノ

ー残業デーだから」（ZL氏：男性、40代）、「小学校 3年生までの子どもを持つ親の人は、
申請によって 6時間まで時短可能です。30分単位での時短ですね。月単位での申請となっ
ています」（NP氏：女性、20代）、という回答があった。NP氏の職場では長時間労働を防
ぐためだけでなく育児や介護をしている人が働きやすい環境を作るために時短制度を取り

入れていて、その人の生活環境に合った労働時間で働けるようになっている。NP氏以外の
職場でも同様の時短制度を利用しているというインフォーマントがいた。 
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以上のことから、企業によって時短制度への取り組み方はかなり異なることが分かった。

時短制度にはその職場の働き方への考え方が現れるのではないだろうか。前者からは労働

時間は個人で調整するものであり、それが長くなるかどうかは本人次第という考え方、そ

して後者からは労働時間を調節する選択肢を労働者に与えることで個人に合った労働環境

を作ろうとする積極的な考え方が見えてくる。この違いが時短制度をうまく活用できるか

どうかに関わってくるのだろう。 
次に男女の働き方に関する考え方について見ていきたい。“男は仕事、女は家庭という考

え方についてどう思うか”という質問に対して、「もともと結婚する時にそういった人とは

絶対に結婚しないと、私はずっと仕事をすると決めていたので …中略… ありえないで

すね。」（SO氏：女性、30代）という回答が得られた。SO氏は共働きだが家事はほぼ自分
がしているという。毎朝 4時に起きて子どもたちの準備をし、保育園に送った後に出勤、
現在短時間勤務で 7時間働き、その後保育園に迎えに行って帰宅、夕食の準備をしたり子
どもを風呂に入れたりして寝かしつけているということだった。短時間勤務という制度を

利用しているが、家事や育児の負担がかなり SO氏にかかっていると感じた。SO氏の配偶
者の方のように共働きに賛成でも家事参加はあまりしていないというケースは他のインフ

ォーマントでも見られた。 
SO氏とは逆の考え方で、「ちょっとタイプの古い人間なんで。家はきっちり女性の方が

守ってほしいなというのはあります」（XP氏：男性、30代）という回答があった。この意
見だけを見ると家事は女性に任せきりのように感じる。しかし実際にどれくらいの家事参

加をしているかを聞くと、XP氏はゴミ捨て、風呂掃除、クリーニング出し、自分の服のア
イロンがけ、子どもの毎日の風呂の世話、土日のおむつ替えなどをしていて、1日平均約 2
時間の家事参加をしており、育児中のインフォーマントやその配偶者の方と比べても突出

していた。XP氏の家事参加の様子はまさに“イクメン”である。しかし XP氏自身はイク
メン人気についてあまり好意的ではない。「あんな記事を書いてしまうから …中略… あ
なたもイクメンになっていろいろ子育てをして、みたいな状態になっちゃうと思うんです

よ。…中略… 男も男なりにいろいろ考えてもいるし、妻からこんなこと言われてもむっと
することもあると思うんですよ」と女性目線だけの記事には抵抗があると語った。芸能人

のイクメンは十分な収入があるため育休を取っても暮らしていけるし、それによって今後

の仕事が増えるのだから一般人とは立場が異なるため、男にだって言いたいことはある、

という。この意見から男性が育児に積極的に参加するには、まだ制度が十分ではないと感

じていることが読み取れる。XP氏は育児を楽しみながらしているが男性が育児を積極的に
行うには制度がまだ不十分な中、しかも忙しい仕事をしながら家事や育児に協力すること

は、私たちが想像するよりもずっと大変なことなのかもしれない。だからこそそんな男性

側の苦労について雑誌やテレビが取り上げることはないのに、安易にイクメンというブー

ムが生まれていることに対して不満を持っているのではないだろうか。 
「男は仕事、女は家庭」という価値観の判断は人それぞれである。それよりも大切なの



116 
 

は実際にどのように配偶者と協力するかという互いの意識や、協力を可能にする十分な制

度ではないだろうか。仕事と家庭を配偶者同士がうまく両立していくには、意識や制度の

どちらかがあれば良いのではなく両方が必要になるのだろう。 
共働きをするインフォーマントの意見で「子どもが熱を出した時とか必ず、お母さんで

しょ、休み取るのが。…中略… なんか自分が行かんかったら回らんけど、お前行かんでも
回るみたいな言い方するんですよね。どういうことだと思うんですけど」（ZU氏：女性、
30代）というものがあった。女性が子どものための休みを取るのが当たり前という考え方
に疑問を持ったという ZU氏は、現在は配偶者の方と協力し合っているという。どちらか一
方に負担を強いていては仕事と生活の両立は困難になるため、共働きをしながらの子育て

には配偶者同士での協力が不可欠なのだろう。 
 
おわりに 
人によって理想的なワーク・ライフ・バランスというものは異なる。結婚後も仕事をず

っと続けたい女性、結婚後は女性に家庭に入ってもらいたい男性、家庭に支障が出ない程

度なら共働きに賛成の人など、考えは様々である。それぞれ異なっているのは当たり前で

ありどれが正しいというものはない。 
大切なのはその人の生活環境に合った働き方や希望に沿った働き方を可能にする、選択

肢が用意されているかどうかではないだろうか。そのためには企業が子育てとの両立が可

能になるような時短制度を取り入れたり、職場全体が家庭と仕事の両立への理解を示した

りすることが必要になってくるだろう。制度が準備されていてもそれが利用しづらい雰囲

気ならば制度がないのと同じであるし、いくら配偶者間で協力しようとしても個人の力だ

けでは困難な場面もあるだろう。 
制度だけでなく配偶者同士が互いに納得できるように話し合いをすることも重要である。

男だから、女だからという理由で片付けるのではなく対等な立場として向き合い、互いの

考えを聞いた上で折り合いをつけていくことが求められる。 
ワーク・ライフ・バランスの希望と現実のギャップの原因は、働き方の選択肢や周囲の

理解がまだ十分でないという所にあるだろう。これらの問題を解決することが理想的なワ

ーク・ライフ・バランスを実現するために不可欠となるのではないだろうか。 
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	03報告書完成稿
	04奥付2010

